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Ⅰ 災 害 

 １ 風水害  

(1) 台風の大きさと強さの分類（気象庁）  

大きさの表現  

階級  風速 15ｍ／ｓ以上の半径  

大  型：（  大  き  い  ）  ５００ km 以上８００ km 未満  

超大型：（非常に大きい）  ８００ km 以上  

 

強さの表現  

階級  最  大  風  速  

強い  ３３ m/s 以上４４ m/s 未満  

非 常 に 強 い  ４４ m/s 以上５４ m/s 未満  

猛 烈 な  ５４ m/s 以上  

 

台風と風 

 

進行方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左側では 

 

反時計まわり 

①はじめに東風 

（台風次第に近づく） 

 

②次第に北風にかわり 

（台風最も近づく） 

 

③西風になる 

（台風次第に遠くなる） 

 

右側では 

 

時計まわり 

①はじめに東風 

（台風次第に近づく） 

 

②次第に南風にかわり 

（台風最も近づく） 

 

③西風になる 

（台風次第に遠くなる） 

←① 

↑
② 

③→ 

←① 

② 
↓ 

③→ 

① 

② 

③ 

台風の進路付近では 

 台風の通過と同時に風向きは反対になり猛烈な

吹きかえしがある。 

Ａ 

Ｂ 

目 

Ｂ 

Ｃ 

危
険
半
円 

可
航
半
円 

等圧線 
 ↓ 

 ↑ 
風向 
 

Ａ 風最も強い 

Ｂ 風強い 

Ｃ 風やや強い 
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(2) 過去の主な風水害 

年月日 

種別 

 

（ 名称 ） 

名古屋の記録 被害概要 

最低 

気圧 

(hpa) 

最大風

速風  

向(m/s) 

総雨量 

 

(mm) 

①災害の特徴    ②被害の程度 

 

③発生場所         ④被 害 額 

大元 

9.22～23 
暴風雨 971.4 

28.2 

SSE 
102.9 ②死者140名 負傷者180名 家屋全壊6,000棟 

大14 

9.11 
暴風雨 996.0 

22.8 

SSE 
186.8 ②死者12名 負傷者3名 家屋全壊52棟 浸水20,000棟 

大15 

9.4 
暴風雨 989.1 

20.8 

NNW 
52.9 

②死者23名 負傷者70名 家屋全壊166棟 

浸水1,400棟 

昭 9 

9.21 

暴風雨 

（室戸台風） 
975.9 

32.9 

SSE 
24.0 ②死者8名 負傷者68名 家屋全壊85棟 

昭20 

9.18 

暴風雨 

（枕崎台風） 
988.7 

20.2 

SSE 
40.3 

②死者4名 負傷者8名 家屋全壊400棟 

浸水600棟 

昭28 

9.25 

暴風雨・高潮 

（台風13号） 
970.0 

22.6 

NNW 
178.1 

②死者72名 負傷者623名 家屋全壊6,769棟 

浸水90,000棟 

昭34 

9.26 

暴風雨・高潮 

（伊勢湾台風） 
958.5 

37.0 

SSE 
165.7 

①台風と高潮による災害で伊勢湾を中心に県下全域の沿岸

部に被害が集中した。 

②死者3,168名 行方不明92名 負傷者59,045名 

 家屋全壊23,334棟 流出3,194棟 半壊97,049棟 

 一部破損 287,059 棟 床上浸水 53,560 棟 床下浸水

62,831棟 

③県下全域（沿岸部中心） 

④3,224億円 

昭36 

6.23～29 

大雨 

(36.6梅雨前線

豪雨) 

  
398 

立田682 

①集中豪雨による災害で尾張部を中心に河川の氾濫等の被

害が発生した。 

②死者4名 負傷者13名 行方不明2名 家屋全壊29棟 

 流失 2 棟 半壊 72 棟 床上浸水 7,969 棟 床下浸水

66,654棟 

③県下全域 

④111億円 

昭36 

9.16 

暴風雨 

(第二室戸台風) 
971.9 

28.7 

SSE 
96.4 

①集中豪雨による災害で中小河川の氾濫･暴風雨による竜

巻等の被害が発生した。 

②死者3名 負傷者146名 家屋全壊168棟 

 半壊515棟 床上浸水652棟 床下浸水8,868棟 

③尾張部 

④104億円 

昭46 

8.30～31 

大雨 

(台風23号） 
987.5 

10.0 

E 
321.5 

②死者4名 負傷者15名 家屋全壊19棟 半壊127棟 

 床上浸水6,136棟 床下浸水59,160棟 一部破損228棟 

③県下全域 

④176億円 

昭47 

7.12～13 

集中豪雨 

(47.7豪雨 

台風6号） 

  
289 

猿投458 

①集中豪雨による災害で西三河山間部に中小河川の氾濫・

山（がけ）崩れ等の被害が発生した。 

②死者64名 行方不明4名 負傷者12名 全壊271棟 半

壊287棟 

 床上浸水20,075棟 床下浸水12,077棟 

③西三河（小原、藤岡、豊田、足助） 

④302億円 

昭49 

7.7 

豪雨 

（七夕豪雨 

台風8号） 

1008.

2 

6.7 

SE 

65 

新城323 

東栄302 

南知多285 

①台風と梅雨前線による集中豪雨災害で、中小河川の氾濫、

がけ崩れ、橋梁の流出等の被害が発生した。 

②死者3名 負傷者12名 家屋全壊16棟 半壊70棟 

 床上浸水1,820棟 床下浸水11,800棟 一部破損86棟 

③知多、東三河地域（豊橋、蒲郡、南知多他31市町村） 

④195億円 
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年月日 

種別 

 

（名称） 

名古屋の記録 被害概要 

最高 

気圧 

(hpa) 

最大風速風  

向(m/s) 

総雨量 

 

(mm) 

③ 災害の特徴    ②被害の程度 

 

③発生場所         ④被 害 額 

昭51 

9.8

～13 

集中豪

雨（51.9

豪雨 

台風17

号） 

1002.4 
10.2 

SE 

422 

一宮682 

南知多602 

①集中豪雨で災害で尾張、海部、知多に中小河川の氾濫等の被

害が発生した。 

②死者1名 負傷者37名 家屋全壊14名 半壊437名 

 床上浸水13,050名 床下浸水102,677名 一部破損461名 

③尾張、海部、知多地域（59市町村） 

④378億円 

昭54 

10.1

8～

19 

暴風雨 

(台風20

号) 

971.9 

小牧

969.4 

14.2 

W 

伊良湖 

20.0 

S 

80 

作手282 

茶臼山279 

鳳来233 

①台風の通過による災害で家屋損壊、農水産物、公共土木施設

等に被害が発生した。 

②行方不明1名 負傷者8名 家屋全壊4棟 半壊5棟  

一部破損26棟 床上浸水39棟 床下浸水314棟 

③県全域 

④113億円 

昭57 

8.1

～3 

暴風雨 

(台風10

号と低

気圧） 

975.1 

伊良湖 

973 

9.4 

SSW 

伊良湖 

21.1 

E 

184.5 

鳳来501 

伊良湖444 

①台風と低気圧による大雨に伴う災害で家屋損壊、農地農業用

施設、農林水産物、公共土木施設等に被害が発生した。 

②負傷者9名 家屋全壊1棟 半壊4棟 一部破損91棟 

 床上浸水230棟 床下浸水2,777棟 

③県全域 

④131億円 

平 2 

9.19

～20 

台風19

号 

972.5 

伊良湖 

976.9 

20.1 

SSE 

伊良湖 

26.2 

S 

95 

作手254 

①台風の通過による災害で、特に農業用施設、農作物の被害が

著しかった。 

②負傷者29名 家屋全壊2棟 半壊28棟 一部破損2,297棟 

床上浸水67棟 床下浸水1,408棟 

③県全域 

④約153億円 

年月日 
種別 

 

（名称） 

項目 観測点 
総降水

量・風速 

被害概要 

①災害の特徴    ②被害の程度 

 

③発生場所         ④被 害 額 

平3 

9.18

～19 

大雨 

(台風第

18号 

・前線） 

総 降 水

量 

 

一時間 

降水量 

名古屋 

南知多 

 

名古屋 

東海 

南知多 

242mm 

316mm 

 

57mm 

55mm 

48mm 

①台風第 18 号の接近に伴い、本州南岸の秋雨前線の活動が活

発化した。このため、名古屋市3区（北・緑・天白）及び春

日井市では災害救助法が適用された。 

②死者2名 軽傷者1名 住家全壊2棟 一部損壊9棟  

床上浸水3,713棟 床下浸水12,131棟 

③県全域 

④約60億円 

平12 

9.11

～12 

大雨 

(台風

第14号 

・前線) 

東海豪

雨 

総 降 水

量 

 

 

 

 

 

一時間 

降水量 

名古屋 

東海 

蟹江 

一宮 

稲武 

蒲郡 

 

名古屋 

東海 

蟹江 

一宮 

稲武 

蒲郡 

566.5mm 

589mm 

365mm 

293mm 

467mm 

249mm 

 

97mm 

114mm 

78mm 

54mm 

70mm 

55mm 

①秋雨前線に台風第 14 号からの暖かく湿った空気が多量に流

れ込んだため、前線の活動が活発となり、愛知県を中心とし

た東海地方で記録的な大雨となった。このため23市町村が避

難勧告・指示を発令し、63,000人以上が避難され、21市町村

で災害救助法及び被災者生活再建支援法の適用がされた。ま

た、激甚災害に指定され、中小企業支援措置及び農地・農業

施設用支援並びに林道の災害復旧事業支援措置がなされ、旭

町、稲武町が局地激甚災害（公共土木施設分）の指定を受け

た。 

②新川をはじめ県内河川の破堤20 越水319 死者7名 負傷

者107名 住家全壊18棟 半壊154棟 一部損壊147棟 床

上浸水22,078棟 床下浸水39,728棟 

③県内全域 

④約2,800億円 
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年月日 

種別 

 

（名称） 

項目 観測点 
総降水

量・風速 

被害概要 

①災害の特徴    ②被害の程度 

 

③発生場所         ④被 害 額 

平13 

8.21

～22 

暴風雨 

（台風

11号） 

総 降 水

量 

 

一時間 

降水量 

茶臼山 

作手 

岡崎 

茶臼山 

南知多 

一色 

鳳来 

330mm 

313mm 

255mm 

34mm 

34mm 

33mm 

32mm 

①台風の通過による災害 

②死者1名 負傷者1名 床上浸水3名 床下浸水165棟 

③県内全域 

④約3億円 

平15 

8.8 

～9 

暴風雨 

（台風

10号） 

総 降 水

量 

 

瞬 間 風

速 

茶臼山 

作手 

 

名古屋 

382mm 

336mm 

 

ESE28m/s 

①台風の通過による災害 

②負傷者5名 一部損壊5棟 床上浸水1棟 床下浸水15棟 

③県内全域 

④約24億円 

平16 

6.21 

暴風雨 

（台風6

号） 

総 降 水

量 

 

瞬 間 風

速 

茶臼山 

 

 

名古屋 

伊良湖 

284mm 

 

 

34m/s 

30m/s 

①台風の通過による災害 

②負傷者27名 半壊1棟 一部損壊16棟 床上浸水1棟 

 床下浸水3棟 

③県内全域 

④約13億円 

平16 

10.20

～21 

暴風雨 

（台風

23号） 

総 降 水

量 

 

瞬 間 風

速 

茶臼山 

 

 

名古屋 

伊良湖 

265mm 

 

 

S33m/s 

SE35m/s 

①台風の通過による災害 

②死者1名 負傷者18名 一部損壊41棟 床上浸水21棟 

 床下浸水160 

③県内全域 

④約17億円 

平20 

8.28

～30 

大雨 

（8月末

豪雨） 

総 降 水

量 

 

 

 

一時間 

降水量 

岡崎 

蒲郡 

豊橋 

一宮 

名古屋 

岡崎 

一宮 

豊橋 

蒲郡 

名古屋 

447.5㎜ 

365㎜ 

351.5㎜ 

272㎜ 

237㎜ 

146.5㎜ 

104㎜ 

62.5㎜ 

58.5㎜ 

55㎜ 

①停滞していた前線に非常に湿った空気が流れ込んだため、前

線の活動が活発となり、県内各地で記録的な大雨となった。

このため、名古屋市及び岡崎市で、災害救助法及び被災者生

活再建支援法の適用がされた。 

②広田川が破堤。死者2名 負傷者5名 住家の全壊5棟 半壊3

棟 一部損壊29棟 床上浸水2,480棟 床下浸水14,106棟 

③県内全域 

④約107億円 

平21 

10.7

～8 

暴風雨 

（台風

18号） 

総 降 水

量 

 

瞬 間 風

速 

 

東海 

 

 

名古屋 

伊良湖 

206㎜ 

 

 

29.9m/s 

39.9m/s 

①台風第18号が知多半島付近に上陸し、特に農業用施設、 

農産物の被害が著しかった。 

②負傷者19名 家屋全壊6棟 半壊41棟 一部損壊2,092棟 床

上浸水246棟 床下浸水1,235棟 

③県内全域 

④約134億円 

平23 

9.20

～21 

暴風雨 

（台風

15号） 

総 降 水

量 

 

 

瞬 間 風

速 

 

名古屋 

茶臼山 

阿蔵 

 

名古屋 

伊良湖 

274㎜ 

367㎜ 

383.5㎜ 

 

22m/s 

33m/s 

①奄美大島近海で迷走後に勢力を強め、21日 14時頃に浜松市

付近に上陸。名古屋市では100万人を超える市民に対し避難

勧告が出された。 

②死者4名 負傷者8名 家屋一部損壊69棟 床上浸水239棟 床

下浸水572 

③県内全域 

④約30億円 

平24 

6.19 

暴風雨 

（台風 

4 号） 

総 降 水

量 

 

瞬 間 風

速 

名古屋 

阿蔵 

 

名古屋 

伊良湖 

53㎜ 

239㎜ 

 

18.8 m/s 

27.7 m/s 

①19日 17時過ぎに和歌山県南部に上陸した台風第 4号は、そ

の後紀伊半島の東岸を北東に進み、伊勢湾を通過し、20時過

ぎに愛知県東部に再上陸した。豊田市阿蔵では1時間降水量

65.5mmの非常に激しい雨を観測するなど、東部を中心に大雨

となった。 

②負傷者6名 家屋一部損壊8棟 床下浸水4棟 

③県内全域 

④約5億円 
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年 月

日 

種別 

 

（名称） 

項目 観測点 
総降水

量・風速 

名古屋の記録 

①災害の特徴    ②被害の程度 

 

③発生場所         ④被 害 額 

平25 

9.14 

暴風雨

(台風第

18号) 

総 降 水

量 

 

瞬 間 風

速 

阿蔵 

新城 

 

豊橋 

321 mm 

350 mm 

 

39.4 m/s 

①9月13日に発生した台風第18号は強い勢力で16日に豊橋市

に上陸し、東部を中心に非常に激しい雨をもたらした。 

②負傷者 20名、家屋全壊 2棟、半壊 1棟、床上浸水 5棟、床

下浸水30棟 

③県内全域 

④約9億円 

平28 

9.19

～20 

大雨（台

風第16

号） 

1時間降

水量 

蟹江 

岡崎 

61mm 

103㎜ 

①20日に上陸した台風16号は20日の夜の初めごろに愛知県に

上陸し、非常に強い雨をもたらし、東海道沖で温帯低気圧に

変わった。 

②死者1名、負傷者2名、家屋一部破損2棟、床上浸水８棟、

床下浸水206棟 

③県内全域 

平30 

9.4 

～5 

暴風雨

(台風第

21号) 

総 降 水

量 

 

瞬 間 風

速 

茶臼山 

 

 

セントレア 

323.5mm 

 

 

46.3m/s 

①4日から5日にかけて台風第21号の影響により、愛知県では

全域に猛烈な風が吹き、断続的に非常に激しい雨をもたらし

た。 

②死者2名、負傷者108名、家屋全壊1棟、半壊８棟、一部破

損569棟、床上浸水1棟、床下浸水13棟 

③県内全域 

令5 

6.2 
大雨 

総 降 水

量 

岡崎 

新城 

豊橋 

268mm 

419.5mm 

418mm 

①本州付近に停滞した梅雨前線に向かって温帯低気圧に変わ

った台風第2号の暖かく湿った空気が流れ込んだ結果、前線

の活動が活発になったり、1日夜から雨が降り始め、2日の夕

方から夜にかけて線状降水帯が発生するなど同じ場所で非常

に激しい雨が降り続き、記録的な大雨となった。 

②死者1名、負傷者2名、家屋全壊3棟、半壊142棟、一部破

損25棟、床上浸水350棟、床下浸水688棟 

③主に県東部 

（県地域防災計画附属資料『過去の主な風水害』参照） 

 

(3) 本市における災害発生の記録 

年月日 

種別 

 

（ 名称 ） 

雨量 

被害状況 総雨量 

 

(mm) 

時間 

最高雨量 

(mm) 

大14.9.11 暴風雨 － － 境川１か所、逢妻川２か所、猿渡川４か所決壊 

昭28.9.25 
暴風雨、高潮 

（台風第１３号） 
－ － 

床上浸水10戸、床下浸水20戸、堤防決壊（小河川）5か所 

農地浸水100ha 

昭34.9.26 
暴風雨、高潮 

（伊勢湾台風） 
－ － 

被災者総数15,030人、人的被害119人、建物被害9,940戸、

耕地被害840ha、堤防決壊71か所、道路決壊41か所、 

被害総額30億円 

昭３６ 

6.23～29 

３６．６梅雨前線 

豪雨 
－ － 

床上浸水5戸、床下浸水40戸、堤防決壊10か所 

流橋2か所、耕地被害250ha 

昭36.9.16 
暴風雨 

（第二室戸台風) 
－ － 

床上浸水5戸、床下浸水10戸、堤防決壊5か所 

耕地被害305ha 

昭46 

8.30～31 

大雨 

（台風23号） 
311 40.5 

被災者総数3,972人、堤防決壊等38か所、耕地被害337ha 

道路決壊等31か所 
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年月日 

種別 

 

（ 名称 ） 

雨量 

被害状況 総雨量 

 

(mm) 

時間 

最高雨量 

(mm) 

昭47 

7.12～13 

集中豪雨 

（47.7豪雨・台風6号） 
281 46.5 

被災者総数1,013人、床上浸水46戸、床下浸水211戸 

堤防決壊等42か所、耕地被害450ha、道路決壊等42か所 

昭47.9.16 
暴風雨 

（台風20号） 
153 11 

被災者総数5,389人、家屋の全壊6戸、家屋の半壊43戸 

床上浸水55戸、床下浸水31戸、堤防決壊等13か所 

流橋2か所、耕地被害1,648ha、道路決壊等2か所 

昭51 

9.8～13 

集中豪雨 

（51.9豪雨・ 

台風17号) 

389.5 65 

被災者総数1,824人、床上浸水80戸、床下浸水376戸、 

堤防決壊等5か所、流橋1か所、耕地被害102ha、 

道路決壊等25か所 

平3 

9.18～19 

大雨 

（台風第18号・前線） 
285.5 62.5 

被災者総数1,100人、床上浸水113戸、床下浸水185戸 

堤防決壊等10か所、流橋1か所、道路決壊等20か所 

平12 

9.11～12 

大雨 

（台風第14号・前線) 

東海豪雨 

554.5 109.0 

被災者総数1,211人、橋りょう1、道路崩壊等36か所 

堤防決壊等17か所、床上浸水423世帯 

耕地被害494ha、被害総額2,509,975千円 

 

(4) 本市における避難指示等発令実績（平成１２年度以降） 

年月日 名称 発令内容（区分、区域） 対象者数 

平12 

9.11～12 
東海豪雨 

○一ツ木地区、西境地区、一里山地区、今川地区、今岡地区、泉田

地区の６地区に対し、「避難勧告」、泉田町半崎に対し、「避難指示」

を発令 

5,529 

平24 

8.11 
大雨災害 ○泉田地区に対し、「避難勧告」を発令 1,908 

平29 

10.22～23 
台風21号 ○市内全域に「避難勧告」を発令 150,843 

平30 

7.28～29 

7月28日大雨 

（台風12号） 

○境川・逢妻川・猿渡川流域に「避難準備・高齢者等避難開始」を

発令 
25,477 

平30 

9.30～10.1 
平成30年台風24号 

○刈谷西部地区、熊地区、元刈谷地区、重原地区、小垣江地区、高

須地区、半城土地区の７地区に対し、「避難準備・高齢者等避難開

始」を発令 

○司町９丁目、港町３丁目の２地域に「避難勧告」を発令 

46,795 

令5 

6.2 
6月2日大雨 

○逢妻川・猿渡川流域に「高齢者等避難」を発令 

○境川流域に「避難指示」を発令 
59,033 
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２ 地震災害 

(1) 気象庁震度階級関連解説表（抜粋）                          平成21年3月適用 

震度 

階級 
人の体感・行動 屋内の状況 屋外の状況 

0 
人は揺れを感じないが、地震

計には記録される。 
― ― 

1 

屋内で静かにしている人の中

には、揺れをわずかに感じる

人がいる。 

― ― 

2 

屋内で静かにしている人の大

半が、揺れを感じる。眠って

いる人の中には、目を覚ます

人もいる｡ 

電灯などのつり下げ物が、わずかに揺れる。 ― 

3 

屋内にいる人のほとんどが、

揺れを感じる。歩いている人

の中には、揺れを感じる人も

いる。眠っている人の大半が、

目を覚ます。 

棚にある食器類が音を立てることがある。 電線が少し揺れる。 

4 

ほとんどの人が驚く。歩いて

いる人のほとんどが、揺れを

感じる。眠っている人のほと

んどが、目を覚ます。 

電灯などのつり下げ物は大きく揺れ､棚に

ある食器類は音を立てる。座りの悪い置物

が、倒れることがある。 

電線が大きく揺れる。自動車を運

転していて、揺れに気付く人がい

る。 

5弱 
大半の人が、恐怖を覚え、物

につかまりたいと感じる。 

電灯などのつり下げ物は激しく揺れ､棚に

ある食器類、書棚の本が落ちることがある。

座りの悪い置物の大半が倒れる。固定して

いない家具が移動することがあり、不安定

なものは倒れることがある。 

まれに窓ガラスが割れて落ちる

ことがある。電柱が揺れるのがわ

かる。道路に被害が生じることが

ある｡ 

5強 

大半の人が、物につかまらな

いと歩くことが難しいなど、

行動に支障を感じる。 

棚にある食器類や書棚の本で、落ちるもの

が多くなる。テレビが台から落ちることが

ある。固定していない家具が倒れることが

ある。 

窓ガラスが割れて落ちることが

ある。補強されていないブロック

塀が崩れることがある。据付けが

不十分な自動販売機が倒れるこ

とがある。自動車の運転が困難と

なり、停止する車もある。 

6弱 
立っていることが困難にな

る。 

固定していない家具の大半が移動し、倒れ

るものもある｡ドアが開かなくなることが

ある｡ 

壁のタイルや窓ガラスが破損、落

下することがある。 

6強 立っていることができず、は

わないと動くことができな

い。揺れにほんろうされ、動

くこともできず、飛ばされる

こともある。 

固定していない家具のほとんどが移動し、

倒れるものが多くなる。 

壁のタイルや窓ガラスが破損、落

下する建物が多くなる。補強され

ていないブロック塀のほとんど

が崩れる。 

7 
固定していない家具のほとんどが移動した

り倒れたりし、飛ぶこともある｡ 

壁のタイルや窓ガラスが破損､落

下する建物がさらに多くなる。補

強されているブロック塀も破損

するものがある。 
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(2) マグニチュード（Ｍ）と過去の大地震 

 

マグニチュード（Ｍ） 過去の大地震 

9以上 東北地方太平洋沖地震  (9.0)平23. 3.11 

8以上9未満 

濃尾地震 

三陸沖地震 

南海地震 

十勝沖地震 

北海道東方沖地震 

十勝沖地震 

(8.0)明24.10.28 

(8.1)昭 8. 3. 3 
(8.0)昭21.12.21 

(8.2)昭27. 3. 4 

(8.2)平 6.10. 4 

(8.0)平15. 9.26 

7以上8未満 

関東地震 

東南海地震 

福井地震 

新潟地震 

宮城県沖地震 

日本海中部地震 

釧路沖地震 

北海道南西沖地震 

三陸はるか沖地震 

兵庫県南部地震 

鳥取県西部地震 

岩手・宮城内陸地震 

熊本地震 

能登半島地震 

(7.9)大12. 9. 1 
(7.9)昭19.12. 7 
(7.1)昭23. 6.28 
(7.5)昭39. 6.16 
(7.4)昭53. 6.12 
(7.7)昭58. 5.26 
(7.5)平 5. 1.15 
(7.8)平 5. 7.12 
(7.6)平 6.12.28 
(7.3)平 7. 1.17 
(7.3)平12.10. 6 
(7.2)平20. 6.14 
(7.3)平28. 4.16 

(7.6)令 6. 1. 1 

6以上7未満 

三河地震 

長野県西部地震 

芸予地震 

新潟県中越地震 

能登半島地震 

新潟県中越沖地震 

熊本地震 

北海道胆振東部地震 

(6.8)昭20. 1.13 
(6.8)昭59. 9.14 
(6.7)平13. 3.24 
(6.8)平16.10.23 
(6.9)平19. 3.25 
(6.8)平19. 7.16 
(6.5)平28. 4.14 
(6.7)平30. 9. 6 

（理科年表 令和7年 による） 
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(3) 日本における主な地震災害  ※規模はマグニチュードを示す 

年月日 地震名 規模 地域 被害等 

明治 5. 3.14 
 

24.10.28 
 
 

29. 6.15 
 
 
大正12. 9. 1 
 
 
 
昭和 2. 3. 7 
 

 5.11.26 
 
 

 8. 3. 3 
 
 
 

18. 9.10 
 
 

19.12. 7 
 
 

20. 1.13 
 
 

21.12.21 
 
 

23. 6.28 
 
 

27. 3. 4 
 
 

35. 5.23 
 
 

39. 6.16 
 
 

43. 5.16 
 
 

53. 6.12 
 
 
 
 

58. 5.26 
 

浜田地震 
 
濃尾地震 
 
 
三陸沖地震 
 
 
関東地震 
 
 
 
北丹後地震 
 
北伊豆地震 
 
 
三陸沖地震 
 
 
 
鳥取地震 
 
 
東南海地震 
 
 
三河地震 
 
 
南海地震 
 
 
福井地震 
 
 
十勝沖地震 
 
 
チリ地震津波 
 
 
新潟地震 
 
 
十勝沖地震 
 
 
宮城県沖地震 
 
 
 
 
日本海中部地震 
 

7.1 
 
8.0 
 
 
8.2 
 
 
7.9 
 
 
 
7.3 
 
7.3 
 
 
8.1 
 
 
 
7.2 
 
 
7.9 
 
 
6.8 
 
 
8.0 
 
 
7.1 
 
 
8.2 
 
 
8.5 
 
 
7.5 
 
 
7.9 
 
 
7.4 
 
 
 
 
7.7 
 

石見、出雲 
 
岐阜県西部 
 
 
三陸沖 
 
 
神奈川県西部 
 
 
 
京都府北部 
 
静岡県伊豆地
方 
 
三陸沖 
 
 
 
鳥取県東部 
 
 
紀伊半島沖 
 
 
三河湾 
 
 
紀伊半島沖 
 
 
福井県嶺北地
方 
 
釧路沖 
 
 
チリ沖 
 
 
新潟県沖 
 
 
青森県東方沖 
 
 
宮城県沖 
 
 
 
 
秋田県沖 
 
 

死者約550名 住家全壊約5千 
 
死者7,273名 住家全壊14万余 
半壊8万余 山くずれ1万余 
 
死者21,959名 住家流失全半壊8～9千 
船の被害約7千 波高38.2m(綾里) 
 
死者・行方不明105,000余 
住家全壊109,000余 半壊102,000余 
焼失212,000余 山くずれ等多数 
 
死者2,925名 住家全壊12,584 
 
死者272名 住家全壊2,165 
山くずれ多数 
 
死者・行方不明3,064名 住家流失4,034 
倒壊1,817 浸水4,018 
波高28.7m(綾里湾) 
 
死者1,083名 住家全壊7,485 
半壊6,158 
 
死者・行方不明 1,223 名 住家全壊 17,599 
半壊36,520 流出3,129 
 
死者2,306名 住家全壊7,221 
半壊16,555 非住家全壊9,187 
 
死者1,330名 住家全壊11,591 
半壊23,487 流失1,451 焼失2,598 
 
死者3,769名 住家全壊36,184 
半壊11,816 焼失3,851 
 
死者28名 行方不明5 住家全壊815 
半壊1,324 流失91 
 
死者・行方不明142名 住家全壊1,500余 
半壊2,000余 
 
死者26名 住家全壊1,960 半壊6,640 
浸水15,297 船舶･道路被害多数 
 
死者52名 負傷者330 住家全壊673 
半壊3,004 浸水529 
 
死者28名(うちﾌﾞﾛｯｸ塀等による圧死18名) 
負傷者1,325 住家全壊1,183 
半壊5,574 道路損壊888 
山くずれ等529 
 
死者104名(うち津波によるもの100名) 
負傷者163 住家全壊934 
半壊2,115 流失52 一部破損3,258 
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年月日 地震名 規模 地域 被害等 
59. 9.14 

 
 

平成5. 1.15 
 
 

5. 7.12 
 
 

6.10. 4 
 
 

6.12.28 
 
 

7. 1.17 
 
 
 

12.10. 6 
 
 

13. 3.24 
 
 

15．9.26 
 
 

16.10.23 
 
 

19. 3.25 
 
 

19. 7.16 
 
 

20. 6.14 
 
 

23. 3.11 
 
 
 

28. 4.14 
 

28. 4.16 
 
 

30. 9. 6 
 
 
 

令和 6. 1. 1 

長野県西部地震 
 
 
釧路沖地震 
 
 
北海道南西沖地震 
 
 
北海道東方沖地震 
 
 
三陸はるか沖地震 
 
 
兵庫県南部地震 
 
 
 
鳥取県西部地震 
 
 
芸予地震 
 
 
十勝沖地震 
 
 
新潟県中越地震 
 
 
能登半島地震 
 
 
新潟県中越沖地震 
 
 
岩手・宮城内陸地震 
 
 
東北地方太平洋沖
地震 
 
 
 
熊本地震 
 
 
 
北海道胆振東部地
震 
 
 
能登半島地震 

6.8 
 
 
7.5 
 
 
7.8 
 
 
8.2 
 
 
7.6 
 
 
7.3 
 
 
 
7.3 
 
 
6.7 
 
 
8.0 
 
 
6.8 
 
 
6.9 
 
 
6.8 
 
 
7.2 
 
 
9.0 
 
 
 
6.5 
 
7.3 
 
 
6.7 
 
 
 
7.6 

長野県南部 
 
 
釧路沖 
 
 
北海道南西沖 
 
 
北海道東方沖 
 
 
三陸沖 
 
 
淡路島付近 
 
 
 
鳥取県西部 
 
 
安芸灘 
 
 
釧路沖 
 
 
新潟県中越地
方 
 
能登半島沖 
 
 
新潟県上中越
沖 
 
岩手県内陸南
部 
 
三陸沖 
 
 
 
 
熊本県熊本地
方 
 
 
北海道胆振中
東部 
 
 
石川県能登地
方 

死者29名 負傷者10 住家全壊・流出14 
半壊73 一部破損565 道路損壊258 
 
死者2名 負傷者967 
 
 
死者202名 行方不明28 負傷者323 
波高10m(青苗) 
 
負傷者437 住家全壊61 半壊348 
 
 
死者3名 負傷者788 住家全壊72 
半壊429 
 
死者6,434名 行方不明3 負傷者43,792 
住家全壊104,906 半壊144,274 
全半焼7,132 
 
負傷者182 住家全壊435 半壊3,101 
 
 
死者 2 名 負傷者 288 住家全壊 70 半壊
774 
 
死者1名 行方不明１ 負傷者849 
住家全壊116 半壊368 
 
死者68名 負傷者4,805 住家全壊3,175 
半壊13,810 
 
死者1名 負傷者356 住家全壊686  
半壊1,740 
 
死者15名 負傷者2,346 住家全壊1,331 
半壊5,710 
 
死者17名 行方不明6 負傷者426  
住家全壊30 半壊146 
 
死者19,775名(関連死3,802含む) 行方不明
2,550 
負傷者6,242 住家全壊122,050半壊283,988     
（余震・誘発地震を含む2024.3現在） 
 
死者50名（ほかに関連死223）、負傷者数2,809 
住家全壊8,667、半壊34,719 

 
 

死者 43 名 負傷者 782 住家全壊
469 半壊1660          
 

 
死者229名(ほかに関連死112)行方不明3 
負傷者1,334 住家全壊6,273 半壊
20,892(2024.8現在） 

（理科年表 令和7年 による） 
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(4) 被害認定基準 

被害区分 判定基準 

人
の
被
害 

死者 
当該災害が原因で死亡し、死体を確認した者、又は死体は確認できないが、死亡した

ことが確実な者。 

行方不明者 当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのある者。 

負傷者 

当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のある者。 

（重傷）1か月以上の治療を要する見込みの者。 

（軽傷）1か月未満で治療できる見込みの者。 

 （住家） 
現実に居住のために使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどうかを問

わない。 

住
家
の
被
害 

棟 

1つの建築物をいう。 

主屋より延面積の小さい建築物（同じ宅地内にあるもので非住家として計上するにい

たらない小さい物置、便所、風呂場、炊事場）が付着している場合は同一棟とみなす。 

また、渡り廊下のように、2 つ以上の主屋に付着しているものは切半して、それぞれ

を主屋の付属建物とみなす。 

世帯 

生計を一にしている実際の生活単位をいう。（同一家屋内の親子夫婦であっても、生

活の実態が別々であれば当然2世帯となる。また、主として学生等を宿泊させている寄

宿舎、下宿、その他これらに類する施設に宿泊するもので共同生活を営んでいる者につ

いては、原則としてその寄宿舎等を1世帯として取扱う。） 

全壊 

 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒壊、流

失、埋没、焼失したもの、又は住家の損壊（ここでいう「損壊」とは，住家が被災によ

り損傷、劣化、傾斜等何らかの変化を生じることにより、補修しなければ元の機能を復

元し得ない状況に至ったものをいう。以下同じ）が甚だしく、補修により元通りに再使

用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊、損失、若しくは流失した部分の

床面積がその住家の延面積の70％以上に達したもの、又は住家の主要な構成要素(ここで

いう｢主要な構成要素｣とは、住家の構 成要素のうち造作等を除いたものであって、住家の一部と

して固定された設備を含む。以下 同じ。)の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、

その住家の損害割合が50％以上に達した程度のものとする。 

半壊 

 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の損壊が

甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的には、損壊部分が

その住家の延面積の 20％以上 70％未満のもの、または住家の主要な構造成要素の経済

的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 20％以上 50％未満

のものとする。 

一部損壊 

全壊及び半壊にいたらない程度の住家の破損で、補修を必要とする程度のものとする

（床上浸水及び床下浸水に該当するものを除く）。ただし、ガラスが数枚破損した程度

のごく小さな物は除く。 

床上浸水 
全壊・半壊に該当しない場合において、住家の床より上に浸水したもの及び土砂竹木

等の たい積により一時的に居住することができないものとする。 

床下浸水 全壊及び半壊に該当しない場合において、床上浸水にいたらない程度に浸水したものとする。 

非

住

家

の

被

害 

（非住家） 

住家以外の建物でこの報告中他の被害箇所項目に属さないものとする。これらの施設

に人が居住しているときは、当該部分は住家とする。なお、この被害は全壊又は半壊の

被害を受けたもののみ記入する。 

公共建物 役所庁舎、公民館、公立保育所等の公用又は公共の用に供する建物とする。 

その他 公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。 
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被害区分 判定基準 

そ
の
他 

田の流失 

・埋没 
田の耕土が流失し、又は砂利等のたい積のため、耕作が不能になったものとする。 

田の冠水 稲の先端が見えなくなる程度に水につかったものとする。 

畑の流失 

・埋没、 

畑の冠水 
田の例に準ずる。 

学校 
幼稚園、小学校、中学校、義務教育校、高等学校、中等教育校、特別支援学校、大学及

び高等専門学校における教育の用に共する施設とする。 

道路 
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２条第１項に規定する道路のうち、橋りょう

を除いたものとする。 

 
損壊 

道路の全部又は一部の損壊又は崩土により通行不可能あるいは通行規制になったも

の及び応急修理が必要なものとする。 

 冠水 道路が水をかぶり通行不能となったもの及び通行規制が必要なものとする。 

 通行不能 道路の損壊又は冠水等により通行が不能になったものとする。 

橋りょう 
道路を連結するために河川、運河等の上に架設された橋で全部又は一部が流失したもの

及び損壊により応急修理が必要なものとする。 

河川 

河川法（昭和３９年法律第１６７号）が適用され、若しくは準用される河川若しくは

その他の河川又はこれらのものの維持管理上必要な堤防、護岸、水利、床止その他の施

設若しくは沿岸を保全するために防護することを必要とする河岸とする。 

 

破堤 堤防等の欠壊により水が堤内にあふれ出たものとする。 

越水 
堤防等は破堤していないが、水が堤防等を乗り越えて堤内へ流れ込む状態のものとす

る。 

その他 破堤や越水はしていないが、堤防法面が損壊する等応急修理が必要なものとする。 

港湾・漁港 

港湾法(昭和２５年法律第２１８号)第２条第５項及び漁港漁場整備法(昭和２５年法

律第１３７号)第３条に規定する水域施設、外かく施設、けい留施設又は港湾・漁港の

利用及び管理上重要な臨港交通のための施設とする。 

清掃施設 ごみ処理及びし尿処理施設とする。 

砂防 

砂防法(明治３０年法律第２９号)第１条に規定する砂防施設、同法第３条の規定によ

って同法が準用される砂防のための施設又は同法第３条の２の規定によって同法が、準

用される天然の河岸とする。 

崖くずれ 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律(昭和４４年法律第５７号)第２条に

規定する急傾斜地崩壊防止施設及び急傾斜地の崩壊(いわゆる崖くずれを含む。)による

災害で、人命、人家、公共的建物に被害のあったものとする。 

地すべり 
地すべりによる災害で、地すべり等防止法(昭和３３年法律第３０号)第２条に規定す

る地すべり防止施設及び人命、人家、公共的建物に被害のあったものとする。 

土石流 土石流による災害で、人命、人家、公共的建物に被害のあったものとする。 

鉄道不通 汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害とする。 
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被害区分 判定基準 

そ
の
他 

被害船舶 

ろ・かいのみをもって運転する舟以外の舟で、船体が没し、航行不能になったもの及

び流失し、所在が不明になったもの、並びに修理しなければ航行できない程度の被害を

受けたものとする。 

水道 
上水道又は簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水した時点における戸数

とする。 

電話 災害により通話不能となった電話の回線数とする。 

電気 災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点における戸数とする。 

ガス 
一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となっている戸数のうち最も多く供給停

止となった時点における戸数とする。 

ﾌﾞﾛｯｸ塀等 倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数とする。 

り災世帯 
災害により全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け通常の生活を維持できなくなった生

計を一にしている世帯とする。 

り災者 罹災世帯の構成員とする。 

火
災
発
生 

（火災） 地震又は火山噴火の場合のみとすること。 

建物 

土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱若しくは壁を有するもの、観覧のための工

作物又は 地下若しくは高架の工作物に設けた事務所、店舗、倉庫、その他これらに類

する施設をいい、貯蔵槽その他これに類する施設を除く。 

危険物 消防法(昭和23年法律第186号)第11条に起因する市町村長等が許可した製造所等。 

その他 建物及び危険物以外のもの。 

公立文教施設 公立の文教施設をいう。 

農林水産業施設 

農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律(昭和２５年法律第

１６９号)による補助対象となる施設をいい、具体的には、農地、農業用施設、林業用

施設、漁業用施設及び共同利用施設とする。 

公共土木施設 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法(昭和２６年法律第９７号)による国庫負担

の対象となる施設をいい、具体的には、河川、海岸、砂防施設、林地荒廃防止施設、道

路及び港湾とする。 

その他の 

公共施設 

公立文教施設、農林水産業施設及び公立土木施設以外の公共施設をいい、例えば庁舎、

公民館、児童館、都市施設等の公用又は公共の用に供する施設とする。 

公共施設被害 

市町村 

公立文教施設、農林水産業施設、公立土木施設及びその他の公共施設の被害を受けた

市町村とする。 

そ
の
他 

農産被害 
農林水産業施設以外の農産被害をいい、例えばビニールハウス、農作物等の被害とす

る。 

林産被害 農林水産業施設以外の林産被害をいい、例えば立木、苗木等の被害とする。 

畜産被害 農林水産業施設以外の畜産被害をいい、例えば家畜、畜舎等の被害とする。 

水産被害 農林水産業施設以外の水産被害をいい、例えばのり、漁具、漁船等の被害とする。 

商工被害 建物以外の商工被害で、例えば工業原材料、商品、生産機械器具等とする。 
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Ⅱ 防災上注意すべき自然的、社会的条件 

１ 西三河南部警報・注意報発表基準（大雨・洪水） 

（気象庁ＨＰ 愛知県の警報・注意報発表基準一覧表より） 

 

(1) 大雨警報発表基準                  令和 6年 5月 23日現在 

市町村名 表面雨量指数基準 土壌雨量指数基準 

岡崎市 25 165 

碧南市 23 161 

刈谷市 24 204 

安城市 25 162 

西尾市 22 159 

知立市 25 － 

高浜市 23 202 

幸田町 24 165 

 

(2) 洪水警報発表基準                  令和 6年 5月 23日現在 

市町村名 流域雨量指数基準 複合基準 
指定河川洪水予報に

よる基準 

岡崎市 

広田川流域＝23 

鹿乗川流域＝7.5 

乙川流域＝28.4 

占部川流域＝10.2 

砂川流域＝4.8 

伊賀川流域＝9.3 

広田川流域＝(7,20.7) 

鹿乗川流域＝(7,5.1) 

乙川流域＝(17,25.5) 

占部川流域＝(7,8.5) 

砂川流域＝(19,4.3) 

矢作川流域＝(10,78.7) 

矢作川〔高橋・岩津〕 

碧南市 
蜆川流域＝10.5 

長田川流域＝10.4 

蜆川流域＝(10,10.1) 

長田川流域＝(18,5.7) 
矢作川〔岩津・米津〕 

刈谷市 
猿渡川流域＝16.4 

発杭川流域＝9.3 

発杭川流域＝(12,9.2) 

境川流域＝(12,24.3) 

矢作川〔高橋・岩津〕 

愛知県境川水系 

境川・逢妻川〔泉田・

一ツ木逢妻川〕 

安城市 

鹿乗川流域＝12 

西鹿乗川流域＝7.5 

猿渡川流域＝13.3 

長田川流域＝10.2 

半場川流域＝6.7 

鹿乗川流域＝(8,10.8) 

西鹿乗川流域＝(8,6.9) 

矢作川〔高橋・岩津・

米津〕 

西尾市 

矢作古川流域＝5.3 

北浜川流域＝11.6 

広田川流域＝24. 

矢崎川流域＝8.9 

朝鮮川流域＝7.2 

北浜川流域＝(7,8.9) 

矢崎川流域＝(8,7.5) 
矢作川〔岩津・米津〕 

知立市 猿渡川流域＝11.3 
猿渡川流域＝(12,10.1) 

逢妻川流域＝(12,22.1) 

矢作川〔高橋・岩津〕 

愛知県境川水系 

境川・逢妻川〔一ツ木

逢妻川〕 

高浜市 稗田川流域＝6.6 稗田川流域＝(11,5.9) 矢作川〔岩津・米津〕 
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市町村名 流域雨量指数基準 複合基準 
指定河川洪水予報に

よる基準 

幸田町 

広田川（永野）流域＝

22.9 

須美川流域＝4.3 

広田川（町役場付近）流

域＝11.1 

相見川流域＝8.7 

須美川流域＝(10,3.7) 

広田川（町役場付近）流域

＝(10,9.9) 

相見川流域＝(10,7.8) 

矢作川〔岩津〕 

 

(3) 大雨注意報発表基準                 令和 6年 5月 23日現在 

市町村名 表面雨量指数基準 土壌雨量指数基準 

岡崎市 12 112 

碧南市 13 109 

刈谷市 15 138 

安城市 10 110 

西尾市 9 108 

知立市 16 142 

高浜市 14 137 

幸田町 13 112 

 

(4) 洪水注意報発表基準                 令和 5年 6月 8日現在 

市町村名 流域雨量指数基準 複合基準 
指定河川洪水予報に

よる基準 

岡崎市 

広田川流域＝18.4 

鹿乗川流域＝6 

乙川流域＝22.7 

占部川流域＝8.1 

砂川流域＝3.9 

伊賀川流域＝7.4 

広田川流域＝(5,18.4) 

鹿乗川流域＝(5,4.6) 

乙川流域＝(7,22.7) 

占部川流域＝(5,7.7) 

砂川流域＝(9,3.8) 

矢作川流域＝(10,70) 

矢作川〔高橋・岩津〕 

碧南市 
蜆川流域＝8.4 

長田川流域＝8.3 

蜆川流域＝(6,8) 

長田川流域＝(6,5.1) 
矢作川〔米津〕 

刈谷市 
猿渡川流域＝13.1 

発杭川流域＝7.4 

猿渡川流域＝(7,12.9) 

発杭川流域＝(7,7.4) 

境川流域＝(7,21.6) 

逢妻川流域＝(7,19) 

愛知県境川水系 

境川・逢妻川〔泉田・

一ツ木逢妻川〕 

安城市 

鹿乗川流域＝9.6 

西鹿乗川流域＝6 

猿渡川流域＝10.6 

長田川流域＝8.1 

半場川流域＝5.3 

鹿乗川流域＝(5,9.6) 

西鹿乗川流域＝(5,4.9) 

猿渡川流域＝(5,10.6) 

長田川流域＝(7,4.3) 

半場川流域＝(8,4.9) 

矢作川〔岩津〕 

西尾市 

矢作古川流域＝4.2 

北浜川流域＝9.2 

広田川流域＝19.2 

矢崎川流域＝7.1 

朝鮮川流域＝5.7 

北浜川流域＝(5,8) 

矢崎川流域＝(8,6.8) 

朝鮮川流域＝(5,5.7) 

矢作川流域＝(5,74.5) 

矢作川〔岩津・米津〕 

知立市 猿渡川流域＝9 
猿渡川流域＝(12,9) 

逢妻川流域＝(8,19.6) 

愛知県境川水系 

境川・逢妻川〔一ツ木
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逢妻川〕 

高浜市 稗田川流域＝5 稗田川流域＝(7,5) ― 

幸田町 

広田川（永野）流域＝

18.3 

須美川流域＝3.5 

広田川（町役場付近）流

域＝8.8 

相見川流域＝6.9 

須美川流域＝(6,3.3) 

広田川（町役場付近）流域

＝(6,8.6) 

相見川流域＝(6,6.6) 

― 

土壌雨量指数 

土壌雨量指数は、降雨による土砂災害リスクの高まりを示す指標で、土壌中に貯まっている雨水
の量を示す指数。 

流域雨量指数 

流域雨量指数は、河川の上流域に降った雨による、下流の対象地点の洪水害リスクの高まりを示
す指数で、降った雨水が地表面や地中を通って時間をかけて河川に流れ出し、さらに河川に沿って
流れ下る量を示す指数。 

表面雨量指数 

表面雨量指数は、短時間強雨による浸水害リスクの高まりを示す指標で、降った雨が地表面にた
まっている量を示す指数。 

１) 大雨警報・注意報の土壌雨量指数基準、洪水警報・注意報の流域雨量指数基準及び複合基準
は、総務省が定めた「地域メッシュ」(約 1km 四方)毎に設定しているが、上記一覧では、土
壌雨量指数基準については市町村内における基準値の最低値を、流域雨量指数基準及び複合
基準については主要な河川における代表地点の基準点を示している。 

２) 洪水の欄中、「○○川流域＝10.5」は、「○○川流域の流域雨量指数※10.5 以上」を意味する。 

 

(5) 高潮警報・注意報基準                 令和 4年 5月 26日現在 

市町村名 
潮位 

警報 注意報 

岡崎市 ― ― 

碧南市 2.2ｍ＊ 1.6ｍ 

刈谷市 2.3ｍ＊ 1.6ｍ 

安城市 ＊ ― 

西尾市 2.3ｍ＊ 1.6ｍ 

知立市 ＊ ― 

高浜市 2.0ｍ＊ 1.6ｍ 

幸田町 ― ― 

   ＊愛知県が定める基準水位観測所における高潮特別警戒水位への潮位の到達状況を考慮して、これ
によらず高潮警報を発表する場合があります。 

 

２ 洪水浸水想定区域内要配慮者利用施設 

№ 施設名 所在地 

1 富士松南保育園 今川町土取 10 

2 富士松南幼児園 今川町山脇 58 

3 高齢者福祉センター 下重原町 3-120 
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№ 施設名 所在地 

4 デルタ 今岡町西吹戸 5-7 

5 オーネスト杜若 港町 6-33 

6 すぎな作業所 下重原町 3-32 

7 くすのき園 下重原町 3-32 

8 心身障害者福祉会館 下重原町 3-32 

9 グループホームそよ風 今川町土取 14 

10 グループホームインクル 高須町三橋 5-6 

11 きららの宿 小垣江町荒池 30-1 

12 シャトーヨサミウェルネス 高須町 2 

13 刈谷豊田総合病院 住吉町 5-15 

14 亀城児童クラブ 城町 1-25-1 

15 しげはら園 下重原町 3-32 

16 富士松北幼児園 東境町飯島 33 

17 こぐま保育園 富士見町 3-304 

18 Pascoかりや保育園 西境町広見 24 

19 たっちっちハウス逢妻 熊野町 5-4 

20 亀城小学校 城町 1-25-1 

21 コトナスホーム 日高町 2-417 

22 障害児通所支援あおむし 泉田町城前 143-1 

23 グループホームあかり 刈谷苑 半城土町大下馬 97 

24 あかりの家 刈谷苑 半城土町大下馬 97 

25 Harerubase Kariyaグループホーム奏 半城土町大下馬 100 

26 刈谷豊田東病院 刈谷市野田新町１丁目１０１番地 

27 医療法人明和会辻村外科病院 刈谷市井ヶ谷町桜島２０－１ 

28 Ｇ＆Ｏレディスクリニック 刈谷市泉田町折戸 6-2 

29 井ケ谷幼児園 井ケ谷町下前田５４ 

30 小垣江幼児園 小垣江町西王地２８－１ 

31 統合保育園 ひかりっこ 小山町 5-1-3 

32 相談支援事業所タッチ 港町１丁目３４番地１ 

33 タッチ 2620Gate 港町１丁目３４番地１ 
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№ 施設名 所在地 

34 タッチ 284GATE・1184GATE 港町１丁目３４番地１ 

35 タッチ南風 刈谷市司町７丁目３７ 

36 ヘルパーステーション グレイン 
半城土中町 1-2-5 SEVEN BASE A 号

室 

37 ヘルパーステーション セレノ刈谷 小垣江町御茶屋下 4 番地 25 203号室 

38 ユースタイルケア 刈谷センター 東境町大坪 5番地 1 

39 Ｍ’ｓライク 小垣江町塩浜 33 

40 COCOJOB 
半城土中町 1-2-5 SEVEN BASE D 号

室 

41 チャイルドウィッシュ刈谷松坂 松坂町 5-210 松坂町店舗 A棟 1階 

42 ココノハーツ 刈谷小垣江教室 
小垣江町本郷下 23-16 第 7 タツミビ

ル２A・２B 

43 Happy 3un 半城土中町 1-2-5 

44 交通児童遊園 神田町 3丁目 47番地 1 

45 サンハートライフヨサミ 高須町懸貝２７ー６ 

46 あんしん介護おがきえ 小垣江町古浜田５０ 

※医療施設のうち、有床施設のみ対象 

 

３ 高潮浸水想定区域内要配慮者利用施設 

№ 施設名 所在地 

1 デルタ 今岡町西吹戸 5-7 

2 すぎな作業所 下重原町 3-32 

3 くすのき園 下重原町 3-32 

4 心身障害者福祉会館 下重原町 3-32 

5 グループホームインクル 高須町三橋 5-6 

6 Ｍ’ｓライク 小垣江町塩浜 33 

7 チャイルドウィッシュ刈谷松坂 松坂町 5-210 

8 まるにこ刈谷 小垣江町半崎 21-1 

9 高齢者福祉センター 下重原町 3-120 

10 オーネスト杜若 港町 6-33 

11 きららの宿 小垣江町荒池 30-1 

12 シャトーヨサミウェルネス 高須町 2 

13 あんしん介護おがきえ 小垣江町古浜田 50 
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№ 施設名 所在地 

14 グループホームあかり 刈谷苑 半城土町大下馬 97 

15 あかりの家 刈谷苑 半城土町大下馬 97 

16 刈谷豊田総合病院 住吉町 5-15 

17 刈谷病院 神田町 2-30 

18 亀城児童クラブ 城町 1-25-1 

19 刈谷市交通児童遊園 神田町 3-47-1 

20 しげはら園 下重原町 3-32 

21 小垣江幼児園 小垣江町西王地 28-1 

22 こぐま保育園 富士見町 3-304 

23 たっちっちハウス逢妻 熊野町 5-4 

24 亀城小学校 城町 1-25-1 

25 かりやＹＭＣＡ保育園 重原本町 1-5 

26 Harerubase Kariyaグループホーム奏 半城土町大下馬 100 

27 ココノハーツ刈谷小垣江教室 
小垣江町本郷下 23-16 第 7 タツミビ

ル 2A・2B 

28 COCOJOB 半城土中町 1丁目 2 番地５ D号室 

29 ドレミーチェ 
半城土西町 2 丁目 3 番地 12 シャト

ーヨサミ 103号室 

30 Happy 3un 半城土中町 1-2-5 

※医療施設のうち、有床施設のみ対象 

 

４ 津波災害警戒区域内避難促進施設 

№ 施設名 所在地 

1 Ｍ’ｓライク 小垣江町塩浜 33 

2 オーネスト杜若 港町 6-33 

3 あんしん介護おがきえ 小垣江町古浜田 50 

4 ココノハーツ刈谷小垣江教室 
小垣江町本郷下 23-16 第 7 タツミビル

2A・2B 
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５ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域 

   

№ 区域の名称 所在地 
土砂災害の発生原因となる

自然現象の種類 

土砂災害 

警戒区域 

土砂災害特別 

警戒区域 

1 地内-2 小垣江町中 急傾斜地の崩壊 ○ ○ 

2 地内-3 小垣江町下 急傾斜地の崩壊 ○ ○ 

3 下-1 小垣江町下 急傾斜地の崩壊 ○ ○ 

4 井ヶ谷町 井ヶ谷町西石根 急傾斜地の崩壊 ○ ○ 

（愛知県地域防災計画附属資料より） 

 

６ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）発表時における高齢者等事前避難対象地域 

   港町 2丁目、港町 5丁目、港町 6丁目、港町 8丁目、浜町 1丁目、浜町 2丁目、浜町 3丁

目、浜町 4 丁目、浜町 5 丁目、浜町 6 丁目、衣崎町 1 丁目、衣崎町 2 丁目、中川町 2 丁目、

中川町 3丁目、中川町 4丁目、中川町 5丁目、小垣江町亥新田、小垣江町大津崎、小垣江町

御茶屋下、小垣江町塩浜、小垣江町本郷下 

 

７ 津波危険地域 

   城町（全域）、司町 6丁目、司町 7丁目、司町 8丁目、司町 9丁目、港町（全域）、浜町（全

域）、衣崎町（全域）、天王町 5丁目、天王町７丁目、松坂町 5丁目、中川町（全域）、中島町

（全域）、高松町 4丁目、田町（全域）、熊野町 4丁目、熊野町 5丁目、熊野町 6丁目、逢妻

町 1 丁目、逢妻町 2 丁目、逢妻町 3 丁目、逢妻町 5 丁目、逢妻町 6 丁目、三田町（全域）、

高津波町 6丁目、新田町 5丁目、中手町 5丁目、中手町 7丁目、広見町 3丁目、広見町 4丁

目、一番町 1丁目、一番町 2丁目、重原本町 3丁目、下重原町 3丁目、下重原町 4丁目、下

重原町 5 丁目、泉田町（蒲塚、上請合、上西割、蔵之下、下請合、出崎、殿ケ渕、中西割、

宮下、宮前、吉野）、築地町（西縄）、小垣江町（亥新田、大高、大津崎、御茶屋下、北浦、

小網、古浜田、塩浜、地内、清水、下、下半ノ木、中、堀川、本郷下）、荒井町（全域） 

   

８ 津波避難ビル 

№ 名称 所在地 協力対象施設 

1 ㈱サーテックカリヤ大津崎工場 小垣江町大津崎１番地４２ 屋上及び４階部分 

 

９ 防災重点農業用ため池 

№ 名称 所在地 
貯水量 受益面積 

避難協力分団 
千㎥ ha 

1 洲原池 井ケ谷町洲原 305 39.8 ２１分団 

2 広沢池 井ケ谷町広沢 22 1.1 ２１分団 

3 沼田池 井ケ谷町孫六 30 1.1 ２１分団 

4 草野池 井ケ谷町草野 180 24.7 ２１分団 

5 上すり池 東境町焼田 4 1.8 １９分団 
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№ 名称 所在地 
貯水量 受益面積 

避難協力分団 
千㎥ ha 

6 岩ヶ池 東境町焼田 170 63.5 １９分団 

7 南池 東境町堀池 32 1.4 １９分団 

8 馬池 東境町松ケ枝 5 1.8 １９分団 

9 花池 今川町花池 16 6.0 １７分団 

10 下池 今川町上池 3 2.7 １７分団 

11 丸岡池 井ケ町丸岡 1 0.4 ２１分団 

12 竜ヶ根池 東境町緑ヶ丘 24 1.7 １９分団 

 

１０ 危険物等貯蔵事業所 

(1) 危険物施設                

№ 事業所名 設置場所 

1 ㈱デンソー本社工場 昭和町 1-1 

2 トヨタ車体㈱富士松工場 一里山町金山 100 

3 三和油化工業㈱ 一里山町東石根 36-3 

4 栄熱処理工業㈱ 丸田町 2-28 

5 サンエイ㈱ 泉田町西沖ノ河原 1 

6 太陽化学㈱ 一里山町伐払 16 

7 ㈱ジェイテクトコーティング 野田町場割 28 

8 ㈱アドヴィックス刈谷工場 朝日町 2-1 

9 ㈱江口巌商店 今岡町新田 52-6 

10 トヨタ車体㈱刈谷工場 昭和町 2-1 

11 日進精機㈱本社工場 野田町新田 25番地 

12 伊藤精工㈱ 野田町場割 100地 1 

13 刈谷市上水道南部配水場 半城土町三ツ又 42-1 

14 中京化成工業㈱ 今岡町西吹戸 23-1 

（衣浦東部広域連合消防計画資料編より） 
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(2) 放射性物質保有事業所 

№ 事業所名 設置場所 

1 医療法人豊田会刈谷豊田総合病院 住吉町 5-15 

2 三和油化工業㈱ 一里山町深田 15 

3 内外物産㈱ 刈谷営業所 築地町 1-1-19 

4 ㈱八進 野田町北屋敷 101-1 

5 サンエイ㈱ 環境事業部 泉田町西沖ノ河原 1 

6 トヨタ紡織㈱ 本社工場 豊田町 1-1 

7 ㈱デンソーユニティ―サービス 昭和町 1-1 

8 ㈱デンソー 本社工場 昭和町 1-1 

（愛知県地域防災計画附属資料より） 

 

(3) 毒劇物製造所 

№ 事業所名 設置場所 

1 三和油化工業㈱石根工場 一里山町東石根 36-3 

2 三和油化工業㈱家下工場 一里山町家下 80 

3 太陽化学㈱ 一里山町伐払 16 

4 ユケン工業㈱ 野田町場割 50 

（愛知県地域防災計画附属資料より） 
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Ⅲ 防災上必要な施設、設備等 

 

１ 通信施設・設備等 

(1) 市防災行政用無線（指令局３、携帯機１３７、可搬型４８） 

種別 呼出名称 配備場所又は常置場所 

指令局 指令局1 危機管理課 

指令局 指令局2 危機管理課 

指令局 指令局3 危機管理課 

携帯機 指揮1 危機管理課 

携帯機 指揮2 危機管理課 

携帯機 集約1 危機管理課 

携帯機 無線1 危機管理課 

携帯機 無線2 危機管理課 

携帯機 無線3 危機管理課 

携帯機 無線4 危機管理課 

携帯機 無線5 危機管理課 

携帯機 伝達1 危機管理課 

携帯機 資材1 危機管理課 

携帯機 物流1 国保年金課 

携帯機 物流2 国保年金課 

携帯機 物流3 北部防災倉庫（国保） 

携帯機 物流4 中部防災倉庫（国保） 

携帯機 物流5 中部第二防災倉庫（国保） 

携帯機 物流6 南部防災倉庫（国保） 

可搬型 福祉0可 福祉総務課 

携帯機 福祉1 福祉総務課 

携帯機 福祉2 福祉総務課 

携帯機 福祉3 福祉総務課 

携帯機 福祉4 福祉総務課 

携帯機 福祉5 福祉総務課 

携帯機 福祉6 福祉総務課 

携帯機 福祉7 特養ヴェルバレー 

携帯機 救護1 危機管理課 

携帯機 救護2 健康推進課 

携帯機 産環1 危機管理課 

携帯機 産環2 ごみ減量推進課 

携帯機 産環3 ごみ減量推進課 

携帯機 産環4 ごみ減量推進課 

携帯機 産環5 ごみ減量推進課 

携帯機 避所1 学校教育課 

可搬型 避所生涯可 生涯学習課 

可搬型 避所学教可 学校教育課 

可搬型 避所教総可 教育総務課 

可搬型 拠管1可 ウィングアリーナ刈谷 

携帯機 施管0 土木管理課 

携帯機 施管1 土木管理課 

携帯機 施管2 土木管理課 
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種別 呼出名称 配備場所又は常置場所 

携帯機 施管3 土木管理課 

携帯機 施管4 土木管理課 

携帯機 施管5 土木管理課 

携帯機 施管6 土木管理課 

携帯機 施管7 土木管理課 

携帯機 施管8 土木管理事務所 

携帯機 施管9 土木管理事務所 

携帯機 施管10 土木管理事務所 

携帯機 調巡1 まちづくり推進課 

携帯機 調巡2 まちづくり推進課 

携帯機 調巡3 まちづくり推進課 

携帯機 調巡4 まちづくり推進課 

携帯機 調巡5 まちづくり推進課 

携帯機 調巡6 まちづくり推進課 

携帯機 調巡7 まちづくり推進課 

可搬型 上水0可 浄水管理事務所 

携帯機 上水1 水道課 

携帯機 上水2 水道課 

携帯機 上水3 水道課 

携帯機 上水4 水道課 

携帯機 上水5 水道課 

携帯機 上水6 水道課 

携帯機 上水7 水道課 

携帯機 上水8 浄水管理事務所 

携帯機 上水9 浄水管理事務所 

携帯機 上水10 浄水管理事務所 

携帯機 上水11 浄水管理事務所 

携帯機 上水12 一ツ木配水場 

携帯機 上水13 南部配水場 

携帯機 排管0 雨水対策課 

携帯機 排管1 雨水対策課 

携帯機 排管2 雨水対策課 

携帯機 排管3 雨水対策課 

携帯機 排管4 雨水対策課 

携帯機 排管5 雨水対策課 

携帯機 排管6 雨水対策課 

携帯機 排管7 雨水対策課 

携帯機 排管8 雨水対策課 

携帯機 排管9 雨水対策課 

可搬型 子相セ可 子ども相談センター 

可搬型 東刈谷セ可 東刈谷市民センター 

可搬型 富士松セ可 富士松市民センター 

可搬型 小垣江セ可 小垣江市民センター 

可搬型 北部セ可 北部市民センター 

可搬型 夢学体験可 夢と学びの科学体験館 

可搬型 産振セ可 産業振興センター 

可搬型 南生学セ可 南部生涯学習センター 
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種別 呼出名称 配備場所又は常置場所 

可搬型 北生学セ可 北部生涯学習センター 

可搬型 総文セ可 総合文化センター 

可搬型 亀城小可 亀城小学校 

可搬型 小高原小可 小高原小学校 

可搬型 日高小可 日高小学校 

可搬型 衣浦小可 衣浦小学校 

可搬型 住吉小可 住吉小学校 

可搬型 かり小可 かりがね小学校 

可搬型 平成小可 平成小学校 

可搬型 富士南小可 富士松南小学校 

可搬型 富士北小可 富士松北小学校 

可搬型 富士東小可 富士松東小学校 

可搬型 小垣小可 小垣江小学校 

可搬型 小垣東小可 小垣江東小学校 

可搬型 双葉小可 双葉小学校 

可搬型 東刈谷小可 東刈谷小学校 

可搬型 朝日小可 朝日小学校 

可搬型 刈谷南中可 刈谷南中学校 

可搬型 刈谷東中可 刈谷東中学校 

可搬型 富士松中可 富士松中学校 

可搬型 雁が音中可 雁が音中学校 

可搬型 依佐美中可 依佐美中学校 

可搬型 朝日中可 朝日中学校 

可搬型 愛教大可 愛知教育大学 

可搬型 刈谷高可 刈谷高等学校 

可搬型 刈谷北高可 刈谷北高等学校 

可搬型 刈谷工高可 刈谷工科高等学校 

可搬型 刈谷東高可 刈谷東高等学校 

可搬型 産技セ可 産業技術センター 

可搬型 ひまわり可 高齢者福祉センターひまわり 

可搬型 心障会館可 心身障害者福祉会館 

可搬型 一ツ木福可 一ツ木福祉センター 

携帯機 雁が音小医 かりがね小学校（保健室） 

携帯機 小垣小医 小垣江小学校（保健室） 

携帯機 双葉小医 双葉小学校（保健室） 

携帯機 刈谷東中医 刈谷東中学校（保健室） 

携帯機 富士松中医 富士松中学校（保健室） 

携帯機 医師会館 刈谷医師会館 

可搬型 刈豊総院可 刈谷豊田総合病院 

携帯機 辻村外科院 辻村外科病院 

携帯機 整形外科院 刈谷整形外科病院 

携帯機 刈豊総東院 刈谷豊田東病院 

携帯機 刈谷記念院 刈谷記念病院 

携帯機 一里今井院 一里山・今井病院 

携帯機 消防第1 消防団第1分団 

携帯機 消防第2 消防団第2分団 

携帯機 消防第3 消防団第3分団 
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種別 呼出名称 配備場所又は常置場所 

携帯機 消防第4 消防団第4分団 

携帯機 消防第5 消防団第5分団 

携帯機 消防第6 消防団第6分団 

携帯機 消防第7 消防団第7分団 

携帯機 消防第8 消防団第8分団 

携帯機 消防第9 消防団第9分団 

携帯機 消防第10 消防団第10分団 

携帯機 消防第11 消防団第11分団 

携帯機 消防第12 消防団第12分団 

携帯機 消防第13 消防団第13分団 

携帯機 消防第14 消防団第14分団 

携帯機 消防第15 消防団第15分団 

携帯機 消防第16 消防団第16分団 

携帯機 消防第17 消防団第17分団 

携帯機 消防第18 消防団第18分団 

携帯機 消防第19 消防団第19分団 

携帯機 消防第20 消防団第20分団 

携帯機 消防第21 消防団第21分団 

携帯機 消防本団中 消防本団（中部副団長） 

携帯機 消防本団南 消防本団（南部副団長） 

携帯機 消防本団北 消防本団（北部副団長） 

携帯機 刈谷署 刈谷消防署 

携帯機 刈谷署南署 刈谷消防署南分署 

携帯機 刈谷署北署 刈谷消防署北分署 

携帯機 刈谷西部会 刈谷西部地区 

携帯機 刈谷中部会 刈谷中部地区 

携帯機 刈谷東部会 刈谷東部地区 

携帯機 元刈谷会 元刈谷地区 

携帯機 熊会 熊地区 

携帯機 高津波会 高津波地区 

携帯機 小山会 小山地区 

携帯機 重原会 重原地区 

携帯機 桜会 桜地区 

携帯機 井ケ谷会 井ケ谷地区 

携帯機 東境会 東境地区 

携帯機 西境会 西境地区 

携帯機 今川会 今川地区 

携帯機 今岡会 今岡地区 

携帯機 一里山会 一里山地区 

携帯機 一ツ木会 一ツ木地区 

携帯機 泉田会 泉田地区 

携帯機 築地会 築地地区 

携帯機 小垣江会 小垣江地区 

携帯機 高須会 高須地区 

携帯機 半城土会 半城土地区 

携帯機 野田会 野田地区 

携帯機 東刈谷会 東刈谷地区 
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種別 呼出名称 配備場所又は常置場所 

可搬型 環組可 刈谷知立環境組合 

携帯機 刈谷警察 刈谷警察署 

携帯機 中電 中部電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ㈱ 

携帯機 キャッチ キャッチネットワーク 

携帯機 協定企業 危機管理課内 

 

(2) 公用車配車計画 

  ア 一次確保車両 

  （ア）災害時使用車両（５１台） 

車 名 登録番号 常置場所 配置先 
緊急通行車両等 

確認申出済車両 

プラド 301み3237 立駐２階9番 指揮班 ○ 

プロボックスバン 400な8482 高架下76番 施設管理班  

プロボックスバン 400て4509 高架下35番 施設管理班  

プロボックスバン 400て9652 高架下36番 施設管理班  

ハイゼットダンプ 480い9211 高架下52番 施設管理班  

プロボックスバン 400な4290 高架下59番 施設管理班  

プロボックスバン 400に3197 高架下67番 施設管理班  

プロボックスバン 400に1028 高架下23番 施設管理班  

プロボックスハイブリッド 400に7557 高架下45番 施設管理班  

ハイゼットカーゴ 480さ2144 高架下47番 施設管理班  

ハイゼットトラック 480さ2147 高架下73番 施設管理班  

プロボックスハイブリッド 400ぬ1332 高架下76番 施設管理班  

ミライース 581こ6652 高架下2番 住居対策班  

ミライース 581い6653 高架下25番 住居対策班  

ミライース 581か0905 高架下26番 住居対策班  

ミライース 581か0904 高架下74番 住居対策班  

プロボックスバン 400と9048 高架下58番 調査巡視班  

タウンエースバン 400に5232 高架下54番 調査巡視班  

プロボックスハイブリッド 400に7556 高架下53番 調査巡視班  

プロボックスバン 400な5326 高架下57番 調査巡視班  

タウンエーストラック 400ぬ0037 高架下65番 調査巡視班  

プロボックスバン 400に3198 高架下33番 調査巡視班  

プロボックスバン 400に9199 高架下34番 調査巡視班  

プロボックスバン 400に3200 高架下38番 調査巡視班  

プロボックスバン 400に5233 高架下44番 調査巡視班  

タウンエーストラック 400ぬ0036 高架下46番 調査巡視班  

ダイナ１ｔ 400な4217 高架下68番 調査巡視班  

プロボックスバン 400て4682 高架下62番 排水管理班  

ハイゼットトラック 480え2337 高架下60番 排水管理班  

ダイナ２ｔ 400な3007 高架下66番 排水管理班  

プロボックスバン 400つ8866 高架下70番 排水管理班  

プロボックスバン 400て9615 高架下37番 排水管理班  

ライズ 503そ3044 高架下42番 排水管理班  

プロボックスバン 400て5338 高架下3番 排水管理班  

ハイゼットカーゴ 480く3939 高架下17番 排水管理班  

ハイゼットデッキバン 480さ6598 高架下18番 排水管理班  

プロボックスバン 400に1030 高架下29番 排水管理班  

カローラハイブリッド 302の7452 高架下40番 排水管理班  
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車 名 登録番号 常置場所 配置先 
緊急通行車両等 

確認申出済車両 

ミライース 581そ3543 高架下1番 被害認定調査班  

プロボックスバン 400て7525 高架下4番 被害認定調査班  

プロボックスハイブリッド 400に7566 高架下64番 被害認定調査班  

ミライース 581そ3545 高架下22番 被害認定調査班  

ミラセダン 580せ3601 高架下32番 被害認定調査班  

ミラバン 480け5243 高架下31番 被害認定調査班  

ヴェルファイア 302さ0707 立駐２階5番 避難所班  

PHVプリウス 302せ7795 立駐２階8番 避難所班  

エスティマ 302す6558 高架下24番 避難所班  

汚泥吸引車 800す7118 下水倉庫 ―  

トヨエースWキャブ 100せ5652 管理事務所 ―  

トヨエースダンプ 100す5538 管理事務所 ―  

排水ポンプ車 800す0984 管理事務所 ―  

 

（イ）災害時使用広報車両（５台） 

車 名 登録番号 常置場所 配置先 
緊急通行車両等 

確認申出済車両 

ミライース 581え5021 高架下7番 情報伝達班 ○ 

ハイゼットカーゴ 480さ1000 高架下9番 情報伝達班 ○ 

プロボックスバン 400て1291 高架下43番 情報伝達班 ○ 

プロボックスバン 400な1650 高架下51番 情報伝達班 ○ 

プロボックスバン 400に1029 高架下55番 情報伝達班 ○ 

 

（ウ）物資輸送用車両（８台） 

車 名 登録番号 常置場所 配置先 
緊急通行車両等 

確認申出済車両 

ハイゼットカーゴ 480こ3375 高架下10番 物流班 ○ 

タウンエースバン 400ち9647 高架下20番 物流班 ○ 

タウンエースバン 400に3201 高架下41番 物流班 ○ 

レジアスエースバン 400な4385 高架下56番 物流班 ○ 

ポルテ 502て4769 高架下63番 物流班 ○ 

プリウス 302に1354 高架下28番 物流班 ○ 

エスティマ 302る6404 高架下6番 物流班  

ダイナ 400ぬ0710 北駐車場95番 物流班 ○ 

 

（エ）応急対策作業員輸送用車両（３台） 

車 名 登録番号 常置場所 配置先 
緊急通行車両等 

確認申出済車両 

大型バス 200は0559 バス車庫  ○ 

マイクロバス 200さ1302 バス車庫  ○ 

ノア 502て2918 スポーツ課  ○ 

 

（オ）大量資材搬送用車両（２台） 

車 名 登録番号 常置場所 配置先 
緊急通行車両等 

確認申出済車両 

トヨエース２ｔ 100す5398 北駐車場94番  ○ 

ダイナパワーリフト 400ち3462 北駐車場93番  ○ 
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（カ）移動設置型トイレ車両（１台） 

車 名 登録番号 常置場所 配置先 
緊急通行車両等 

確認申出済車両 

トイレトレーラー 800る718 管理事務所   

 

(3) 同報系防災行政無線 

№ 設置場所 所在地 備考 

１ 刈谷市役所 東陽町１－１ 親局 

２ 西境市民館 西境町池下２ 屋外拡声子局 

３ 今川町井田地内 今川町井田２５    〃 

４ 流れ川第二排水機場 今岡町新田７７－７    〃 

５ 帆落田児童遊園 今川町帆落田６－４５    〃 

６ 絵下城児童遊園 泉田町絵下城３６－１０    〃 

７ 消防団第１５分団詰所 泉田町大久屋１００－５    〃 

８ 沖田公園 一ツ木町清水田９６    〃 

９ 刈谷市観光倉庫 司町４－１３    〃 

10 消防団第１０分団詰所 小垣江町中４７－９    〃 

11 大津崎緑地 小垣江町大津崎１－８    〃  
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２ 消防施設、設備等 

(1) 消防団詰所 

分団名 地区名 所在地 消防設備 

第１分団 刈谷西部・中部・東部 司町２－４５－１ 消防ポンプ自動車 

第２分団 重原・桜 一色町２－１０－１０ 〃 

第３分団 元刈谷 御幸町６－７－２ 〃 

第４分団 熊 熊野町４－６－６ 〃 

第５分団 小山 小山町７－３３－２ 〃 

第６分団 高津波 高津波町４－８２１ 〃 

第７分団 野田 野田町森前２２－１ 〃 

第８分団 半城土 半城土中町３－１３－１ 〃 

第９分団 高須 高須町２－１７－１５ 〃 

第１０分団 小垣江本郷 小垣江町中４７－９ 〃 

第１１分団 小垣江新田 小垣江町荒畑１９－１ 〃 

第１２分団 小垣江犬ケ坪 小垣江町北大道１１６ 〃 

第１３分団 一ツ木 一ツ木町４－３７－４ 〃 

第１４分団 一里山 一里山町新屋敷３５－２ 〃 

第１５分団 泉田 泉田町大久屋１００－５ 〃 

第１６分団 築地 築地町５－２２－７ 〃 

第１７分団 今川 今川町２－６０６ 〃 

第１８分団 今岡 今岡町宮丘７４ 〃 

第１９分団 東境 東境町住吉８５－３ 〃 

第２０分団 西境 西境町本郷１１２ 〃 

第２１分団 井ケ谷 井ケ谷町狭間２３－１ 〃 

 

(2) 消防水利                           令和６年１２月１日現在 

管轄 消火栓数 防火水槽数 その他 

刈谷消防署 ９９３ １０３ ２１ 

刈谷消防署北分署 ９０８ ７３ １１ 

刈谷消防署南分署 ８８４ ７１ ８ 

合計 ２，７８５ ２４７ ４０ 

  ※その他は、明治用水等の水利 

 

(3) 化学消火薬剤備蓄状況                     令和６年１２月１日現在 

 

        区 分 

 

機関名及び会社名 

化学消火薬剤 

合成界面活性剤 水成膜 水溶性液体用 

３％型 ６％型 ３％型 ６％型 ３％型 ６％型 

衣浦東部広域連合消防局 

刈谷消防署 

 

1,810 
   

 

1,670 
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(4) 耐震性貯水槽設置場所 

№ 場所 所在地 貯水量 

1 原崎公園 原崎町2-600 １００㎥ 

2 野田公園 東刈谷町2-14 １００㎥ 

3 上池児童遊園 今川町上池153-2 １００㎥ 

4 五軒屋集会所敷地 富士見町3-104 １００㎥ 

5 北部市民センター 東境町住吉78-2 １００㎥ 

6 ついぢ公園 築地町5-23 １００㎥ 

7 山崎公園 半城土中町1-16 １００㎥ 

8 小道公園 小垣江町小道 １００㎥ 

9 刈谷消防署 寿町1-201-1 １００㎥ 

10 大手公園 大手町2-25 １００㎥ 
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３　避難施設、設備
(1)指定一般避難所及び指定緊急避難場所

想定収容人数

通常時

① 愛知教育大学 26-2100 井ケ谷町広沢1 1,210

2 刈谷高等学校 21-3171 寿町5-101 600

3 刈谷北高等学校 21-5107 寺横町1-67 540

④ 刈谷工科高等学校 21-2227 矢場町2-210 650

5 刈谷東高等学校 21-3347 半城土町三ツ又20 550

⑥ 刈谷南中学校 21-0025 住吉町2-1 1,390

⑦ 刈谷東中学校 21-0533 山池町1-201 1,310

8 富士松中学校 36-0402 今川町花岡114 1,230

9 雁が音中学校 24-1038 築地町3-9-1 1,190

10 依佐美中学校 21-0487 小垣江町上沢渡5-1 1,210

11 朝日中学校 23-9282 野田町陣戸池152 1,490

12 亀城小学校 21-0225 城町1-25-1 740

13 小高原小学校 21-0325 原崎町1-101 770

14 日高小学校 23-2468 日高町1-201 710

⑮ 衣浦小学校 21-0326 天王町3-27 690

⑯ 住吉小学校 21-5831 住吉町3-70 670

17 かりがね小学校 22-2414 築地町2-15-1 810

18 平成小学校 27-1381 一ツ木町3-18-1 800

19 富士松南小学校 36-0404 今川町山脇1 830

20 富士松北小学校 36-5414 東境町焼田10-5 680

21 富士松東小学校 36-2818 東境町堀池71 690

22 小垣江小学校 21-1080 小垣江町西王地1-1 830

23 小垣江東小学校 24-2718 小垣江町白沢36 570

24 双葉小学校 21-0437 半城土中町3-12-2 740

25 東刈谷小学校 23-9512 東刈谷町3-8 770

26 朝日小学校 22-4191 野田町陣戸池151 780

27 夢と学びの科学体験館 24-0311 神田町1-39-3 110

28 子ども相談センター 62-6313 大手町1-51 60

29 東刈谷市民センター 24-1175 松栄町2-16-1 180

30 富士松市民センター 36-1111 今川町2-152 180

31 小垣江市民センター 24-3751 小垣江町小道45-1 180

32 北部市民センター 36-7171 東境町住吉78-2 180

33 産業振興センター 28-0555 相生町1-1-6 580

34 南部生涯学習センター 62-8555 野田町西田78-2 250

35 北部生涯学習センター 36-0112 井ケ谷町松ケ崎6-26 230

36 産業技術センター 24-1841 恩田町1-157-1 70

37 総合文化センター 21-7430 若松町2-104 140

合　　計 24,610

※指定一般避難所及び指定緊急避難場所のうち、×印の災害については使用しない。

※総合文化センターは帰宅困難者用とする。

指定一般避難所：災害により住宅を失った場合等において、一定期間避難生活をする場所
指定緊急避難場所：切迫した災害の危険から身を守るために避難する場所

№ 名称 電話番号 所在地

　限り使用ができるものとする。

※番号に○がついているものは、広域避難場所とする。

※地震災害の避難について、地震発生後の避難所施設の使用は安全が確認できた施設に
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土砂 洪水 津波 地震 高潮 土砂 洪水 津波 地震 高潮

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 25.0

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 9.4

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 8.8

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 9.1

体育館等 × × 体育館等 × 体育館等 × × グラウンド × 2.8

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 9.8

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 9.1

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 9.3

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 8.9

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 10.2

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 13.7

体育館等 多目的室等 体育館等 体育館等 多目的室等 体育館等 多目的室等 グラウンド グラウンド 多目的室等 2.6

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 9.8

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 6.3

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 8.0

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 10.3

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 10.4

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 12.7

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 8.0

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 21.1

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 15.8

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 8.2

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 8.6

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 10.8

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 14.7

体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 体育館等 グラウンド グラウンド 体育館等 13.8
親子ひろば等 親子ひろば等 親子ひろば等 親子ひろば等 親子ひろば等 × × × × × 6.3

会議室 会議室 会議室 会議室 会議室 × × × × × 10.3

大集会室等 大集会室等 大集会室等 大集会室等 大集会室等 × × × × × 12.5

大集会室等 大集会室等 大集会室等 大集会室等 大集会室等 × × × × × 9.9

大集会室等 大集会室等 大集会室等 大集会室等 大集会室等 × × × × × 8.4

大集会室等 大集会室等 大集会室等 大集会室等 大集会室等 × × × × × 15.7

会議室 会議室 会議室 会議室 会議室 × × × × × 10.3
多目的ホール 多目的ホール 多目的ホール 多目的ホール 多目的ホール × × × × × 10.7

体育室 体育室 体育室 体育室 体育室 × × × × × 30.4

講堂等 講堂等 講堂等 講堂等 講堂等 講堂等 講堂等 北側駐車場 北側駐車場 講堂等 11.7

小ﾎｰﾙ等 小ﾎｰﾙ等 小ﾎｰﾙ等 小ﾎｰﾙ等 小ﾎｰﾙ等 × × × × × 9.8

標高
(m)

指定一般避難所 指定緊急避難場所
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(2) 福祉避難所 

 ア 公共施設 

№ 名称 電話番号 所在地 
想定収

容人数 

1 高齢者福祉センター（ひまわり） 23-0555 下重原町3-120 73 

2 南部福祉センター（たんぽぽ） 62-8557 野田町西田78-2 50 

3 心身障害者福祉会館 24-6066 下重原町3-32 106 

4 一ツ木福祉センター 25-2021 一ツ木町4-40-3 50 

5 刈谷特別支援学校 21-7301 小垣江町白沢36 28 

合       計 307 

 

 イ 民間施設 

№ 名称 電話番号 所在地 
想定収

容人数 

1 特別養護老人ホーム ヴェルバレー 36-1302 井ケ谷町石根1-558 55 

2 障害者支援施設 ペガサス 36-6733 井ケ谷町西石根1-13 13 

3 障害者支援施設 ペガサス・Ⅱ 26-1833 井ケ谷町石根1-98 16 

4 生活介護施設 ハロポンズ 36-6012 井ケ谷町松ケ崎6-2 104 

5 特別養護老人ホーム  シルバーピアかりや 24-7070 小垣江町白沢45 30 

6 特別養護老人ホーム オーネスト杜若 91-3366 港町6-33 19 

7 介護老人保健施設 かりや 63-5100 小垣江町新庄33 30 

8 
デイサービスさくら 

短期入所生活介護さくら 
61-2840 小垣江町永田123-1 27 

合       計 294 

※福祉避難所は、避難所において共同生活が困難で、特別な配慮を必要とする高齢者・障害者・妊産

婦などの避難者がいる場合に開設する。 

※民間の福祉避難所は、施設が受入可能な場合のみ開設する。 

 

(3) 市民館 

№ 名称 電話 所在地 
想定収

容人員 
施設 

標高 

(m) 

1 井ケ谷市民館 36-8511 井ケ谷町桜島46 50 集会場 15.0 

2 西境市民館 ― 西境町池下2 40 〃 9.0 

3 東境市民館 35-4500 東境町登り坂16 50 〃 11.7 

4 一里山市民館 35-2960 一里山町金山61-1 35 〃 14.3 

5 一ツ木市民館 23-1234 一ツ木町4-37-3 50 〃 12.3 

6 今川市民館 36-2203 今川町1-402-2 40 〃 10.6 

7 今岡市民館 36-7175 今岡町宮丘68 35 〃 13.4 

8 泉田市民館 23-9943 泉田町五月折戸88-5 40 〃 5.0 

9 築地市民館 24-3490 築地町5-22-3 40 〃 10.0 

10 小山市民館 23-4113 小山町1-810 50 〃 8.4 

11 高津波市民館 23-9391 高倉町1-412 40 〃 9.1 

12 重原市民館 27-3387 重原本町1-67 40 〃 10.7 
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№ 名称 電話 所在地 
想定収

容人員 
施設 

標高 

(m) 

13 桜市民館 23-1298 神明町2-30 40 〃 10.6 

14 熊市民館 24-6588 八幡町7-75 40 〃 4.2 

15 刈谷東部市民館 23-9138 新栄町3-36-1 40 〃 10.1 

16 刈谷中部市民館 23-9411 銀座4-117-3 40 〃 9.3 

17 刈谷西部市民館 22-0206 司町3-64 35 〃 4.0 

18 元刈谷市民館 23-2403 御幸町4-15-1 50 〃 10.3 

19 小垣江市民館 24-5707 小垣江町清水25-14 50 〃 3.1 

20 高須市民館 23-0717 高須町巽5-1 40 〃 9.6 

21 半城土市民館 25-2348 半城土中町1-10-6 35 〃 5.5 

22 東刈谷市民館 21-7980 末広町3-2-2 50 〃 14.8 

23 野田市民館 57-2551 野田町森前40-1 40 〃 11.8 

合       計 970   

  ※市民館は、災害の規模が大きく、指定避難所だけでは避難者を収容できなくなる場合などに各地区

の自主防災会が開設する。 

 

(4) 公園（面積が１ha以上又は防災機能を有する公園） 

名称 所在地 
面積

(ha) 
公園種別 備考 

刈谷市総合運動公園 築地町荒田1 18.4 運動公園  

亀城公園 城町1-1-1 14.1 総合公園 ○マ ○か ○ソ 

洲原公園 井ケ谷町洲原4-1 26.3 総合公園  

岩ケ池公園 東境町吉野55 10.9 総合公園 ○マ ○か ○ソ 

日高公園 日高町5-100 3.0 近隣公園 ○マ ○か ○ソ 

原崎公園 原崎町2-600  1.5 近隣公園 耐震性貯水槽 ○マ ○か ○ソ 

野田公園 東刈谷町2-14  1.5 近隣公園 耐震性貯水槽 ○マ ○か ○ソ 

青山公園 青山町1-157  2.2 近隣公園 ○マ ○か ○ソ 

狩野公園 一ツ木町2-11 2.1 近隣公園 ○マ ○か ○ソ 

小垣江公園 小垣江町蚰ケ坪33 1.0 近隣公園 ○マ ○か ○ソ 

猿渡公園（ﾐｻｻｶﾞﾊﾟｰｸ） 半城土西町2-4 3.3 近隣公園 ○マ ○か ○ソ 

ﾌﾛｰﾗﾙｶﾞｰﾃﾞﾝよさみ 高須町石山2-1 4.3 その他公園 ○マ ○か ○ソ 

山崎公園 半城土中町1-16  0.3 街区公園 耐震性貯水槽 

ついぢ公園 築地町5-23  0.29 街区公園 耐震性貯水槽 

小道公園 小垣江町小道 0.2 
その他都市

公園 
耐震性貯水槽 

大手公園（ｾﾝﾄﾗﾙﾊﾟｰｸ） 大手町2-25 0.63 街区公園 耐震性貯水槽 ○マ ○か ○ソ 

 ○マ    マンホールトイレ  ○か       かまどベンチ 

  ○ソ        マンホールトイレ周辺に設置されたソーラー照明 

 

(5) 車中泊・テント泊避難が可能な公園・グラウンド 

№ 名称 所在地 車中泊 テント泊 

1 青山公園グラウンド 青山町1-157 ○ ○ 

2 野田公園グラウンド 東刈谷町2-14 ○ ○ 
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№ 名称 所在地 車中泊 テント泊 

3 原崎公園グラウンド 原崎町2-600 ○ ○ 

4 日高公園グラウンド 日高町5-100 ○ ○ 

5 狩野公園グラウンド 一ツ木町2-11 ○ ○ 

6 金山運動広場 一里山町中本山152 ○ ○ 

7 小垣江公園 小垣江町蚰ケ坪33 ○ ○ 

     ※物資等の支援を受けるためには開設している指定一般避難所への登録（届出）等が必要。 

 

(6) ペット同伴避難が可能な指定避難所 

№ 名称 所在地 飼育場所 

1 刈谷南中学校 住吉町2-1 駐輪場 

2 刈谷東中学校 山池町1-201 〃 

3 富士松中学校 今川町花岡114 〃 

4 雁が音中学校 築地町3-9-1 〃 

5 依佐美中学校 小垣江町上沢渡5-1 〃 

6 朝日中学校 野田町陣戸池152 〃 

7 亀城小学校 城町1-25-1 器具庫 

8 小高原小学校 原崎町1-101 附属室 

9 日高小学校 日高町1-201 運動場器具庫 

10 衣浦小学校 天王町3-27 器具庫・駐輪場・屋外渡り廊下 

11 住吉小学校 住吉町3-70 南側倉庫・駐輪場 

12 かりがね小学校 築地町2-15-1 北側倉庫前スロープ・かりむらんど 

13 平成小学校 一ツ木町3-18-1 駐車場（体育館下） 

14 富士松南小学校 今川町山脇1 器具庫・駐輪場 

15 富士松北小学校 東境町焼田10-5 器具庫 

16 富士松東小学校 東境町堀池71 附属室・物置 

17 小垣江小学校 小垣江町西王地1-1 物置 

18 小垣江東小学校 小垣江町白沢36 器具庫 

19 双葉小学校 半城土中町3-12-2 中庭・グラウンド 

20 東刈谷小学校 東刈谷町3-8 駐輪場 

21 朝日小学校 野田町陣戸池151 駐輪場 

     ※飼育場所は原則、屋外の駐輪場や器具庫等の風雨の凌げる場所。 

 

(7) 応急仮設住宅建設候補地 

№ 
候補地の名称 

（施設名） 
所在地 有効面積（㎡） 

応急仮設住宅

建設可能戸数 

1 双葉グラウンド 半城土町掛貝3-9 20,000 279 

2 公共用地（一ツ木町2丁目） 一ツ木町2-29-1 3,055 31 

3 原崎公園 原崎町2-600 7,200 57 

4 野田公園 東刈谷町2-14 9,800 74 

5 井ケ谷グラウンド 井ケ谷町稲葉崎42-4 11,500 136 

6 青山公園 青山町1-157 11,300 88 

7 日高公園 日高町5-100 6,400 60 
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№ 
候補地の名称 

（施設名） 
所在地 有効面積（㎡） 

応急仮設住宅

建設可能戸数 

8 狩野公園 一ツ木町2-11 12,200 88 

合       計 81,455 813 

 

(8) マンホールトイレ設置箇所 

   ア 指定一般避難所 

№ 名称 所在地 設置基数 

1 小高原小学校 原崎町1-101 4 

2 日高小学校 日高町1-201 4 

3 衣浦小学校 天王町3-27 4 

4 かりがね小学校 築地町2-15-1 4 

5 平成小学校 一ツ木町3-18-1 4 

6 小垣江小学校 小垣江町西王池1-1 5 

7 小垣江東小学校 小垣江町白沢36 4 

8 東刈谷小学校 東刈谷町3-8 4 

9 朝日小学校 野田町陣戸池151 4 

10 刈谷南中学校 住吉町2-1 9 

11 刈谷東中学校 山池町1-201 8 

12 雁が音中学校 築地町3-9-1 7 

13 依佐美中学校 小垣江町上沢渡5-1 7 

14 朝日中学校 野田町陣戸池152 9 

合       計 77 

   ※下水道が供用開始されているエリアの学校に令和８年度にかけて整備予定 

 

イ 公園 

№ 名称 所在地 設置基数 

1 亀城公園 城町1-1-1 10 

2 岩ケ池公園 東境町吉野55 10 

3 原崎公園 原崎町2-600 10 

4 野田公園 東刈谷町2-14 10 

5 青山公園 青山町1-157 10 

6 狩野公園 一ツ木町2-11 10 

7 日高公園 日高町5-100 10 

8 小垣江公園 小垣江町蚰ケ坪33 10 

9 猿渡公園（ﾐｻｻｶﾞﾊﾟｰｸ） 半城土西町2-4 10 

10 ﾌﾛｰﾗﾙｶﾞｰﾃﾞﾝよさみ 高須町石山2-1 10 

11 大手公園（ｾﾝﾄﾗﾙﾊﾟｰｸ） 大手町2-25 10 

合       計 110 

 

４ 救助施設 

(1) 医療救護所 

№ 名称 電話番号 所在地 

1 富士松中学校 36-0402 今川町花岡114 

2 かりがね小学校 22-2414 築地町2-15-1 
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№ 名称 電話番号 所在地 

3 刈谷東中学校 21-0533 山池町1-201 

4 双葉小学校 21-0437 半城土中町3-12-2 

5 小垣江小学校 21-1080 小垣江町西王地1-1 

 

(2) 後方支援病院                 

№ 名称 電話番号 所在地 

1 辻󠄀村外科病院 36-5200 井ケ谷町桜島20-1 

2 刈谷整形外科病院 23-1555 相生町3-6 

3 刈谷豊田東病院 62-5111 野田新町1-101 

4 刈谷記念病院 21-0123 小垣江町牛狭間112 

5 一里山・今井病院 26-6700 一里山町中本山88 

   ※刈谷記念病院は、休日、祝日、夜間を除く 

 

(3) 救急告示医療機関 

名称 所在地 診療科目 電話番号 

刈谷豊田総合病院 

（災害拠点病院） 

住吉町 

5-15 

内・消内・腎内・糖･分内・循内・消外・乳・

分外・放診・放治・心臓・呼内・脳内・外・

呼外・小外・精・病理・小・整外・皮・泌・

産婦・耳鼻咽喉・眼・麻・リハ・歯・歯外 

21-2450 

辻󠄀村外科病院 
井ケ谷町

桜島20-1 
外･整外･脳外･消外･皮･放･麻･リハ･形外 36-5200 

   ※診療科目については、WEBサイト：刈谷市医師会HP[医療機関一覧表]より引用 

 

(4) 飛行場外離着陸場及び緊急時ヘリポート可能場所 

ア 飛行場外離着陸場 

№ 名称 所在地 緯度・経度 UTMポイント 

1 刈谷市総合運動公園 築地町荒田1 35度1分・137度0分 (53SPU)8346 7696 

（愛知県地域防災計画附属資料参照） 

イ 緊急時ヘリポート可能場所 

№ 名称 所在地 

1 愛知教育大学 井ケ谷町広沢1(サッカー場、ラグビー場) 

2 富士松中学校 今川町花岡114(グラウンド) 

3 刈谷南中学校 住吉町2-1(グラウンド) 

4 依佐美中学校 小垣江町上沢渡5-1(グラウンド) 

5 井ケ谷グラウンド 井ケ谷町稲葉崎42-4 

6 双葉グラウンド 半城土町掛貝50 

7 原崎公園 原崎町2-600 

8 野田公園 東刈谷町2-14 

9 刈谷市総合運動公園 築地町荒田1 

（愛知県地域防災計画附属資料参照） 
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５ 活動拠点施設 

(1) 地域内輸送拠点 

№ 名称 所在地 面積（㎡） 

1 ウィングアリーナ刈谷 築地町荒田1 14,570.47 

 

(2) 拠点防災倉庫 

№ 倉庫の名称 所在地 面積（㎡） 

1 中央基幹防災倉庫 御幸町4-15 451.21 

2 北部防災倉庫 東境町高山20-4 103.55 

3 中部防災倉庫 御幸町4-15 166.00 

4 中部第二防災倉庫 築地町5-22-6 103.55 

5 南部防災倉庫 高須町巽5 102.41 

合       計 926.72 

 

(3) 防災活動拠点 

ア 地区防災活動拠点（市が設置） 

№ 名称 所在地 面積（ha） 

1 刈谷市総合運動公園 築地町荒田1 18.4 

イ 地域防災活動拠点（県が設置） 

№ 名称 所在地 面積（ha） 

1 刈谷市総合運動公園 築地町荒田1 18.4 

 

  

-39-



 

６ 給水施設、設備等 

(1) 上水道施設の現況 

施設名 所在地 施設能力 

水源浄水場 
刈谷市西境町 

清水14-1 

敷地面積 16,608.33㎡ 

取 水  17,800㎥／日(深井戸10，300㎥／日、 

伏流水7,500㎥／日) 

浄 水  16,500㎥／日 

(急速ろ過池…重力式5池、圧力式3機) 

送 水   1,730㎥／日(送水ポンプ 55KW 2台) 

配 水  14,770㎥／日 

(配水ポンプ 90KW 4台) 

配水池   1,700㎥ 1池 (RC) 

 1,100㎥ 1池 (RC) 

 2,000㎥ 1池 (RC) 

一ツ木配水場 
刈谷市一ツ木町 

1-1-7 

敷地面積 14,844.00㎡ 

配 水  12,430㎥／日(配水ポンプ 90KW 4台) 

配水池   2,500㎥ 1池 (PC) 

 3,000㎥ 2池 (PC) 

      4,000㎥ 1池 (PC) 

南部配水場 
刈谷市半城土町 

三ツ又42-1 

敷地面積  9,854.37㎡ 

配 水  23,300㎥／日 

(配水ポンプ 95KW～110KW 5台) 

配水池   2,100㎥ 2池 (RC) 

 4,000㎥ 1池 (PC) 

横根配水場 
大府市横根町 

名高山125-3 

敷地面積  2,255.00㎡ 

配 水   8,200㎥／日(自然流下) 

配水池   4,000㎥ 1池 (PC) 

 

(2) 応急給水用資機材保有状況 

資機材名 容量 数量 保管場所 

給水タンク車 2 ｔ 2 水道課 

給水タンク車 1.8ｔ 1   〃 

積載用給水タンク 1.5ｔ 1   〃 

   〃 1 ｔ 2   〃 

 

(3) 災害時井戸水提供の家         令和6年4月1日現在 

登録件数 １９２件 
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７ その他 

(1) 災害廃棄物仮置場候補地 

名称 所在地 所有者 面積 

小垣江グラウンド 小垣江町大津崎65 刈谷市 18,000㎡ 

刈谷市不燃物埋立場 泉田町南新田16 刈谷市 27,484㎡ 

クリーンセンターグラウンド 半城土町東田46 刈谷知立環境組合 3,740㎡ 

亀城公園運動広場 城町2-2 刈谷市 63,969㎡ 

合       計 113,193㎡ 

※クリーンセンターグラウンドの面積は5,500㎡であるが、知立市と共用となるため、

本市及び仮置場必要面積の合計の比で按分し、本市分を全体の68％とした。 

（刈谷市災害廃棄物処理計画参照） 

 

(2) 遺体安置所候補地 

№ 候補地の名称（施設名） 所在地 有効面積（㎡） 

1 刈谷市体育館（アリーナ） 逢妻町4-32 1,829 
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Ⅳ　必需物資の備蓄

　１　備蓄品

大学
(1箇所)

高校
(4箇所合計)

小中学校
(21箇所合計)

公共施設
(10箇所合計)

総合文化センター
(帰宅困難者用)

(1箇所)

クラッカー 350 1,400 7,350 3,500 490 48,475 61,565 食

アルファ米 300 1,200 6,300 3,000 2,150 67,200 80,150 食

クッキー類 1,500 4,600 53,350 59,450 食

保存飲料水(500ml) 288 1,152 6,048 2,880 1,296 1,872 111,384 124,920 本

粉ミルク 100 400 2,100 1,000 1,200 4,800 食

液体ミルク(200ml) 1,440 1,440 本

離乳食 36 144 756 360 288 1,584 食

介護食 6,686 144 6,830 食

ヘルメット 2 8 42 21 2 29 104 個

懐中電灯 10 20 103 58 2 64 14 271 個

手巻きラジオ 2 4 21 13 1 23 64 個

毛布 120 480 2,520 1,200 810 43,810 48,940 枚

カーペット 40 160 840 400 40 1,480 枚

ワンタッチパーティション 3 12 63 30 33 32 173 張

エアーマット 60 240 1,260 600 600 60 2,820 枚

皿付き二重コンロ 15 15 台

カセットガスコンロ 5 20 105 50 44 5 229 台

カセットガス発電機 2 8 42 20 1 55 22 150 台

ガスボンベ 162 576 3,024 1,542 48 4,608 1,152 11,112 本

ポータブル電源 10 10 台

かまどセット（5升） 1 4 21 10 1 1 38 個

炊飯袋 300 1,200 6,300 3,000 3,800 14,600 枚

紙コップ 320 1,280 6,720 3,200 4,320 160 16,000 個

サランラップ 3 12 63 30 53 161 個

食器セット 500 2,000 10,500 5,000 2,500 5,500 26,000 個

哺乳瓶 100 400 2,100 1,000 65 1,260 4,925 本

やかん　8ℓ 5 20 105 50 55 5 240 個

ポリバケツ　12ℓ 10 36 210 160 47 20 483 個

ゴミ箱 3 12 63 30 3 21 132 個

洗面器 10 40 210 160 100 520 個

タオル 100 400 2,100 1,080 3,700 80 7,460 枚

給水容器10ℓ 10 40 210 100 10 370 個

飲料水用袋 200 800 4,200 2,000 400 12,600 20,200 枚

ランタンライト 3 12 65 30 1 40 151 台

ローソク 3 12 63 34 0 55 5 172 個

使い捨てスリッパ 350 1,400 7,350 3,500 1,430 14,030 足

簡易トイレ 4 16 84 40 2 32 831 1,009 基

組立トイレ 1 4 21 10 2 38 基

組立トイレ（身障者用） 1 4 21 10 9 45 基

携帯トイレ 400 1,600 8,400 4,000 400 10,080 10,800 35,680 個

担架 2 8 42 20 7 10 89 台

クリッパ（大型） 1 4 21 10 2 38 本

クリッパ（中型） 2 8 42 23 3 2 80 本

ツルハシ 3 12 63 30 13 121 本

掛矢 2 8 41 20 6 77 丁

ハンマー 2 8 42 20 6 78 個

剣先スコップ 5 20 105 50 5 11 196 個

バール 3 13 62 36 4 118 個

ノコギリ 3 12 63 30 3 6 117 個

玄能 3 12 65 34 10 124 個

釘抜 3 12 65 32 4 116 個

オノ 2 8 42 20 2 2 76 丁

油圧式ジャッキ 2 8 42 20 2 74 台

軍手 12 48 300 252 120 60 792 双

ホイッスル 5 20 105 51 15 5 201 個

メガホン 5 20 105 50 14 5 199 個

拡声器 2 8 42 20 2 5 79 台

トラロープ（12㎜×200m） 1 4 21 10 11 4 51 巻

ゴム長靴 3 12 63 30 2 110 足

防煙マスク 5 20 105 55 4 16 205 枚

土のう袋 200 800 4,200 2,000 200 7,400 枚

ブルーシート 65 260 1,360 615 94 1,116 3,510 枚

令和７年２月１日現在

　　　　      　　　　   保管場所

　品目

避難所(37箇所)

福祉避難所
(13箇所合計)

基幹倉庫
・拠点倉庫
(5箇所合計)

合計

非
 
常
 
食

日
　
用
　
品
　
等

消
　
火
　
・
　
救
　
助
　
用
　
資
　
機
　
材
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大学
(1箇所)

高校
(4箇所合計)

小中学校
(21箇所合計)

公共施設
(10箇所合計)

総合文化センター
(帰宅困難者用)

(1箇所)

　　　　      　　　　   保管場所

　品目

避難所(37箇所)

福祉避難所
(13箇所合計)

基幹倉庫
・拠点倉庫
(5箇所合計)

合計

一輪車 1 4 21 10 1 14 51 台

台車 1 4 22 7 0 11 6 51 台

投光器 1 4 21 10 26 1 63 台

コードリール 3 8 42 20 1 56 8 138 台

ストロングライト 2 8 42 20 20 14 106 台

消火器 3 12 63 30 12 7 127 本

組立式簡易貯水槽（2.5t） 1 4 21 10 2 38 基

災害用救急箱 1 4 21 10 15 51 個

ティッシュペーパー 31 124 646 310 1 239 840 2,191 箱

トイレットペーパー 96 384 2,436 960 1,120 4,294 9,290 個

ウェットティッシュ 300 1,200 6,300 3,000 300 11,100 枚

生理用品　昼用 240 960 5,040 2,400 240 636 27,120 36,636 枚

生理用品　夜用 75 300 1,575 750 75 547 1,725 5,047 枚

子ども用おむつ 264 1,056 5,544 2,640 2,070 20,446 32,020 枚

大人用おむつ 92 368 1,916 920 1,075 9,340 13,711 枚

大人用おむつ（テープタイプ） 556 4,664 5,220 枚

オストメイト専用トイレ 5 5 基

ストーマ装具（消火器系） 34 34 個

ストーマ装具（尿路系） 11 11 個

アダプト剥離剤パック 11 11 個

アダプト皮膚保護シール 44 44 個

皮膚保護剤 44 44 個

皮膚保湿・洗浄クリーム 11 11 個

外部畜尿袋 14 14 個

尿瓶（男用） 11 11 個

尿瓶（女用） 11 11 個

安楽便器 11 11 個

車椅子 2 10 6 18 台

非接触体温計 1 4 21 10 1 15 52 台

脇下式体温計 2 8 42 20 2 24 98 台

フェイスシールド 8 32 168 80 8 126 422 個

マスク 200 800 4,200 2,000 400 4,850 12,450 枚

手指消毒液　１L 5 20 105 50 5 60 245 個

防護メガネ 10 40 210 100 10 10 30 410 個

感染予防着 10 40 210 100 10 121 491 着

次亜塩素酸消毒液（5L/箱） 1 4 21 10 1 10 1 48 箱

簡易ベッド 37 148 940 262 27 56 78 1,548 台

段ボールベッド 4 16 102 28 3 72 39 264 台

段ボール間仕切り 68 272 1,080 543 54 152 384 2,553 組

感
染
症
対
策
用
品

衛
生
用
品

要
配
慮
者
用
品
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２ 医薬品その他衛生材料 

(1) 災害用救急箱 

指定避難所等      51 セット 

 

(2) 災害用医療セット 

各医療救護所       5 セット 

 

(3) 防疫用資機材              令和 7年1月1日現在 

名称 数量 保管場所 

肩掛噴霧機 ２台 保健センター倉庫 

 

(4)  防疫用薬剤                          令和7年1月1日現在 

名称 数量 保管場所 備考 

ピレハイス油剤（18㍑） １７缶 保健センター倉庫 殺虫剤 

スミチオン粉剤（10㎏） １３袋 〃 殺虫剤 

クレゾール石鹸水（18㍑） ４缶 〃 殺菌剤 

 

３ 炊き出し施設 

名称 所在地 給食能力 

第一学校給食センター 小垣江町白沢 36 １日最高１０，０００食 

第二学校給食センター 新田町 2-51 １日最高１２，０００食 
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対 象 

区域又は区間        

期 間 

 

Ⅴ 交通規制標示 

１ 訓練時における交通規制標示 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考  1 色彩は、文字、縁線及び区分線を青色，斜めの帯及び枠を赤色、地

を白色とする。  

2 縁線及び区分線の太さは、１センチメートルとする。  

3 図示の長さの単位は、センチメートルとする。  

4 道路の形状又は交通の状況により特別の必要がある場合にあっては、

図示の寸法の２倍まで拡大し、又は図示の寸法の２分の１まで縮小す

ることができる。  
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対 象 

区域又は区間        

期 間 

 

２ 災害時における交通規制標示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考  1 色彩は、文字、縁線及び区分線を青色，斜めの帯及び枠を赤色、地

を白色とする。  

2 縁線及び区分線の太さは、１センチメートルとする。  

3 図示の長さの単位は、センチメートルとする。  

4 道路の形状又は交通の状況により特別の必要がある場合にあっては、

図示の寸法の２倍まで拡大し、又は図示の寸法の２分の１まで縮小す

ることができる。  
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Ⅵ ヘリポート着陸地点及び無障害地帯の基準等 

 １ 着陸地点及び無障害地帯の基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)小型機（ＯＨ－6）の場合（標準）    (2)小型機（ＯＨ－6）の場合（応急） 

     

 

 

(3)中小型機（ＵＨ－1）の場合（標準）    (4) 中小型機（ＵＨ－1）の場合（応急） 

     

 

 

 

450m 

着陸帯 

着陸点 30m 
5m 

5m 

30m 

10° 

450m 

着陸帯 

着陸点 20m 
5m 

5m 

20m 

15° 

450m 

着陸帯 

着陸点 36m 
6m 

6m 

36m 

8° 

450m 

着陸帯 

着陸点 30m 
6m 

6m 

30m 

14° 

着陸帯 

6° 

8° 

10° 

14° 

大型ヘリ 

小型・中型ヘリ 

450m 100m 50m 10m 

112m 

78m 

63m 

45m 

25m 

17m 

14m 

10m 

13m 

9m 

7m 

5m 

1m 
1.4m 
1.7m 
2.5m 
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(5)大型機（ＵＨ－60Ｊ）の場合（標準）  (6) 大型機（ＵＨ－60Ｊ）の場合（応急）

     

 

 

(7)大型機（ＣＨ－47 及びⅤ－107）の場合 (8)大型機（ＣＨ－47 及びⅤ－107）の場合

（標準）                        （応急） 

     

450m 

着陸帯 

着陸点 45m 
15m 

15m 

45m 

6° 

450m 

着陸帯 

着陸点 45m 
15m 

15m 

45m 

8° 

450m 

着陸帯 

着陸点 100m 

20m 

100m 

6° 

20m 

450m 

着陸帯 

着陸点 70m 

20m 

70m 

8° 

20m 
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  ２ Ｈ 記号及び吹き流しの基準 

  

(1) Ｈ 記号の基準 

     

 

  (2)吹き流しの基準 

   

 

２ｍ以上 

45ｃｍ以上 

30ｃｍ 

以上 

進入方向 

３ｍ以上 

４ｍ以上 
・石灰で標示。積雪時は 

 墨汁、絵具等で表示 

（赤） （白） 

２ｍ以上 

60cm以上 
20cm以上 

・生地は繊維 

・形は円形帯 

（注）吹き流しがない場合は、吹き流しに準ず

る規格の旗を掲揚 
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資 料 編 

 

様 式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



県様式１ 

《避難･地震防災応急対策の実施状況報告》           速報用 

送信者 受信者 送受信時間 

機関名 氏名 機関名 氏名 

    月 日   時 分 

    月 日   時 分 

 

緊急応急対策等 
実施状況等 

                (該当する番号に〇をつけること) 

①東海地震予知情報の伝達 １ 完了        ２ 半数以上       ３ 半数未満 

②地域住民の避難状況 １ 必要なし      ２ 必要あり(ア 完了   イ 実施中   ウ 未実施) 

③消防･浸水対策活動 １ 必要なし      ２ 必要あり(ア 完了   イ 実施中   ウ 未実施) 

④応急の救護を要すると認められる者の救

護・保護 

１ 必要なし      ２ 必要あり(ア 完了   イ 実施中   ウ 未実施) 

⑤施設･設備の整備及び点検 １ 必要なし      ２ 必要あり(ア 完了   イ 実施中   ウ 未実施) 

⑥犯罪の防止､交通の規制､その他社会秩序の

維持 

１ 必要なし      ２ 必要あり(ア 完了   イ 実施中   ウ 未実施) 

⑦食糧､生活必需品､医薬品等の確保 １ 必要なし      ２ 必要あり(ア 完了   イ 実施中   ウ 未実施) 

⑧緊急輸送の確保 １ 必要なし      ２ 必要あり(ア 完了   イ 実施中   ウ 未実施) 

⑨地震災害警戒本部(災害対策本部)の設置 １ 設置        ２ 準備中        ３ 未設置 

⑩対策要員の確保 １ 完了        ２ 半数以上       ３ 半数未満 

備 考 
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県様式２ 

《避難･地震防災応急対策の実施状況報告》       

送信者 受信者 送受信時間 

機関名 氏名 機関名 氏名 

    月 日   時 分 

    月 日   時 分 

 

避

難

状

況 

①

避

難

の

経

過 

危険事態、異常事態の発生状況  

  

措置事項  

 

②

避

難

の

完

了 

避難場所名 避難人数・ 

要救護人数 

救護、保護に必要な措置等 

   

   

   

   

   

地

震

防

災

応

急

対

策 

③ 東海地震予知情報の伝達、避難指示  

④ 消防、水防その他応急措置  

⑤ 応急の救護を要すると認められる者の救護・保護  

⑥ 施設・設備の整備及び点検  

⑦ 犯罪の予防、交通の規制、その他社会秩序の維持  

⑧ 緊急輸送の確保  

⑨ 食料･医薬品等の確保、清掃･防疫の体制整備  

⑩ その他災害の発生防止･軽減を図るための措置  

 備     考  
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年 月 日 時 分

月 日 時 分

応
急
対
策
の
状
況

災害対策本部等の（都道府県） （市町村）

消 防 機 関 等 の
活  動  状  況

（地元消防本部、消防団、消防防災ヘリコプター、消防組織法第39条に基づく応援消防本部等につ
いて、その出動規模、活動状況等をわかる範囲で記入すること。）

不　明 人

設 置 状 況

自 衛 隊 派 遣
要 請 の 状 況

その他都道府県又は市町村が講じた応急対策

棟

軽傷 人
一部破損 棟 未分類 棟

重傷 人
全壊 棟

被
害
の
状
況

人的
被害

死　者 人

119番通報の件数

棟

うち
災害関連死者 人

床上浸水

棟 床下浸水

災害名　　　　　　　　　　　　（第　　報） 報告者名

災
害
の
概
況

発生場所 発生日時

住家
被害

（注）　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分
かる範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨
（「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。）
（注）　住家被害のうち、その程度が未確定のものについては、「未分類」の欄に計上すること。

愛知県

消防庁第４号様式（その１）　　　　　　　　　    　　　　（市町村・愛知県用）

消防庁受信者氏名
市町村

刈谷市（消防本部名）

（災害概況即報） 報告日時

都道府県

半壊
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消防庁第４号様式（その１）

年 月 日 時 分

月 日 時 分

（注）　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）
　　　分かる範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれて
　　　いない旨（「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。）
（注）　住家被害のうち、その程度が未確定のものについては、「未分類」の欄に計上すること。

不　明 人

設 置 状 況

応
急
対
策
の
状
況

災害対策本部等の

自 衛 隊 派 遣
要 請 の 状 況

その他都道府県又は市町村が講じた応急対策

（都道府県）

うち
災害関連死者 人 棟

軽傷 人
一部破損

床上浸水

棟

（市町村）

消 防 機 関 等 の
活  動  状  況

（地元消防本部、消防団、消防防災ヘリコプター、消防組織法第39条に基づく応援消防本部等につ
いて、その出動規模、活動状況等をわかる範囲で記入すること。）

被
害
の
状
況

半壊
住家
被害

人的
被害

死　者 人

119番通報の件数

棟 未分類 棟

重傷
棟

（消防本部名）

避難所の設置状況、他の地方公共団体への応援要請等について記入すること。
また、大雨、津波、火山噴火等に係る特別警報が発表された場合などにおいては、警報の伝達、避難勧告等の発令状況等の警
戒・避難対策について記入すること。
なお、避難勧告等の発令状況については、第４号様式（その１）別紙を用いて報告すること。

（災害概況即報） 報告日時

都道府県 愛知県

a 風水害については、降雨の状況及び河川のはん濫、溢水、崖崩れ、地すべり、土石流等の概況
b 地震については、地震に起因して生ずる火災、津波、液状化、崖崩れ等の概況
c 雪害については、降雪の状況並びに雪崩、溢水等の概況
d 火山噴火については、噴火の状況及び溶岩流、泥流、火山弾、火山灰等の概況
e その他これらに類する災害の概況

人
全壊 棟

床下浸水

記載例

災
害
の
概
況

発生場所
当該災害が発生した具体的地名（地域名）及び日時
を記入すること 発生日時

消防庁受信者氏名
市町村

災害名　　　　　　　　　　　　（第　　報） 報告者名

刈谷市

判明している人的被害及び住家の被害に重点を置いて記入す

-54-

様式3



消防庁第４号様式（その１）別紙
都道府県名

（避難指示等の発令状況）
発令日時 発令日時 発令日時

対象世帯数(※) 対象人数(※) 解除日時 対象世帯数(※) 対象人数(※) 解除日時 対象世帯数(※) 対象人数(※) 解除日時

※　対象世帯数等を確認中の場合は、空欄にせず「確認中」と記載すること。

市町村名
緊急安全確保 避難指示

刈谷市

高齢者等避難

（　　　　　愛知県　　　　　）
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消防庁第４号様式（その２）

年   月   日   時   分 現在

被　害 被　害 被　害

1 人 31 か所 61 千円

2 人 32 か所 62 千円

3 人 33 か所 63 千円

4 人 34 か所 64 千円

5 棟 35 か所 65 設置

6 世帯 36 か所 66 廃止

7 人 37 か所 67 地区

8 棟 38 か所 68 世帯 

9 世帯 39 か所 69 人

10 人 40 か所 70 人

11 棟 41 か所 71 人

12 世帯 42 隻 72 か所 

13 人 43 戸 73 人

14 棟 44 回線 74 人

15 世帯 45 戸 75 世帯 

16 人 46 戸 76 世帯 

17 棟 47 か所

18 世帯 48 世帯

19 人 49 人

20 棟 50 件

21 棟 51 件

22 ha 52 件

23 ha 53 千円

22 ha 54 千円

23 ha 55 千円

26 か所 56 千円

27 か所 57 千円

28 か所 58 千円

29 か所 59 千円

30 か所 60 千円

（注）速報の場合は５３から６４までの項目については報告する必要はない。

（市町村用）

災害発生状況等（速報・確定報告）

原　　　　　　　　因 発生日時 年  月  日   時  分

発　　信　　場　　所

発　　信　　機　　関 刈谷市 発　　信　　者

受　　信　　機　　関 受　　信　　者       

区　　分 区　　分 区　　分

その他
(法面崩壊等) 被害総額

港湾・漁港
災害対策本部

設置状況

避難人数

河
川

破　堤 商工被害

越　水 その他

電　　　話
避難人数

(うち自主避難)

砂　　　防

清掃施設

避難指示等の
状況崖くずれ

地すべり

土石流
消防職員出動

延人数

鉄道不通
消防団員出動

延人数

被害船舶 避難所数

水　　　道

り災者数

火
災
発
生

建　　　物

電　　　気 避難世帯数

ガ　　　ス
避難世帯数

(うち自主避難)

ブロック塀等

そ
の
他

橋りょう
そ
の
他

水産被害

行方不明者

負
傷
者

重傷

人
的
被
害

全　　　壊

住
　
　
家
　
　
被
　
　
害

半　　　壊

一部破損

床上浸水

床下浸水

軽傷

死　　　者

非
住
家

公共建物

そ
の
他

田
流失・埋没

畑
流失・埋没

文教施設

道
路

損　　　壊

冠　　　水

(うち通
行不能)

冠　　　水

病　　院

その他

冠　　　水

そ
の
他

要　　　請　　　事　　　項

被害程度及び応急対策状況（経過）

危　険　物

農林水産業施設

林産被害

畜産被害

公共土木施設

その他の公共施設

小　　　　　計

農産被害

そ　の　他

公立文教施設

り災世帯数

-56-

様式5



県様式３ 

（市町村用） 

人  的  被  害 

                                     （第   報） 

報 告 の 時 刻 日  時  分現在 受 信 時 刻  時   分 

発 信 機 関   受 信 機 関   

発 信 者 名  受 信 者 名   

内 容 

 

発 

 

 

生 

 日 時                      日     時     分  

 場 所  

 原 因 

人 

的 

被 

害 

の 

状 

況 

被 害 程 度  1．死亡（災害関連死を含む） 2．行方不明  3．重傷  4．軽傷 

氏 名 等 
（氏名              ）（生年月日              ） 

（性別  男  ・  女  ・  不明 ） 

住 所  

収 容 先   

  その他参考事項（応急処置、情報源、確認・未確認の別、世帯主及び続柄等） 
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避難先
地　区
名

緊急安全確保、
避難指示の種別
及び日時

避難指
示世帯
数

避難指
示人数

避難
実世
帯数

避難
実人
数

屋内
屋外の
別

今後の見通し
最大
世帯
数

最大
人数

（緊急）（指示）
　　日　　時　　分
（自主）

世帯 人 世帯 人
屋内
屋外

世帯 人

（緊急）（指示）
　　日　　時　　分
（自主）

屋内
屋外

（緊急）（指示）
　　日　　時　　分
（自主）

屋内
屋外

（緊急）（指示）
　　日　　時　　分
（自主）

屋内
屋外

（緊急）（指示）
　　日　　時　　分
（自主）

屋内
屋外

（緊急）（指示）
　　日　　時　　分
（自主）

屋内
屋外

（緊急）（指示）
　　日　　時　　分
（自主）

屋内
屋外

受　入 搬　送 重　傷 軽　傷

※最大世帯数及び最大人数については、避難先毎の最大数を記入すること。

　　時　　分日　　時　　分現在

刈谷市

受　信　時　刻

受　信　機　関

受　信　者　名

県様式４

救
護
所
開
設
状
況

救　護　所　名

発　 信　 機　 関

発 　信 　者　 名

内　　　　　　　　　　　容

報　告　の　時　点

患　者　数
実 施 機 関

収容人数の最大値

避難状況・救護所開設状況（第　　報）

避
　
　
 
　
難
　
　
　
 
状
　
　
　
　
況

設　置　場　所
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県様式５  

（市町村・愛知県用）   

公 共 施 設 被 害  

（第    報）  

報告の時刻 日   時  分 現在  発 信 時 刻              時   分  

発 信 機 関 刈谷市  受 信 機 関  

発 信 者 名  受 信 者 名  

内 容 

被 害 区 分 

ア．河川   イ．海岸   ウ．貯水池・ため池等   エ．砂防  

オ．港湾・漁港   カ．道路  キ．水道施設  

ク．その他（                  ）  

発  

 

生  

日 時 日     時     分  

場 所  

原 因  

 

 

 

 

状  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

況  

被害区域  

区  間  
 

管理者  
             （電話               ）  

被害程度  

（概要）  

 

応急対策  

の 状 況  

 

 

復旧見込  

 

 

そ の 他  

参考事項  
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                                                                        文 書 番 号  

                                                                        年  月  日  

    愛 知 県 知 事  殿                                    

                                                           刈谷市長 ○ ○ ○ ○ 

   

                               部隊等の派遣要請依頼書               

   

     災害を防除するため、下記のとおり自衛隊の災害派遣要請を依頼します。 

                                            記 

   1 災害の情況及び派遣要請を依頼する理由 

       災害の情況（特に災害派遣を必要とする区域の情況を明らかにする。） 

   

   

   

       

       派遣要請を依頼する理由 

   

   

   

    2 派遣を希望する期間 

   

   

    3 派遣を希望する区域及び活動内容 

      (1) 区域 

   

       (2) 活動内容（遭難者の捜索援助、道路啓開、水防輸送、防疫等） 

   

   

    4 その他参考となるべき事項 

       その他の細部については、       において調整する。 

   

   

 

 

 

（注）2 項に関しては、具体的に表現することが不可能な場合には、「救援活動終了するまでの

間」等の定性的な表現とすること。 
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                              文書番号 

                          平成２７年１１月４日 

愛 知 県 知 事  殿 

 

                       刈谷市長 ○ ○ ○ ○ 

 

部隊等の派遣要請依頼書 

 

 災害を防除するため、下記のとおり自衛隊の災害派遣要請を依頼します。 

記 

１ 災害の情況及び災害派遣を依頼する理由 

  平成２７年１１月４日、巨大地震の発生により、市内で震度７の地震が観測さ

れるとともに市沿岸部に津波が襲来し、甚大な被害が発生しており、さらに、市

全域で建物倒壊が多数発生し、早急に被災者の救出を行う必要があるものの、警

察・消防による救出救助活動が難航していることから、自衛隊の災害派遣をお願

いしたい。 

 

２ 派遣を希望する期間 

 平成２７年１１月４日（水）○○時から活動終了までに必要とする時間 

 

３ 派遣を希望する区域及び活動内容 

(1) 区域 

  市全域 

(2) 活動内容 

 ・ 被害状況把握のための航空機による偵察 

・ 要救助者の捜索・救出救助活動 

 

４ その他参考となるべき事項 

連絡責任者 ○○市○○課長 ○○○○（電話○○○○） 

部隊活動拠点 ○○市○○町○○番地 ○○公園 

記載例 
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文  書  番  号  

年   月   日  

 

愛知県知事  殿  

 

刈谷市長  ○  ○  ○  ○  

 

災害派遣部隊撤収要請依頼書  

自衛隊の災害派遣を要請中のところ、派遣目的が達成されたことに伴い、  

 月  日をもって派遣部隊等を撤収要請されるよう依頼します。  
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罹災証明書交付申請書 

年  月  日  

刈谷市長 

                     〒   － 

申請者 住 所                 

氏 名
フ リ ガ ナ

                 

生年月日       年   月   日 

電話番号 （    ）    －     

 

次のとおり申請します。 

なお、罹災証明書に係る情報を市の関係部署に提供すること及び住家の被害認定

調査に協力することを承諾します。 

被災住家

に 居 住 

する世帯 

の世帯主 

住 所 
□申請者と同じ  

 

氏 名
フ リ ガ ナ

 
□申請者と同じ  

 

生年月日      年  月  日 

罹 災 原 因 □地震 □豪雨 □暴風 □その他（         ） 

罹 災 年 月 日 年  月  日     

被災住家の所在地 
□被災住家に居住する世帯の世帯主の住所と同じ  

 

書 類 送 付 先 
※申請者住所と異なる場合のみ記入  

〒   － 

特 記 事 項 
 

□  「自己判定方式」によることを希望します。また、被害の判定について、「準半壊に至らない

（一部損壊）」の判定と決定されることに同意します。  
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罹 災 証 明 書 

 

世 帯 主 住 所  

世 帯 主 氏 名  

 

罹 災 原 因  

 

被 災 住 家 の 

所 在 地 
 

住家の被害の 

程    度 
 

 

※住家とは、現実に居住（世帯が生活の本拠として日常的に使用していることをいう。）のために使用してい

る建物のこと。（被災者生活再建支援金や災害救助法による住宅の応急修理等の対象となる住家） 

 

備  考  

   

上記のとおり、相違ないことを証明します。 

   

    年   月   日 

             刈谷市長           印    

※  

※  

-64-

様式12



 

罹災届出書 

年  月  日  

刈谷市長 

 

届出者 住 所                 

氏 名
フ リ ガ ナ

                 

生年月日       年   月   日 

電話番号 （    ）    －     

 

次のとおり被害を受けたことを届け出ます。 

罹 災 資 産 の 種 類 
□土地 □建物 □塀等の工作物 □償却資産 □車両 

□その他（           ） 

罹 災 場 所  

罹災資産 

の所有者 

住 所 
□届出者と同じ  

 

氏 名
フ リ ガ ナ

 
□届出者と同じ  

 

届 出 者 と 罹 災 

資 産 と の 関 係 

□所有者 □管理者 □占有者 

□その他（           ） 

罹 災 原 因 □地震 □豪雨 □暴風 □その他（         ） 

罹 災 年 月 日 年  月  日     

被 害 状 況  

-------------------------------------------------------------------------- 

罹災届出証明書 

上記のとおり届出があったことを証明する。 

年  月  日 

刈谷市長                印    
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県災害救助の手引き様式１の１ 

発 生 情 報 

 

 

１ 災害の発生日時、場所、原因及び被害の概況 

 

 

 

 

２ 被害状況調（概数）（  月  日  時  分現在） 

  県防災情報システムに入力済 

人的被害 人 住家被害 棟 世帯 人員 

死 者  全壊、全焼又は流失     

行 方 不 明  半 壊 、 又 は 半 焼     

負 

傷 

重 傷  一 部 損 壊     

軽 傷  床 上 浸 水     

小 計  床 下 浸 水     

３ すでにとった措置 

 

 

 

４ 今後の救助措置の見込み 

 

 

 

５ その他事項 

 

 

 

※ 「２ 被害状況調」は、原則、愛知県防災情報システムに入力した上で、「県防災情報シ

ステムに入力済」と記載し、数値の記載を省略すること。ただし、県防災情報システムは

使用できない場合、この限りではない。 

報告日時  年   月   日  時   分 

市町村名 刈谷市 

所 属  

報 告 者  

電 話 等  
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県災害救助の手引き様式１の１ 

 

発 生 情 報 

報告日時 ○○年○月○○日○時○○分 

市町村名 刈谷市 

所 属 災害対策本部○○班 

報 告 者 愛知 太郎 

電 話 等 ６００－００００ 

 

１ 災害の発生日時、場所、原因及び被害の概況 

（土砂災害の例） 

○年○月○日からの梅雨前線豪雨により、市内南部において○時○分より○時○分

までの○時間内に○㎜から○㎜の降雨量に達し、○○町ほか○箇所において土石流が

発生した。判明している被害は、２のとおりであり、災害救助法施行令第 1条第 1項

第 4号に該当する。なお、被害は、今後拡大する見込である。 

（台風の例） 

○月○日○時○分に上陸した台風○号により、○時○分より○時○分までの○時間

内に○㎜から○㎜の降雨量に達し、○○川ほか市内の多数の河川の増水などにより浸

水被害が発生した。判明している被害は、２のとおりであり、災害救助法施行令第 1

条第 1項第 4号に該当する。なお、被害は、今後拡大する見込である。 

（地震の例） 

○月○日○時○分に発生した地震により、市内で震度○を記録し、市内○○を中心

に被害が発生した。判明している被害は、２のとおりであるが、詳細は調査中で、今

後増加する見込である。 

 なお、○○において、県道〇号線が通行止めになったほか、山腹の崩壊等により○

○へ通じるすべての道路が遮断され、ヘリコプターによる救助要員の派遣及び救助物

資の搬入が必要となっており、災害救助法施行令第 1条第 1項第 3号に該当する。 

２ 被害状況調（概数）（○月○日○時○分現在） 

   県防災情報システムに入力済み 

３ すでにとった措置 

・ 避難所の設置（設置数及び避難人員等は調査中） 

・ 炊き出しその他による食品の給与（給与人員、給与数は調査中） 

４ 今後の救助措置の見込み 

・ 被服、寝具その他生活必需品の給与 

・ 学用品の給与 その他 

５ その他事項 

  特になし 

記載例 
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様式１の３

発信日時：　　　　年　　月　　日　午前・午後　　時　　分

発信所属・担当者名：

災害対策本部⇔方面本部⇔各市町村

1　概　要

　（例）

・○○○○年〇月〇日の○○（災害）により、県内市町村に甚大な被害が予想される。

・災害救助法施行令第１条第１項第４号に該当する可能性がある。

・ついては、災害救助法適用の意思を所属にて判断し、回答されたい。

・本書類は災害救助法の適用意思について、迅速に把握するためにのみ使用するため、

　災害救助法の適用要請は様式２にて所管方面本部へ提出されたい。

2　回答期限

　 ○○○○年〇〇月○○日　午前・午後○○時○○分

3　回　答（適用意思　あり：〇　なし：×　連絡途絶：● 　適用済：－）

方面本部 市町村
適用
意思

方面本部 市町村
適用
意思

方面本部 市町村
適用
意思

一宮市 津島市 豊橋市

瀬戸市 愛西市 豊川市

春日井市 弥富市 蒲郡市

犬山市 あま市 田原市

江南市 大治町 新城市

小牧市 蟹江町 設楽町

稲沢市 飛島村 東栄町

尾張旭市 半田市 豊根村

岩倉市 常滑市 岡崎市

豊明市 東海市 碧南市

日進市 大府市 刈谷市

清須市 知多市 安城市

北名古屋市 阿久比町 西尾市

長久手市 東浦町 知立市

東郷町 南知多町 高浜市

豊山町 美浜町 幸田町

大口町 武豊町 豊田市

扶桑町 みよし市

４　備考

　　<通信欄>（例）

　連絡途絶等により意思を確認できない市町村に対し、県の判断により法適用を決定する

場合がある。

市町村災害救助法適用意思確認書

尾張

海部

知多

東三河

新城設楽

西三河

豊田加茂
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県災害救助の手引き様式２ 

 

番 号 

  年  月  日 

 

 愛知県知事 ○○ ○○ 殿 

 

刈谷市長 ○ ○ ○ ○ 印 

 

災害救助法の適用について（依頼） 

 

 〇〇年〇月〇〇日に発生した＜災害名＞により、下記のとおり多大な被害が発生しま

したので、災害救助法（昭和 22年法律第 118号）の適用を要請します。 

記 

１ 被害の状況 

      （  年  月  日  時 分現在） 

人的被害 人 住家被害 世 帯 

死 者  全壊、全焼又は流失（Ａ）  

行 方 不 明  半壊、又は半焼（Ｂ）  

負 
傷 

重 傷  一部損壊  

軽 傷  床上浸水（Ｃ）  

小 計  床下浸水  

 

   滅失世帯数     世帯  ※ 滅失世帯数＝（Ａ）＋（Ｂ）／２＋（Ｃ）／３ 

 

２ 災害救助法施行令第 1条第 1項の該当条項 

  第〇号 

 

３ すでにとった措置 

   

 

４ 今後とろうとする措置 

 担 当  ○○部〇〇〇〇課〇〇担当 

無 線  （発信番号）０００－００００ 

電 話  ００００－００－００００ 

ＦＡＸ  ００００－００－００００ 

e-mail   aaaaaaa@city.aaaaa.lg.jp 
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県災害救助の手引き様式２ 

 

５ 災 第 ６ ７ ４ 号 

令和 5 年１２月３１日 

 

 愛知県知事 ○ ○ ○ ○ 殿 

 

                            刈谷市長 〇〇 〇〇  

 

災害救助法の適用について（依頼） 

 

 令和５年１２月３１日に発生した三河湾の地震により、下記のとおり多大な被害が発

生しましたので、災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）の適用を要請します。 

記 

１ 被害の状況 

     （令和５年１２月３１日午後４時３０分現在） 

人的被害 人 住家被害 世 帯 

死 者 １０ 全壊、全焼又は流失（Ａ） ３０ 

行 方 不 明 ３ 半壊、又は半焼（Ｂ） ６０ 

負 

傷 

重 傷 １１ 一部損壊 １００ 

軽 傷 ８９ 床上浸水（Ｃ） ０ 

小 計 １００ 床下浸水 ０ 

   滅失世帯数  ６０世帯  ※ 滅失世帯数＝（Ａ）＋（Ｂ）／２＋（Ｃ）／３ 

２ 災害救助法施行令第 1 条第 1 項の該当条項 

  第４号 

 地震発生後、余震が続いており、多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるおそ

れが生じ、避難して継続的に救助が必要となっている。 

３ すでにとった措置 

 ①避難所の設置（○箇所、避難人員は調査中） 

②炊出しその他による食品の給与（給与人員、給与数は調査中） 

③被服、寝具その他生活必需品の給与（給与人員、給与数は調査中） 

４ 今後とろうとする措置 

 ①医療（救護所の設置） 

②応急仮設住宅の設置 

③住宅の応急修理 
担 当  危機管理課（愛知） 

無 線  ０００－００００ 

電 話  ０５００－００－００００ 

ＦＡＸ  ０５００－００－０５００ 

e-mail   aaaaaaa@city.aaaaa.lg.jp 

記載例 
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文 書 番 号 

  年  月  日 

 

 愛知県知事 ○○ ○○ 殿 

 

                     ＜市町村名＞長 ○○ ○○   

 

災害救助法の適用について（依頼） 

 

 ＜災害名＞により、災害が発生するおそれがあるため、災害救助法（昭和 22年法律第

118号）第２条第２項に基づき、適用を要請します。 

記 

１ 避難所の開設状況等 

      （    年  月  日  時 分現在） 

事前避難又は救助実施に係る避難先の市町村名※  

避難所数 カ所 

避難者数 人 

うち、要配慮者の避難者数 人 

 

 

２ その他事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当  ○○部〇〇〇〇課〇〇担当 

無 線  （発信番号）０００－００００ 

電 話  ００００－００－００００ 

ＦＡＸ  ００００－００－００００ 

E-mail   aaaaaaa@city.aaaaa.lg.jp 

様式２の２ 
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５あ災第６７４号 

令和５年９月１日 

 

 愛知県知事 大村 秀章 殿 

 

                      ＜市町村名＞長 〇〇 〇〇   

 

災害救助法の適用について（依頼） 

 

 令和５年台風第３０号により、災害が発生するおそれがあるため、災害救助法（昭和 22

年法律第 118号）第２条第２項に基づき、適用を要請します。 

記 

１ 避難所の開設状況等 

           （令和５年９月１日午後４時現在） 

事前避難又は救助実施に係る避難先の市町村名※  

避難所数 １２カ所 

避難者数 ８４人 

うち、要配慮者の避難者数 ３０人 

 

 

２ その他事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当  ○○部〇〇〇〇課〇〇担当 

無 線  （発信番号）０００－００００ 

電 話  ００００－００－００００ 

ＦＡＸ  ００００－００－００００ 

E-mail  aaaaaaa@city.aaaaa.lg.jp 

記載例 
様式２の２ 
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県災害救助の手引き様式３の１ 

 

 

番                号 

  年  月  日 

 

 ＜市町村名＞長 ○○ ○○ 殿 

 

                    愛知県知事 ○○ ○○ 印 

 

災害救助法による救助の実施について（通知） 

 

 〇〇年〇月〇〇日に発生した＜ 災 害 名 ＞ に関し、〇月〇日から ＜市

（区）町村名＞の区域に災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）を適用し、

救助を実施することとしました。 

 

担 当  防災安全局防災部災害対策課 

     支援グループ（〇〇） 

無 線  （発信番号）600‐256７ 

電 話  052-954-6149 

ＦＡＸ  052-954-6912 

E-mail   saigaitaisaku@pref.aichi.lg.jp 
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県災害救助の手引き様式３の２ 

 

番         号 

  年  月  日 

 

 ＜市町村名＞長 ○○ ○○ 殿 

 

                   愛知県知事 ○○ ○○ 印 

 

災害救助法による救助に関する事務の一部を市町村長が行うことと 

することについて（通知） 

 

  〇〇年〇月〇〇日に発生した＜ 災 害 名 ＞に関し、災害救助法 （昭和

22 年法律第 118 号）による救助を実施するにあたり、同法第 13 条第１項

の規定に基づき下記１の内容については貴職が行うこととし、その期間につ

いては下記２のとおりとしたので通知します。 

記 

１ 救助の種類 

 

２ 救助の期間 

  災害救助法施行細則に定める期間 

   

 

 

担 当  防災安全局防災部災害対策課 

     支援グループ（〇〇） 

無 線  （発信番号）600‐256７ 

電 話  052-954-6149 

ＦＡＸ  052-954-6912 

E-mail   saigaitaisaku@pref.aichi.lg.jp 
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県災害救助の手引き様式４の１ 

 

中間・決定 情報 

報告日時    年  月  日  時  分 

市町村名 刈谷市 

所 属  

報 告 者  

電 話 等  

 

１ 災害の発生日時、場所、原因及び被害の概況 

 

 

 

２ 被害状況調（  月  日  時  分現在）   

人的被害 人 住家被害 棟 世帯 人員 

死 者  全壊、全焼又は流失     

行 方 不 明  半 壊 、 又 は 半 焼     

負 

傷 

重 傷  一 部 損 壊     

軽 傷  床 上 浸 水     

小 計  床 下 浸 水     

 

３ 救助の種類別実施状況（  月  日  時  分現在） 

救助の種類 実施状況 救助の種類 実施状況 

避難所の設置 延  人 救出 延  人 

応急仮設住宅の供与   戸 住宅の応急修理 延  世帯 

食品の給与 延  人 学用品の給与 延  人 

飲料水の供給 延  人 埋葬 延  人 

生活必需品の給与 延  世帯 死体の捜索 延  人 

医療 延  人 死体の処理 延  人 

助産 延  人 障害物の除去 延  世帯 

４ 救助費概算（見込）額調 

  別紙 「災害救助費概算額調」のとおり 

 

５ 救助費の予算措置の概況 

※ 「２ 被害状況調」は、愛知県防災情報システムに入力済みである場合には、表に代え

て「県防災情報システムに入力済み」と記載し、数値の記載を省略することができる。 
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県災害救助の手引き様式４の１ 

 

中間・決定 情報 

報告日時 ○○年○月○○日○時○○分 

市町村名 刈谷市 

所 属 災害対策本部○○班 

報 告 者 愛知 太郎 

電 話 等 ６００－００００ 

 

１ 災害の発生日時、場所、原因及び被害の概況 

※ 災害発生情報にその後の状況を加えて記載する。 

 

 

２ 被害状況調（○月○日○時○分現在）   

  県防災情報システムに入力済み 

 

３ 救助の種類別実施状況（  月  日  時  分現在） 

救助の種類 実施状況 救助の種類 実施状況 

避難所の設置 延 00,000 人 救出 延 00 人 

応急仮設住宅の供与  0,000 戸 住宅の応急修理 延 000 世帯 

食品の給与 延 00,000 人 学用品の給与 延 000 人 

飲料水の供給 延 00,000 人 埋葬 延 00 人 

生活必需品の給与 延 0,000 世帯 死体の捜索 延 00 人 

医療 延 00 人 死体の処理 延 000 人 

助産 延 0 人 障害物の除去 延 00 世帯 

 

４ 救助費概算（見込）額調 

  別紙 「災害救助費概算額調」のとおり 

 

５ 救助費の予算措置の概況 

  ○○年○月補正予算に計上予定 

 

記載例 
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県災害救助の手引き様式４の３【おそれ段階での適用】 

 

中間・決定 情報 

報告日時    年  月  日  時  分 

市町村名 刈谷市 

所 属  

報 告 者  

電 話 等  

 

１ 避難及び救助の実施状況調（  月  日  時  分現在） 

（１）避難指示等の発令状況 

 

 

 

（２）避難所開設状況及び避難者数等 

事前避難又は救助実施に係る避難先の市町村名※  

避難所数 カ所 

避難者数 人 

うち、要配慮者の避難者数 人 

  ※広域避難の場合に限る 

 

 

２ 救助の種類別実施状況（  月  日  時  分現在） 

救助の種類 実施状況 救助の種類 実施状況 

避難所の設置 延  人 要配慮者の輸送 延  世帯 

 

 

３ 救助費概算（見込）額調 

別紙「災害救助費概算額調」のとおり 

  

 

４ 救助費の予算措置の概況 

 

 

 

※ 「２ 被害状況調」は、愛知県防災情報システムに入力済みである場合には、表に代え

て「県防災情報システムに入力済み」と記載し、数値の記載を省略することができる。 
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県災害救助の手引き様式４の３【おそれ段階での適用】 

記載例 

 

中間・決定 情報 

報告日時  ○○年○月○○日○時○○分 

市町村名 刈谷市 

所 属 災害対策本部○○班 

報 告 者 愛知 太郎 

電 話 等 ６００－００００ 

 

１ 避難及び救助の実施状況調（  月  日  時  分現在） 

（１）避難指示等の発令状況 

 ※事前避難・避難所の供与の実施状況にその後の状況を加えて記載する。 

 

 

（２）避難所開設状況及び避難者数等 

   県防災情報システムに入力済 

 

 

２ 救助の種類別実施状況（  月  日  時  分現在） 

救助の種類 実施状況 救助の種類 実施状況 

避難所の設置 延 0000 人 要配慮者の輸送 延 00 世帯 

 

 

３ 救助費概算（見込）額調 

別紙「災害救助費概算額調」のとおり 

  

 

４ 救助費の予算措置の概況 

 

 

 

 

-78-

様式19



県災害救助の手引き様式４の１ 別紙

愛知県刈谷市

単価 金額 備　　考

Ⅰ 円 円

1

延人

延人

延人

延人

世帯

世帯

世帯

世帯

（3） 延人

（4）

世帯

世帯

世帯

延人

延人

延人

（7） 人

世帯

世帯

世帯

（9） 世帯

教 科 書 人

文 房 具 等 人

教 科 書 人

文 房 具 等 人

教 科 書 人

文 房 具 等 人

人

体

体

体

（12） 体

体

体

体

体

（14） 世帯

（15）

（16）

2 人

3 件

4 件

5

Ⅱ

1

2

3

4

（合　　　　　　　　　　　　計）

都 道 府 県 事 務 費

市 町 村 事 務 費

法 第 20 条 第 1 項 の 求償 に係 る事 務費

法 第 19 条 の 補 償

救 助 事 務 に 要 し た 経 費

災害ボランティアセンターの設置・運営（委
託費）

賃 金 職 員 等 雇 上 費

扶 助 金

損 失 補 償

実 費 弁 償 費

洗 浄 、 縫 合 、 消 毒 等

一 時 保 存

検 案

計

障 害 物 の 除 去 費

輸 送 費

（11）
埋
葬
費

大 人

小 人

計

学
用
品
の
給
与
費

小学校
児童

中学校
生徒

高等学
校等生
徒

計

（13）

死
体
の
処
理
費

生 業 に 必 要 な 資 金 の 貸 与 費

（6）

医療
及び
助産
費

医 療

助 産

計

被 災 者 の 救 出 費

（8）

住宅
の
応急
修理
費

半 壊 以 上

準 半 壊

計

死 体 の 捜 索 費

（10）

（2）

応急
仮設
住宅
設置
費

建 設 型 仮 設 住 宅

借 上 型 仮 設 住 宅

応 急 修 理 期 間 に お け る
応 急 仮 設 住 宅 の 使 用

炊出しその他による食品の給与費

飲 料 水 の 供 給 費

（5）

被服寝具
その他生
活必需品
給（貸）
与費

全 壊 （ 焼 ） 流 出

半 壊 （ 焼 ） ･ 床 上 浸 水

計

災　害　救　助　費　概　算　額　調

（　災　害　名　）

種　目　別　区　分 員数

救 助 業 務 に 要 し た 経 費

救 助 費

（1）
避難
所設
置費

避 難 所

福 祉 避 難 所

ホ テ ル ･ 旅 館 な ど

計

計
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県災害救助の手引き様式５ 

 

救助実施記録日計票 

 

 

市 町 村 名 刈谷市 

責 任 者 氏 名  

地区責任者氏名  

 

ＮＯ．        月  日  時  分現在 

 

員数（世帯）  

品 目 

（数量・金額） 
 

受入先  

払出先  

場 所  

方 法  

記 事  

（記入要領）          

１ 各救助の種類ごとに一葉作成する｡      

２ 記録票欄外のナンバー欄には、記録票ごとに一連番号を附するものとし、報告内容を訂正する場合、

例えば No.10 の次に No.5 の分を訂正する場合には、「No.11(No.5 訂正)」のように記載のうえ、No.5

の記録票には朱で×印を付し、「(No.11 に訂正済)」とし、廃棄することなくそのままナンバー順に綴っ

ておくこと。 

    なお、救助の実施種類が多い場合には、救助の種類ごとに一連番号を附し、ナンバー順に綴ってよい。 

３ 記録票欄外の救助の種類別欄は、災害救助法第 4 条第 1 項の救助の種類を記入する。 

４ 機械･器具等を無償で借上げた場合についても記録票を作成する。 

５ 災害救助基金より放出した場合についても同様とする。 

６  被服寝具その他生活必需品の給与等で、県調達分と市町村調達分があるときは、それぞれ別に記録票

を作成する。 

救助の種類 
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県災害救助の手引き様式５ 

 

救助実施記録日計票 

 

 

市 町 村 名 刈谷市 

責 任 者 氏 名 〇〇 〇〇 

地区責任者氏名 〇〇 〇〇 

 

ＮＯ．  〇    〇月〇〇日〇時〇〇分現在 

 

員数（世帯） 200 人（80 世帯） 

品 目 

（数量・金額） 
 ― 

受入先  ― 

払出先  ― 

場 所 〇〇小学校 

方 法 被災した住民を〇〇小学校体育館に収容 

記 事  ― 

（記入要領）          

１ 各救助の種類ごとに一葉作成する｡      

２ 記録票欄外のナンバー欄には、記録票ごとに一連番号を附するものとし、報告内容を訂正する場合、

例えば No.10 の次に No.5 の分を訂正する場合には、「No.11(No.5 訂正)」のように記載のうえ、No.5

の記録票には朱で×印を付し、「(No.11 に訂正済)」とし、廃棄することなくそのままナンバー順に綴っ

ておくこと。 

    なお、救助の実施種類が多い場合には、救助の種類ごとに一連番号を附し、ナンバー順に綴ってよい。 

３ 記録票欄外の救助の種類別欄は、災害救助法第 4 条第 1 項の救助の種類を記入する。 

４ 機械･器具等を無償で借上げた場合についても記録票を作成する。 

５ 災害救助基金より放出した場合についても同様とする。 

６  被服寝具その他生活必需品の給与等で、県調達分と市町村調達分があるときは、それぞれ別に記録票

を作成する。 

救助の種類 

避難所の供与 

記載例 
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県災害救助の手引き様式６

市町村名 刈谷市

単価 金額（円）

避難所用

炊出しその他に
よる食品給与用

給水用機械器具燃料
浄水用薬品資材

被服・寝具等

医薬品衛生材料

被災者救出用
機械器具燃料

燃料及び消耗品

計

    （注） １  「摘要」欄に購入又は受入先及び払出先を記入すること。

２  「備考」欄に購入単価及び購入金額を記入すること。

３  各救助の種目別最終行に受、払、残の計及びそれぞれの金額を明らかにすること。

  なお、物資等において、都道府県よりの受入分及び市町村調達分がある場合には、

  それぞれの別に受、払、残の計及び金額を明らかにしておくこと。

４  救護班による場合には、救護班ごとに救護業務従事期間中における品目ごとの

  使用状況を記入すること。

   なお、「備考」欄に払高数量（使用数量）に対する金額を記入すること。

５  救助の種類別の品目が多い場合、救助の種類別ごとに一葉作成すること。

救 助 の 種 目 別 物 資 受 払 簿

救助の種類別 年月日 品  名
単位
呼称

摘  要 受 払 残
備  考
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県災害救助の手引き様式６

市町村名 刈谷市

単価 金額（円）

避難所用 R3.1.18 トイレットペーパー 巻 東西小学校 50 50 0 25 1,250

R3.1.18 トイレットペーパー 巻 南北小学校 50 50 0 25 1,250

… … … … … … … … …

… … … … … … … … …

計 2,500 2,500 0 25 2,500

炊出しその他に
よる食品給与用

R3.1.18 弁当 食 東西小学校 480 480 0 400 192,000

H29.1.18 弁当 食 南北小学校 480 480 0 400 192,000

… … … … … … … … …

… … … … … … … … …

計 食 24,000 24,000 0 400 9,600,000

被服・寝具等 R3.1.19 毛布 枚 東西小学校 200 200 0 0 県物資

R3.1.19 毛布 枚 南北小学校 200 200 0 0 県物資

… … … … … … … … …

… … … … … … … … …

計 10,000 10,000 － 0

    （注） １  「摘要」欄に購入又は受入先及び払出先を記入すること。

２  「備考」欄に購入単価及び購入金額を記入すること。

３  各救助の種目別最終行に受、払、残の計及びそれぞれの金額を明らかにすること。

  なお、物資等において、都道府県よりの受入分及び市町村調達分がある場合には、

  それぞれの別に受、払、残の計及び金額を明らかにしておくこと。

４  救護班による場合には、救護班ごとに救護業務従事期間中における品目ごとの使用

  状況を記入すること。

   なお、「備考」欄に払高数量（使用数量）に対する金額を記入すること。

５  救助の種類別の品目が多い場合、救助の種類別ごとに一葉作成すること。

救 助 の 種 目 別 物 資 受 払 簿

救助の種類別 年月日 品  名
単位
呼称

摘  要 受 払 残
備  考

記載例
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県災害救助の手引き様式７

市町村名

品名 数量
　月　日～　月
日 人

計

（注）１　　「種別」欄は、避難所、福祉避難所、ホテル･旅館などの別に記入すること。
　　　２　　物品の使用状況は、開設期間中に使用した品目別、使用数量を記入すること。
　　　３　　「備考」欄は、別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。
　　　４　　福祉避難所として使用した実費については、「備考」欄に記入すること。

避難所設置及び避難生活状況

刈谷市

避難所の名称 種別 開設期間 延人員
物品使用状況

実支出額 備考
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県災害救助の手引き様式７

市町村名

品名 数量

東西小学校 避難所
 １月17日
～2月15日 4,160人

トイレット
ペーパー 50 1,250

簡易トイレ 2 30,000

仮設トイレ 5 250,000

ゴミ袋 10 100

テント 2 40,000

間仕切り 50 50,000

シャワー 1 155,000

仮設風呂 1 200,000

725,100

計

（注）１　　「種別」欄は、避難所、福祉避難所、ホテル･旅館などの別に記入すること。
　　　２　　物品の使用状況は、開設期間中に使用した品目別、使用数量を記入すること。
　　　３　　「備考」欄は、別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。
　　　４　　福祉避難所として使用した実費については、「備考」欄に記入すること。

避難所設置及び避難生活状況

刈谷市

避難所の名称 種別 開設期間 延人員
物品使用状況

実支出額 備考

記載例

-85-

様式22



県災害救助の手引き様式７の２【おそれ段階での適用】 

 

事前避難・避難所の設置の実施状況 

報告日時    年  月  日  時  分 

市町村名 刈谷市 

所 属  

報 告 者  

電 話 等  

 

１ 避難及び救助の実施状況調（  月  日  時  分現在） 

（１）避難指示等の発令状況 

 

 

 

（２）避難所開設状況及び避難者数等 

事前避難又は救助実施に係る避難先の市町村名※  

避難所数 カ所 

避難者数 人 

うち、要配慮者の避難者数 人 

  ※広域避難の場合に限る 

 

 

２ その他事項 
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県災害救助の手引き様式７の２【おそれ段階での適用】 

記載例 

 

事前避難・避難所の設置の実施状況 

報告日時  ○○年○月○○日○時○○分 

市町村名 刈谷市 

所 属 災害対策本部○○班 

報 告 者 愛知 太郎 

電 話 等 ６００－００００ 

 

１ 避難及び救助の実施状況調（  月  日  時  分現在） 

（１）避難指示等の発令状況 

○月○日○時○分に上陸した台風○号により、○時○分より○時○分までの○時

間内に○㎜から○㎜の降雨量に達し、○○川の水位が避難判断水位に達したことから

○時○分に「警戒レベル３高齢者等避難」を発令した。 

 

 

（２）避難所開設状況及び避難者数等 

  県防災情報システムに入力済 

 

 

２ その他事項 
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土 地 賃 貸 借 契 約 書 

年  月  日 

 

甲 住 所 

氏 名             ㊞ 

 

乙 刈谷市長           印  

 

を甲とし、刈谷市長を乙として

下記の物件について下記条項によって、賃貸借契約を締結する。 

この契約を証するため、契約書 2 通を作成し、互いに記名押印してそれぞれ 1 通

を所持する。 

1 物件の名称 

2 所 在 目 的      

3 地 積      

4 使 用 目 的      

5 賃 貸 借 料      

6 賃貸借料の支払期限及び方法 

7 賃貸借期間    年  月  日から 

    年  月  日まで 

記 

条項 

第 1 条 乙は賃貸借物件を使用目的以外に使用してはならない。 

第 2 条 甲は賃貸借物件を第三者に売却又は譲渡しようとするときは、その買受者

又は譲受者に本契約の義務を継承させること。この場合甲、乙両者協議の上、本

契約を解除し買受者又は譲受者と新たに契約するものとする。 

第 3 条 賃貸借物件にかかる諸公課は全て甲の負担とする。 

第 4 条 本契約における賃貸借料は法令その他の理由によりその変更を認められる

ときは、甲乙両者協議の上契約を更新するものとする。 

第 5 条 この契約は賃貸借期間満了 1 か月前に当事者双方から何らかの申出がない 

ときは、満了の日から起算して満 1 か年間更に継続するものとする。以後期間満

了のときにおいてもまた同様とする。 

第 6 条 この契約に定めのない事項については甲、乙両者誠意をもって協議しなけ

ればならない。 
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応急仮設住宅入居申込書 

年  月  日   

  刈谷市長 
ふりがな           

     
氏  名               

 

災害により被災したので、次のとおり申込みます。 

第１希望地  受付番号 

第２希望地  受付番号 

現 住 所 電話（    ）  ―    

入 

居 

者 

の 

親 

族 

氏  名 続柄 生年月日 年齢 備  考 

 本人 ・  ・   

  ・   ・   

  ・   ・   

  ・   ・   

  ・   ・   

  ・   ・   

  ・   ・   

 

順位 〇印 世帯情報 

1 

 ６５歳以上の方のみ世帯 

 ６５歳以上の方もしくは１８歳未満の方のみ世帯 

 障害者の方のいる世帯 

 ３歳未満の乳幼児を扶養する配偶者のいない方の世帯 

 特定疾患により早急に居住の安定を図る必要がある世帯 

2 

 ６５歳以上の方のいる世帯 

 ３歳から１８歳までの方を扶養する配偶者のいない方の世帯 

 ３歳未満の乳幼児のいる世帯 

 生活保護受給者 

 妊婦のいる世帯 

 添付書類 罹災証明書 
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年  月  日 

応急仮設住宅入居許可通知 

 

       様 

 

                    刈谷市長 〇 〇 〇 〇      

 

下記のとおり応急仮設住宅の入居を許可します。 

記 

１ 住宅の所在地                          

 

２ 入居期間       年  月  日から   年  月  日  
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 応 急 仮 設 住 宅 入 居 契 約 書  

 応急仮設住宅の入居につき貸渡人刈谷市長           を甲とし、借受人           

を乙として甲乙当事者間に次の契約を締結する。  

（使用物件） 

第 1 条 甲は、災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）に基づいて設置した応急仮

設住宅(以下「住宅」という。) を乙に無償で使用させるものとして乙はこれ

を承諾する。  

住宅名          所在地  

（使用期間） 

第 2 条 住宅の使用期間は、入居の日の     年    月    日から     年    

月    日までとする。  

（使用料） 

第 3 条 住宅使用料は、無償とする。  

（費用負担） 

第 4 条 別表に掲げる費用は、乙が負担しなければならない。なお退去時の修繕

にかかる費用については、乙に故意又は過失がある場合に乙が負担しなければ

ならない。ただし、甲が認めたときはこの限りではない。 

（入居の保管義務）  

第 5 条 乙は、住宅を善良な管理書の注意をもって管理し、正常な状態において

維持しなければならない。 

2 乙は、住宅を転貸し、又は入居の権利を他の者に譲渡することはできない。 

3 乙は、住宅の原状を変更し、又は住宅以外の目的に使用してはならない。 
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（損害賠償） 

第 6 条 乙が故意又は過失によって住宅又は建具を滅失し又は損傷したときは、

乙は甲に損害額に相当する金額を損害賠償として支払わなければならない。た

だし、乙の負担において原状回復した場合は、この限りでない。 

（住宅の明渡し） 

第 7 条 乙は、住宅の使用を止めようとするときは、その 1 箇月前までに甲にそ

の旨を届け出なければならない。 

（返還命令） 

第 8 条 甲は、乙が次のいずれかに該当するときには、乙に住宅の返還を命ずる

ことができる。 

（1）  第 5 条の規定に違反したとき。 

（2）  虚偽の申請があったとき。 

（3）  正当な理由によらないで 15 日以上住宅を使用しないとき。 

（4）  住宅の保管に関する甲の指示若しくは命令に従わないとき 

（返還命令の損害） 

第 9 条 前条の返還命令により乙が損害を被ることがあっても、甲は損害を補償

しない。 

（有益費等の請求権の放棄） 

第 10 条 乙は、賃貸物件に投じた改良のための有益費、必要費その他の費用を請   

求できない。 
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（実地調査及び報告） 

第 11 条甲は、必要があるときは、その職員をして随時実地調査をし、その維持管    

理及び使用に関し必要な指示をし、又は報告を求めることができる。この場

合、乙は、該当職員の立入調査を拒むことができない。 

（疑義の決定） 

第 12 条 この条件に関し、疑義のあるとき、その他使用について疑義を生じたと    

きは、すべて甲の決定するところによるものとする。 

 

この契約の締結を証するため、本契約書 2 通を作成し、それぞれ記名押印の上、

甲乙各自 1 通を保有する。 

  

以上のとおり契約し本証書 2 通を作成し各その 1 通を保管するものとする。  

年   月   日  

甲 貸渡人 刈谷市長            印   

  

乙 借受人 刈谷市    町    番地  

      氏 名               ㊞  
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区分 費用 

修繕等に要する 

費用 

1 障子及び襖の張替えに要する費用 

2 ガラスの羽目替えに要する費用 

3 畳の表替えに要する費用 

4 建具の修繕及び建具に付属するかぎ等金物類の修繕及

び取替に要する費用 

5 ぬれ縁、床板等の部分的な修繕及び取替に要する費用 

6 壁の汚損箇所の塗替えに要する費用 

7 煙突及び便所の悪気抜きの修繕及び取替に要する費用 

8 便所のくみ取り口の修繕及びふたの取替に要する費用 

9 流し台、調理台、コンロ台、戸棚、郵便箱等の部分的

な修繕及び付属金物類の取り替えに要する費用 

10 電球、反射傘、グローブ、スイッチ、コンセント、ソ

ケット、ローゼット、コードペンダント、テレビ共聴

システム室内ユニット、ヒューズ等の修繕及び取替え

並びに換気扇及び換気孔の修繕に要する費用 

11 ガス栓の修繕及び取替えに要する費用 

12 給水栓の修繕及び取替えに要する費用 

13 便器、手洗器及び洗面器に附属する金物類等の修繕及

び取替えに要する費用 

14 愛知県が設置した風呂釜及び浴槽の修繕に要する費用  

15 生け垣、さく、塀等の修繕及び物干しの取替えに要す

る費用 

電気等の使用料 

1 電気の使用料 

2 ガスの使用料 

3 上下水道の使用料 

汚物等の処理に 

要する費用 

1 配水管、汚水管、ためます、沈砂槽及び排水溝の消毒

及び清掃に要する費用 

2 し尿、じんかい及び排水の消毒、清掃及び処理に要する 

費用 

共用附帯設備の使用 

に要する費用 
1 共用附帯設備の使用に関する費用 

共用施設の使用 

に要する費用 

1 集会所の清掃に要する費用 

2 その他共用施設の使用に要する費用 
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様式８（「応急仮設住宅建設・管理マニュアル」様式第１１）

市町村名 団地名

所在地

構造区分 敷地区分

着工年月 竣工年月

実支給額

住戸番号 世帯主氏名 世帯人数 面積 入居年月 備考

注
１  「住戸番号」欄は応急仮設住宅の各住戸に付した番号とし、設置箇所を明らかにした
     簡単な図面を作成し添付すること。
２  「世帯人数」欄は､入居時における世帯主を含めた人員数を記入すること。
３  「所在地」欄は､応急仮設住宅を建設したところの住所を記入すること。
４  「構造区分」欄は､木造住宅、プレハブ住宅の別を記入すること。
５  「敷地区分」欄は、公私有別とし、有無償の別をも明らかにしておくこと。
６  「備考」欄には、入居後における経過を明らかにしておくこと。

応 急 仮 設 住 宅 台 帳
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様式第１号 

申込日：    年  月  日 

 

災害救助法の住宅の応急修理申込書 

 

刈谷市長 殿 

 

 住宅の応急修理を実施されたく申し込みます。 

 なお、住宅の応急修理の申し込みに関して、世帯員の収入、世帯構成を市の担当者

が調査・確認することに同意します。 

 

【被害を受けた住宅の所在地】                        

 

【現在の住所】                               

 

【現在の連絡先（ＴＥＬ）】          （自宅・携帯・勤務先・その他） 

 

【生年月日】 明治・大正・昭和・平成  年  月  日生（  歳） 

 

【氏  名】                             印（自署の場合は押印省略可） 

 

１ 被災日時     令和〇年〇〇月〇〇日 

 

２ 災害名      （ 災 害 名 称 ） 

 

３ 住宅の被害の程度  全壊、大規模半壊、中規模半壊、半壊、一部損壊（準半壊） 

  ※市が発行した「り災証明書」に基づき、被害の程度に○を付けてください。 

 

４ 被害を受けた住宅の部位（※該当箇所に○をつけてください。） 

・屋根    ・サッシ    ・柱         ・上下水道の配管 

・床     ・ガスの配管  ・外壁        ・給排気設備の配管 

・基礎    ・電気・電話線 ・テレビの線の配線  ・梁 

・トイレ      ・ドア     ・浴室        ・窓 

・その他（具体的に記入） 

 

 

 

  ※別添「住宅の被害状況に関する申出書」で修正対象箇所を記入してください 

 

（添付書類） 

・り災証明書の写し 

・住宅の被害状況に関する申出書 

・施工前の被害状況がわかる写真 

・資力に関する申出書（半壊・一部損壊（準半壊）の場合） 

・修理見積書 

・所有者の同意書（借家の場合） 

受付欄 

市町村にて受付日・受付番号を記載 
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住宅の被害状況に関する申出書 

（住宅の応急修理に関する参考資料） 

 

  年  月  日 

刈谷市長 殿 

住所                  

 

氏名                  

 

１ 応急修理対象箇所について 

修理を希望する箇所は以下のとおりです。 

 

 

修理対象箇所                                

 

 

２ 床について １の修理部分の各箇所の状態は以下のとおりです。 

（※床の構造は、床組（床の骨組み）＋床の下地板＋表面の仕上材からなっています） 

□ 床組または下地板が壊れている。 

□ 下地材が吸水により変形。床下の湿気・悪臭・汚損がある。 

□ 仕上材のみの不具合→仕上材のみの修理は制度の対象外です。 

 

 

３ 壁について １の修理部分の各箇所の状態は以下のとおりです。 

（※壁の構造は、□ ①柱・はり＋下地材＋表面材（壁紙など） 

□ ②柱・はり＋仕上材（プリント合板・板など）。 

□ ③柱・はり＋竹組下地＋塗仕上げ 

からなっています） 

 

 

□ 柱・はりまたは下地板が壊れている。 

□ 下地板・仕上板が吸水により変形しており、日常生活に支障がある。 

□ 下地板・仕上板が吸水により湿気・悪臭・汚損があり、日常生活に支障がある。 

□ 壁紙がはがれているのみ→壁紙のみの修理は制度の対象外です。 

 

 

４ その他 １の修理部分の各箇所の状態は以下のとおりです。 

   

自由記述欄 
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住 宅 の 応 急 修 理 決 定 通 知 書  

  

年  月  日  

 

 〇 〇   〇 〇 様 

 

刈谷市長  〇 〇   〇     

 

年  月  日付けの申請については、下記のとおりとおり決定したので通知

します。  

記 

１ 申請については受理（却下）します。  

却下の理由  

  

  

  

２ 修理業者には次の条件で工事を行わせてください。  

（１） 月  日までに工事完了のこと。  

（２）工事着手前、工事の施工状況及び工事完了後の写真を撮影すること。 
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様式16

市町村名
整理番号 世帯主氏名 応急修理期間 実支出額 応急修理箇所概要 摘要

　月　日～　月　日 円

計　　世帯
（注）１　　実施に際し、複数の業者が施工した場合にはその旨を備考欄に記入すること。

住宅応急修理記録簿
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様式第２号 

 

 

 

資力に関する申出書 

 

 刈谷市長 様 

 

 私、                   は、（ 災 害 名 称 ）のため、

住家が半壊しております。 

 住家を修理する資力が下記の理由のとおり不足するため、応急修理を実施していた

だきますようお願いします。 

 

記 

 

※世帯の収入の状況、資力が不足する理由を具体的にご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

申出者   被害を受けた住宅の所在地 

                           

    

現住所                           

 

氏 名               印    

     （自署による場合は押印省略可） 
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（※機能更新は対象外） 
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半壊の記載例 

（※機能更新は対象外） 
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一部損壊（準半壊）の記載例 

（※機能更新は対象外） 

-103-

様式34



県災害救助の手引き様式9

市町村名

　月　日～　月　日
人 円

計

　　　（注）　「備考」欄は、別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。

炊き出し給与状況

炊き出し場の名称 実施期間 延人員 実支出額 備考
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県災害救助の手引き様式9

市町村名

東西小学校
1月17日
～1月23日

80人 693,000円

1/17夕、1/19～23昼
【アルファ化米】

1/18～23朝、夕【弁当】
1/18昼【義援物資弁当】

計

　　　（注）　「備考」欄は、別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。

炊き出し給与状況

炊き出し場の名称 実施期間 延人員 実支出額 備考

記載例
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刈
谷
市

品
名

単
位
呼
称

受
払

残
金
額
（
円
）

受
払

残
金
額
（
円
）

合
計

県
か
ら
の
受
入
れ
分

物
資
・
医
薬
品
・
衛
生
材
料
・
燃
料
受
払
簿

摘
要

年
月
日

市
調
達
分

（
注
）
１
　
「
摘
要
」
欄
に
購
入
又
は
受
入
れ
先
及
び
払
出
し
先
を
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
　
２
　
市
町
村
の
場
合
に
お
い
て
は
、
最
終
行
欄
に
都
道
府
県
か
ら
の
受
入
分
及
び
市
町
村
調
達
分
別
に
受
・
払
・
残
の
件
及
び
そ
れ
ぞ
れ
の
金
額
を
明
ら
か
に
し
て
お
く
こ
と
。
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様式10

市町村名 刈谷市

　月　日～　月　日
円

計

（注）　　「備考」欄は、別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。

飲料水の供給簿

供給対象箇所の名称 供給期間 実支出額 備考
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物 資 給 与 及 び 受 領 簿 

刈 谷 市 

住居被害程度区分  
給与の基礎となった 

世 帯 構 成 数 
 

 

災害救助用物資として、下記内訳のとおり受領しました。  
 

    年  月  日 

 

住   所：刈谷市   町   丁目   番地 
 
世帯主氏名：             

 

給与年月日 品  名 数 量 備 考 給与年月日 品  名 数 量 備 考 

        

(注) 被災者の受領年月日は、その世帯に対し最後に給与された物資の受領年月日とすること。 
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県災害救助の手引き様式１１

市町村名

○○ ○○ ・・・

人 　月　日 円

全壊 世帯

半壊 世帯

(注）１　　住家の被害程度に、全壊（焼）流失又は半壊（焼）床上浸水の別を記入すること。
　　　２　　受領年月日に、その世帯に対して最後に給与された物資の受領年月日を記入すること。
　　　３　　「物資給与の品名」欄は、実際に給与した物品名を品名として記載し、各給与数を記入すること。
　　　４　　「備考」欄は、別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。

計

被服、寝具その他生活必需品の給与状況

刈谷市

住家被害程度区分
世帯主
氏　名

基礎となっ
た世帯構
成人員

給与月日
物資給与の品名

実支出額 備考
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県災害救助の手引き様式１１

市町村名

○○ ・・・ ○○ ・・・ ○○ ・・・

人 　月　日 円

床上太郎 3 9月17日 3 3 1 3 1 30,000
東西小学校

豪雨正人 4 9月17日 4 1 4 1 12,000
東西小学校

観測晴洋 3 9月17日 3 1 4 1 9,000
東西小学校

… … … … … 東西小学校

… … … … … 東西小学校

… … … … … 東西小学校

… … … … … 東西小学校

… … … … … 東西小学校

… … … … … 東西小学校

〇〇〇〇 3 10月15日 3 1 3 1 9,000
上下小学校

〇〇〇〇 4 10月15日 4 1 4 1 12,000
上下小学校

… … … … … … … … … … 南北小学校

… … … … … … … … … … 南北小学校

〇〇〇〇 3 10月15日 3 3 1 9,000
上下小学校

〇〇〇〇 4 10月15日 4 4 1 12,000
上下小学校

… … … … … … … … … …

全壊 1世帯
30,000

半壊 999世帯
4,770,000

(注）１　　住家の被害程度に、全壊（焼）流失又は半壊（焼）床上浸水の別を記入すること。
　　　２　　受領年月日に、その世帯に対して最後に給与された物資の受領年月日を記入すること。
　　　３　　「物資給与の品名」欄は、実際に給与した物品名を品名として記載し、各給与数を記入すること。
　　　４　　「備考」欄は、別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。

床上浸水

床上浸水

床上浸水

床上浸水

床上浸水

床上浸水

床上浸水

床上浸水

床上浸水

床上浸水

床上浸水

床上浸水

計

被服、寝具その他生活必需品の給与状況

刈谷市

住家被害程度区分
世帯主
氏　名

基礎となっ
た世帯構
成人員

給与月日
物資給与の品名

実支出額 備考

床上浸水

床上浸水

全壊

半壊

記載例
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県
災

害
救

助
の

手
引

き
様

式
１

１
の

２

市
町

村
名

刈
谷

市

　
　

　
　

　
年

　
　

月
　

　
日

　
　

時
現

在

　
　

　
　

　
　

 
世

帯
構

成
員

別
被

害
別

１
人

世
帯

２
人

世
帯

３
人

世
帯

４
人

世
帯

５
人

世
帯

６
人

世
帯

７
人

世
帯

８
人

世
帯

９
人

世
帯

１
０

人
以

上
世

帯
計

小 学 生

中 学 生

全
焼

、
全

壊
、

流
失

半
　

壊
　

、
　

半
　

焼

床
　

上
　

浸
　

水

世
　

帯
　

構
　

成
　

員
　

別
　

被
　

害
　

状
　

況
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県
災

害
救

助
の

手
引

き
様

式
１

１
の

３

市
町

村
名

刈
谷

市

～ ～

　
　

品
名

　 単
価

数 量

世 帯 数

所 要 数
金

額
数 量

世 帯 数

所 要 数
金

額
～

数 量

世 帯 数

所 要 数
金

額

計
～

（
注

）
 
 
１

 
 
本

表
は

、
全

壊
（

全
焼

、
流

出
）

、
半

壊
（

半
焼

）
、

床
上

浸
水

世
帯

分
に

分
け

て
作

成
す

る
こ

と
。

 
  

 
 
 
  

２
 
 
各

品
目

ご
と

の
「

備
考

」
欄

に
県

調
達

分
と

市
町

村
調

達
分

を
明

ら
か

に
し

て
お

く
こ

と
。

 
  

 
 
 
  

３
 
 
「

品
目

」
欄

は
、

寝
具

、
被

服
、

生
活

必
需

品
の

順
に

記
入

す
る

こ
と

。

物
　

資
　

購
　

入
　

（
　

配
　

分
　

）
　

計
　

画
　

表

１
人

世
帯

２
人

世
帯

計

備
考

全
壊

（
全

焼
、

流
出

）
　

・
　

半
壊

（
半

焼
）

　
・

　
床

上
浸

水
　

世
帯

分

～

世
帯

区
分

（
基

準
額

）
　

　
　

　
　

円
（

基
準

額
）

　
　

　
　

　
円
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刈
谷
市

救
護
班
班
長

医
師
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
印

年
月
日

町
名

患
者
氏
名

年
齢

病
名

措
置
概
要

備
考

救
護
班
診
療
記
録
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県災害救助の手引き様式１２ 刈谷市

月日 市町村名 品目 措置の概要 経費 備考

円

計 円

（注）　「備考」欄に班の編成、活動期間を記入すること。

救　護　班　活　動　状　況

救護班
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県災害救助の手引き様式１３

市町村名

入院 通院 入院 通院
　　月　日 点 点

計　機関 　　　　　人

（注）　「診療区分」欄は該当欄に○印を記入すること。

病院診療所医療実施状況

刈谷市
診　療
機関名

患者氏名 診療期間 病名
診療区分 診療報酬

金額 備考

-115-

様式44



県災害救助の手引き様式１４

市町村名

　月　日　～　月　日 円

計

助産台帳

刈谷市
分べん者
氏名

分べん
日時

助産機関名 分べん期間 金額 備考
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県災害救助の手引き様式１５

市町村名

機械器具等名称 数　　量 金　　額
　　月　　　日 円

計

（注）１　　備考欄には使用した機械器具の使用用途概略を記載すること。
　　　２　　他市町村に及んだ場合には、備考欄にその市町村名を記入すること。

被災者救出状況記録簿

年月日
救出用機械器具等

備考
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学
校
名

刈
谷
市

児
童
生
徒

氏
名

氏
名

住
所

学
用
品
交
付
簿

給
与
品
内
訳

親
権
者

学
年

住
家
の
被
害
区
分

給
与
年
月
日

備
考

（
注
）
１
　
本
簿
は
、
小
・
中
学
生
別
と
す
る
こ
と
。
な
お
、
学
年
ご
と
に
別
に
作
成
し
て
も
差
し
支
え
な
い
こ
と
。

　
　
　
２
　
親
権
者
か
ら
は
、
別
途
受
領
書
を
徴
し
て
お
く
こ
と
。
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県
災
害
救
助
の
手
引
き
様
式
１
８

市
町

村
名

国
語

算
数

理
科

社
会

そ
の

他
鉛

筆
ノ

ー
ト

絵
の

具
セ

ッ
ト

習
字

セ
ッ

ト
そ

の
他

小
学

校
人

中
学

校
人

高
校

人
(注

)　
1
　

　
当

該
様

式
は

、
小

学
校

、
中

学
校

、
高

等
学

校
等

教
育

機
関

の
別

に
作

成
す

る
こ

と
。

　
  

　
 2

　
　

支
給

す
る

学
用

品
の

品
目

に
つ

い
て

は
、

教
科

書
、

文
房

具
、

通
学

用
品

、
そ

の
他

の
学

用
品

の
範

囲
で

個
々

の
実

情
に

応
じ

て
給

与
す

る
も

の
で

あ
る

。

　
  

　
 3

　
　

給
与

月
日

欄
は

、
そ

の
児

童
(生

徒
)に

対
し

て
最

後
に

給
与

し
た

給
与

年
月

日
を

記
入

す
る

。

　
  

　
 4

　
　

給
与

品
の

内
訳

欄
に

は
、

数
量

を
記

入
し

、
備

考
欄

に
は

別
に

作
成

す
る

領
収

書
等

支
払

資
料

の
整

理
番

号
を

記
載

す
る

。

教
科

書
そ

の
他

学
用

品

学
用
品
の
給
与
状
況

刈
谷

市

学
校

名
学

年
児

童
（
生

徒
）
氏

名
親

権
者

氏
名

給
与

月
日

給
与

品
の

内
訳

実
支

出
額

備
考
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県
災

害
救

助
の

手
引

き
様

式
１

８
の

２

市
町

村
名

刈
谷

市

小
中

学

　
　

品
名

　
　

　
区

分
単

価
児

童
数

数
量

金
額

生
徒

数
数

量
金

額
生

徒
数

数
量

金
額

数
量

金
額

計

（
注

）
  

１
 
 本

表
は

、
学

用
品

う
ち

、
文

房
具

及
び

通
学

用
品

の
み

と
し

、
教

科
書

（
教

材
を

含
む

）
に

つ
い

て
は

別
途

作
成

す
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 
 
 
 
  

 
 
２

 
 
県

調
達

分
が

あ
る

と
き

は
、

そ
の

旨
を

各
品

目
ご

と
の

「
備

考
」

欄
に

明
ら

か
に

し
て

お
く

こ
と

。

学
　

用
　

品
　

購
　

入
　

（
　

配
　

分
　

）
　

計
　

画
　

表

小
学

生
中

学
生

合
計

備
考

高
校

生
等
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県災害救助の手引き様式１９

市町村名

氏名 年齢
死亡者と
の関係

氏名
棺（附属
品を含
む）

埋葬又は
火葬料

骨箱 計

円 円 円 円

計
（注）１　　埋葬を行った者が市（区）町村長であるときは、遺族の氏名を「備考」欄に記入すること。
　　　２　　市（区）町村長が棺、骨箱等を現物で給与したときは、その旨「備考」欄に明らかにすること。
　　　３　　埋葬を行った者に埋葬費を支給したときは、その旨及び金額を「備考」欄に記入すること。

埋葬台帳

刈谷市

死亡年月日埋葬年月日

死亡者 埋葬を行った者 埋葬者

備考
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県
災
害
救
助
の
手
引
き
様
式
２
０

市
町
村
名

氏
名

死
亡
者
と
の
関
係

品
名

数
量

金
額
円

円
円

円

計
人

備
考

死
体
処
理
台
帳

刈
谷
市

処
理
年
月
日
死
体
発
見
の
日
時
及
び
場
所
死
亡
者
氏
名

遺
族

洗
浄
等
の
処
理

死
体
の
一
時
保
存

検
案
料

実
支
出
額
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№

遺
体
番
号

搬
入
日

氏
名

遺
体
措
置
グ
ル
ー
プ

連
絡
日

遺
族
連
絡
日

（
遺
体
措
置
G
よ
り
報
告
）

死
体
検
案
書

遺
体
引
渡
日

火
葬
日

／
／

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
／

身
元
判
明
者
処
理
表

-123-

様式52



№

遺
体
番
号

搬
入
日

遺
体
措
置
グ
ル
ー
プ

連
絡
日

身
元
判
明
日

氏
名

遺
体
引
受
人

遺
族
連
絡
日

（
遺
体
措
置
G
よ
り
報
告
）

死
体
検
案
書

遺
体
引
渡
日

火
葬
日

／
／

／
有
　
・
　
無

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
有
　
・
　
無

／
／

／
／

／
有
　
・
　
無

／
有
　
・
　
無

／
／

身
元
不
明
者
処
理
表
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県
災

害
救

助
の

手
引

き
様

式
２

０
の

２

市
町

村
名

刈
谷

市

計

(
注

）
 
 
１

 
 
他

市
町

村
に

及
ん

だ
場

合
に

は
、

「
備

考
」

欄
に

そ
の

市
町

村
名

を
記

入
す

る
こ

と
。

 
 
 
 
 
 
 
２

 
 
借

上
費

に
つ

い
て

は
、

有
償

、
無

償
を

問
わ

ず
記

入
す

る
も

の
と

し
、

有
償

に
よ

る
場

合
の

み
、

そ
の

借
上

額
を

「
金

額
」

欄
に

記
入

す
る

こ
と

。
 
 
 
 
 
 
 
３

 
 
「

修
繕

の
概

要
」

欄
に

は
、

修
繕

の
原

因
及

び
主

な
修

繕
箇

所
を

記
入

す
る

こ
と

。

修
繕

の
概

要

死
 
体

 
の

 
捜

 
索

 
状

 
況

 
記

 
録

 
簿

年
月

日
捜

索
人

員

捜
索

用
機

械
器

具

実
支

出
額

備
考

名
称

借
上

又
は

購
入

費
修

 
 
繕

 
 
費

燃
料

費
数

量
所

有
者

（
管

理
者

）
氏

名
金

 
 
額

修
繕

月
日

修
繕

費
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県災害救助の手引き様式２１

市町村名 刈谷市

整理番号 除去に要した期間 実支出額
除去に要すべき
状態の概要

備考

　月　日～　月　日 円

半壊（焼） 世帯

床上浸水
世帯

（注）１　　除去に際し、複数の業者が施工した場合はその旨を備考欄に記入すること。

障害物除去の状況

住家被害程度区分

計
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県災害救助の手引き様式２２

市町村名

種類 台数 名称番号 所有者氏名

　　月　日 円 円 円 円

計

（注）１　　「目的」欄は主たる目的(又は救助の種類名）を記入すること。
　　　２　　県又は市町の車両による場合は、「備考」欄に車両番号を記入すること。
　　　３　　借上車両等による場合は、有償無償を問わず記入すること。
　　　４　　借上等に「金額」欄には、運送費又は車両等の借上費を記入すること。
　　　５　　「故障の概要」欄には、故障の原因及び故障箇所を記入すること。

故障の
概要

輸送記録簿

輸送
月日

目的
輸送
区間
(距離)

借上等 修繕
燃料費

実支
出額

備考使用車両等
金額

故障車両等 修繕
月日

修繕
費
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刈
谷
市

月
日

勤
務
時
間
日
数

金
額

時
間

金
額

　
上
記
の
と
お
り
勤
務
し
た
こ
と
を
証
明
す
る
。

刈
谷
市
課
長
等
名

（
注
）
１
　
救
助
種
目
ご
と
に
別
冊
又
は
別
頁
と
す
る
こ
と
。

　
　
　
２
　
時
間
外
勤
務
に
従
事
さ
せ
た
場
合
は
、
そ
の
時
間
数
を
「
勤
務
時
間
」
欄
に
記
入
し
て
お
く
こ
と
。

臨
時
賃
金
職
員
勤
務
状
況

年
　
　
　
月
　
　
　
日

月
分

基
本
賃
金

割
増
賃
金

計
（
円
）

備
考

住
所

氏
名

単
価

（
円
）
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県
災
害
救
助
の
手
引
き
様
式
２
２
の
２

日
数

単
価

合
計

時
間

単
価

合
計

例
）
応
急
修
理

　
　
　
窓
口
対
応

○
○
○
○
○

R
5
.1
0
.1
か
ら

R
5
.1
1
.3
0
ま
で

6
1

9
,3
0
0

5
6
7
,3
0
0

4
0

1
,3
0
0

5
2
,0
0
0

9
0
0

5
,0
0
0

6
2
5
,2
0
0
手
当
は
、
○
○
手
当

計
○
人

刈
谷
市

賃
金
職
員
雇
上
台
帳

自
治
体
名

担
当
部
局

担
当
者
名

電
話
番
号

移
動
旅
費

支
給
額

備
考

従
事
し
た
救
助

氏
名

雇
上
期
間

日
当

時
間
外
勤
務
手
当

手
当
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第９ 災害救助の各様式 

 

様式２３ 

 

文 書 番 号 

  年  月  日 

 

 愛知県知事 ○○ ○○ 殿 

 

                  ＜市町村名＞長 ○○ ○○   

 

災害救助法による救助に要した経費の交付について（申請） 

 

 災害救助法第１３条による救助の実施に当たり、同法第２９条に基づき繰

替支弁した経費について、下記のとおり交付して下さい。 

記 

１ 申請金額  金       円 

２ 災害の名称      

３ 添付書類 

（１）救助費総額算出内訳（別紙１） 

 （２）被害状況調（最終確定分）（別紙２） 

 （３）救助事務の処理に必要な帳簿の写し 

（「様式６～２２の２」及び「様式２３別紙２②～⑧」の関係書類） 

（４）歳入歳出予算書抄本  

 

担 当  ○○部〇〇〇〇課〇〇担当 

無 線  （発信番号）０００－００００ 

電 話  ００００－００－００００ 

ＦＡＸ  ００００－００－００００ 

E-mail   aaaaaaa@city.aaaaa.lg.jp 
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県災害救助の手引き様式２３

単価 金額 単価 金額

Ⅰ　救助業務に要した経費 円 円 円 円 0

1

延 人 延 人

延 人 延 人

延 人 延 人

延 人 延 人

戸 戸

戸 戸

戸 戸

戸 戸

（3） 延 人 延 人

（4） 延 人 延 人

全壊（焼）流出 世帯 世帯

半壊（焼）・床上浸水 世帯 世帯

計 世帯 世帯

延 人 延 人

延 人 延 人

延 人 延 人

(7) 人 人

世帯 世帯

世帯 世帯

世帯 世帯

（9） 世帯 世帯

教 科 書 人 人

文 房 具 等 人 人

教 科 書 人 人

文 房 具 等 人 人

教 科 書 人 人

文 房 具 等 人 人

人 人

体 体

体 体

体 体

(12) 体 体

体 体

体 体

体 体

体 体

(14) 世帯 世帯

(15)

(16)

2 人 人

3 件 件

4 件 件

5

1

2

3

4

救助費総額算出内訳

(災害名）

刈谷市

種目別区分

実支出額
（Ａ）

算出基準による算定額
（Ｂ）

交付基本額（Ａか
Ｂのいずれか少な
い方の額）

員数 員数

救助費

計

(2)

応急
仮設
住宅
設置
費

建 設 型 応 急 住 宅

賃 貸 型 応 急 住 宅

応急修理期間における応急仮設住宅の使用

計

(1)
避 難
所 設
置 費

避 難 所

福 祉 避 難 所

ホ テ ル ・ 旅 館 な ど

炊 出 し そ の 他 に よ る 食 品 給 与 費

飲 料 水 供 給 費

（5）

被服、寝具、
その他生活必
需品の給（貸）
与費

（6）

医療
及び
助産
費

医 療

助 産

計

被 災 者 の 救 出 費

（8）

住 宅
の 応
急 修
理 費

大 規 模 半 壊 ・ 半 壊 以 上

準 半 壊

計

死 体 の 捜 索 費

生 業 に 必 要 な 資 金 の 貸 与 費

（10）
学用品
の給与

小学校
児童

中学校
生徒

高等学
校等生

徒

計

(11) 埋葬費

大 人

小 人

計

(13)
死体の
処理費

洗 浄 、 縫 合 、 消 毒 等

一 時 保 存

検 案

計

実 費 弁 償

扶 助 金

損 失 補 償

法 第 19 条 の 補 償

障 害 物 の 除 去 費

輸 送 費

賃 金 職 員 等 雇 上 費

都 道 府 県 事 務 費

(記入要領）
　　１　「救助事務に要した経費」欄の金額は、災害ごとの別紙2①「救助事務費の状況」の金額を合算した額を計上するものであること。
　　２　「単価」欄の計上は、金額を員数で除し、円未満はすべて切り捨てること。
　　３　「算定基準による算定額」欄の金額は、救助の種目別に都道府県支弁額が救助の程度、方法、期間の基準（特別基準が設定された場合を含む。）
　　　を下廻る場合には都道府県支弁額を、また、都道府県支弁額が基準を上廻る場合には、基準額を計上するものであるから、常に都道府県支弁額と
　　　同額か又はこれを下廻る額となるものであること。

別紙１

災害ボランティアセンターの設置・運営に係る委託費

(合　　　　 　　　　計)

市 町 村 事 務 費

法 第 ２ ０ 条 第 1 項 の 求 償 に 係 る 事 務 費

Ⅱ 救 助 事 務 に 要 し た 経 費
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県災害救助の手引き様式２３

別紙２

市町村名 刈谷市

人

人

人

人

人

人

棟

棟

棟

棟

棟

世帯 世帯

人数 人

世帯 世帯

人数 人

世帯 世帯

人数 人

世帯 世帯

人数 人

世帯 世帯

人数 人

（注）　本調べは、災害ごとに最終確定分を記入すること。

災害発生年月日

床下浸水

住
 
 
家
 
 
の
 
 
被
 
 
害

棟
 
 
数

全壊･全焼･流失

一部破損

世
帯
数
及
び
人
数

全壊･全焼･流失

半壊･半焼

床上浸水

床上浸水

床下浸水

一部破損

半壊・半焼

被害状況調（最終確定分）

人
的
被
害

死    者

行方不明

負
傷
者

重  傷

軽  傷

小  計

計
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  災
害
救
助
法
施
行
細
則
様
式
第
１
 

 
 

 
物
資
保
管
 第

 
 
号
  
 

物
資
保
管
 第

 
 
号
  

公
 
 
 
用
 
 
 
令
 
 
 
書
 

住
 
 
 
 
所

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏
 
 
 
 
名

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(名
称

及
び

代
表
者
氏
名

) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
災
害
救
助
法
第
９
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お
り
物
資
の
保
管
を
命

じ
ま
す
。
 

 
 

 
年
 
 
月
 

 
日
 

愛
知
県
知
事
 
氏
 
 
 
 
 
名

 
印

 
 

 

受
 
 
 
 
 
領
 
 
 
 
 
書
 年
 

 
月
 
 
日
 
 

 
愛
知
県
知
事
 
殿
 

住
 
 
 
 
所

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏
 
 
 
 
名

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

(名
称

及
び

代
表
者
氏
名

) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      
公
用
令
書
を
受
領
し
ま
し
た
。
 

 
種

 
類
 
数
量
 
保

管
場

所
 
保
管
期
間
 
備

 
 
 
 
 
 
 
 
 
考
 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

注
 
こ
の
令
書
を
受
領
し
た
と
き
は
、
右
の
受
領
書
を
直
ち
に
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。
 

 
備
考
 
用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
５
の
２
枚
接
続
と
す
る
。
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 災
害
救
助
法
施
行
細
則
様
式
第
２
 

 
 

 
物

資
収

用
 第
 
 
号
  
 

物
資

収
用
 第
 
 
号
  

 
施

設
管

理
 

 
 

施
設

管
理
 

 

 
土
地
 

家
屋

 
使
用
 

物
資
 

 
 

土
地
 

家
屋
 
使
用
 

物
資
 

 

 
 
 

 

公
 
 
 
用
 
 
 
令
 
 
 
書
 

住
 
 
 
 
所

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏
 
 
 
 
名

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(名
称

及
び

代
表
者
氏
名

) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
災
害
救
助
法
第
９
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お
り
収
用

管
理

使
用
し
ま
す
。
 

 
 

 
年
 
 
月
 

 
日
 

愛
知
県
知
事
 
氏
 
 
 
 
 
名

 
印

 
 

受
 
 
 
 
 
領
 
 
 
 
 
書
 年
 

 
月
 
 
日
 
 

 
愛
知
県
知
事
 
殿
 

住
 
 
 
 
所

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏
 
 
 
 
名

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

(名
称

及
び

代
表
者
氏
名

) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     
公
用
令
書
を
受
領
し
ま
し
た
。
 

 
種
類
 

名
称
 
数
量
 所

在
場
所
 
範
囲
 
期
間
 
引
渡
期
日
 
引
渡
場
所
 
備

 
 
考
 
 

 
 

 
 

 
 

・
 
 
・
 
 

 
 

 
 

 
 

・
 
 
・
 
 

 
 

 
 

 
 

・
 
 
・
 
 

注
 
こ
の
令
書
を
受
領
し
た
と
き
は
、
右
の
受
領
書
を
直
ち
に
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。
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 災
害
救
助
法
施
行
細
則
様
式
第
３
 

 
 

 
第

 
 
号

 
 
 

公
用
変
 

更
令
書
 第

 
 
号
  

公
用

変
更

令
書

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

住
 
 
 
 
所

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏
 
 
 
 
名

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(名
称

及
び

代
表
者
氏
名

) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
災
害
救
助
法
第
９
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
処
分
（
公
用
令
書

 
年

 
月

 
日

第
 

 
号
）
を
、
次
の
と
お
り
変
更
し
ま
し
た
。
 

 
 

 
年
 
 
月
 

 
日
 

 

愛
知
県
知
事
 
氏
 
 
 
 
 
名

 
印

 
 

受
 
 
 
 
 
領
 
 
 
 
 
書
 年
 

 
月
 
 
日
 
 

 
愛
知
県
知
事
 
殿
 

住
 
 
 
 
所

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏
 
 
 
 
名

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

(名
称

及
び

代
表
者
氏
名

) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     
公
用
変
更
令
書
を
受
領
し
ま
し
た
。
 

 
変
更
前
の
処
分
の
内
容
 

数
量
 

保
管

場
所
 

変
更
後
の
処
分
の
内
容
 

備
 
 
 
 
 
 
 
 
 
考
 

 

 
 

注
 
こ
の
令
書
を
受
領
し
た
と
き
は
、
右
の
受
領
書
を
直
ち
に
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。
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 災
害
救
助
法
施
行
細
則
様
式
第
４
 

 
 

 
 

第
 

 
号
  

 
公

 
 
用
 

取
消
令
書
 第
 
 
号
  

公
用

取
消

令
書

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

住
 
 
 
 
所

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏
 
 
 
 
名

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(名
称

及
び

代
表
者
氏
名

) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
災
害
救
助
法
第
９
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
処
分
（
公
用
令
書

 
年

 
月

 
日

第
 

 
号
）
を
取
り
消
し
ま
し
た
。
 

 
 

 
年
 
 
月
 

 
日
 

 

愛
知
県
知
事
 
氏
 
 
 
 
 
名

 
印

 
 

 

注
 
こ
の
令
書
を
受
領
し
た
と
き
は
、
右
の
受
領
書
を
直
ち
に
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。
 

受
 
 
 
 
 
領
 
 
 
 
 
書
 年
 

 
月
 
 
日
 
 

 
愛
知
県
知
事
 
殿
 

住
 
 
 
 
所

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏
 
 
 
 
名

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

(名
称

及
び

代
表
者
氏
名

) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      
公
用
取
消
令
書
を
受
領
し
ま
し
た
。
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災害救助法施行細則様式第５ 

強 制 物 件 台 帳              

 

公 用 令 書 

物 資 保 管 

第       号 年  月  日 

 

 物 資 収 用  

 施 設 管 理  

 土地      
家屋  使 用 
物資      

 

 
所有者の住所及

び氏名（名称及

び代表者氏名） 

  

 
占有者の住所及

び氏名（名称及

び代表者氏名） 

  

 

公用令書の内容 

種 類
名 称 

数 量 
保 管 場 所 
又 は 所 在 
場   所 

範 囲 期 間 
引 渡 
期 日 

引渡場所 備 考 
 

 
  

 

  
   

  
 

 
変更事項及びそ
の理由     

  

 

  
   

  
 

 
取 消 理 由 

  

 

損 失 補 償 

種 類 
名 称 

請求額 
請 求 
年月日 

請求者 補償額 
補 償 
年月日 

備考 
 

 

 
  

   
  

   
 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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災害救助法施行細則様式第６ 

受  領  調  書 

災害救助法第９条第１項の規定により収用
使用

する物資を、次のとおり受領しまし

た。 

 よつて、受領調書２通を作成し、それぞれ１通を所持するものとします。 

      年  月  日 

受領者              

愛知県職員            

氏        名    

物資の所有者又は占有者      

氏        名    

 
公 用 令 書 

物資収用 
第    号 年  月  日  

 

 物資使用  

 
種類及び数量 

 

 
受 領 年 月 日 年   月   日        

 

 
受 領 場 所 

  

 

備     考 

  

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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災害救助法施行細則様式第７ 

損 失 補 償 請 求 書 

年  月  日  

  愛知県知事 殿 

 

住   所           

氏   名           

(名 称 及 び
代表者氏名)           

災害救助法第９条第２項において準用する同法第５条の２第３項の規定による

損失補償として、下記の金額を請求します。 

    請求金額       円 

    請求理由 

 

公 用 令 書 

物 資 保 管 

第       号 年  月  日 

 

 
物 資 収 用 

 

 
施 設 管 理 

 

 土地      
家屋  使 用 
物資      

 

添付書類 

１ 算出明細書 

２ 受領調書（写し） 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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 災
害
救
助
法
施
行
細
則
様
式
第
８
 

 
 

 
（
表
）
 

 
 

 
従
事
命
令
 第

 
 
号
  
 

従
事
命
令
 第

 
 
号
  

公
 
 
 
用
 
 
 
令
 
 
 
書
 

住
 
所
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

職
 
業
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏
 
名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年
 
月
 
日
生

 
 

(名
称

及
び

代
表
者
氏
名

) 
 
 
 
 
 
 
 

 
災
害
救
助
法
第
７
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お
り
救
助
に
関
す
る
業

務
に
従
事
す
る
こ
と
を
命
じ
ま
す
。
 

 
 

 
年
 
 
月
 

 
日
 

愛
知
県
知
事
 
氏
 
 
 
 
 
名

 
印

 
 

 

受
 
 
 
 
 
領
 
 
 
 
 
書
 

 

年
 

 
月
 
 
日
 
 

 
愛
知
県
知
事
 
殿
 

住
 
所
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

職
 
業
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏
 
名
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

年
 
月
 
日
生
 
 

(名
称

及
び

代
表
者
氏
名

) 
 
 
 
 
 
 
 

     
公
用
令
書
を
午
前

午
後
 
 
時
 

 
分
受
領
し
ま
し
た
。
 

 
従

事
す

る
業

務
 

数
量
 

 

保
管
期
間
 

備
 
 
 
 
 
 
 
 
 
考
 

     

従
事

す
る

場
所
 
 

従
事

す
る

期
間
 
 

 
 
年
 
月

 
日
か
ら
 

 
 

 
年
 
月

 
日
ま
で
 

日
間
 

出
頭
す
る
日
時
及

び
 
 
場

 
 
所
 
 

 

備
考
 
 

 
 

 
 

 
備
考
 
用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
５
の
２
枚
接
続
と
す
る
。
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（
裏
）
 

 
公
用
令
書
の
交
付
を
受
け
た
者
の
心
得
 

１
 
こ
の
令
書
を
受
領
し
た
と
き
は
、
令
書
に
添
付
し
て
あ
る
受
領
書
に

所
要
事
項
を
記
入
し
、
記
名
押
印
の
上
、
直
ち
に
知
事
に
提
出
し
て
く

だ
さ
い
。
 

２
 
あ
な
た
は
、
こ
の
令
書
を
持
っ
て
指
定
の
日
時
、
場
所
に
出
頭
し
、

係
員
に
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。
 

３
 
あ
な
た
が
負
傷
、
病
気
等
に
よ
り
指
定
の
日
時
に
出
頭
で
き
な
い
場

合
は
、
従
事
不
能
届
に
医
師
の
診
断
書
（
や
む
を
得
な
い
事
情
に
よ
り

医
師
の
診
断
書
が
得
ら
れ
な
い
と
き
は
､
警
察
官
の
証
明
書
）
を
添
え

て
、
速
や
か
に
知
事
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
 

４
 
あ
な
た
が
天
災
そ
の
他
避
け
る
こ
と
の
で
き
な
い
事
故
に
よ
り
指
定

の
日
時
、
場
所
に
出
頭
で
き
な
い
場
合
は
、
従
事
不
能
届
に
市
区
町
村

長
、
警
察
官
、
駅
長
、
船
長
等
の
証
明
書
を
添
え
て
、
速
や
か
に
知
事

に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
 

５
 
あ
な
た
が
正
当
な
理
由
な
く
こ
の
命
令
に
従
わ
な
い
と
き
は
、
災
害

救
助
法
第

3
1
条
の
規
定
に
よ
り
６
月
以
下
の
懲
役
又
は

3
0
万
円
以
下
の

罰
金
に
処
せ
ら
れ
ま
す
。
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 災
害
救
助
法
施
行
細
則
様
式
第
９
 

 
 

 
取
消
従
事
 

命
 

 
令
 第

 
 
号
  
 

取
消
従
事
 

命
 

 
令
 第

 
 
号
  

公
用

取
消

令
書

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

住
 
 
 
 
所

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

職
 
 
 
 
業

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏
 
 
 
 
名

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(名
称

及
び

代
表
者
氏
名

) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
災
害
救
助
法
第
７
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
処
分
（
公
用
令
書

 
年

 
月

 
日

第
 

 
号
）
を
取
り
消
し
ま
し
た
。
 

  
 

 
年
 
 
月
 

 
日
 

愛
知
県
知
事
 
氏
 
 
 
 
 
名

 
印

 
 

 注
 
こ
の
令
書
を
受
領
し
た
と
き
は
、
右
の
受
領
書
を
直
ち
に
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。
 

受
 
 
 
 
 
領
 
 
 
 
 
書
 年
 

 
月
 
 
日
 
 

 
愛
知
県
知
事
 
殿
 

住
 
 
 
 
所

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏
 
 
 
 
名

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

(名
称

及
び

代
表
者
氏
名

) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
公
用
取
消
令
書
を
受
領
し
ま
し
た
。
 

 備
考

 
用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
５
の
２
枚
接
続
と
す
る
。
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災害救助法施行細則様式第１０ 

救 助 従 事 者 台 帳 

 公 用 令 書 第          号 年  月  日  

 

従事者 

住    所  職  業   

 氏    名 

(名 称 及 び
代表者氏名) 

 
生年月日 

  

 従 事 す る 業 務  

年  月  日 

 

 従 事 す る 場 所   

 従 事 す る 期 間 
    年  月  日から 
    年  月  日まで 

  日間  

 出頭する日時及び 
場所 

   

 公用令書取消理由    

 負傷、病気、死亡事
故発生の日時及び場
所         

   

 事故発生の原因及
び状況 

   

 傷病名、傷病の程
度及び身体の状況 

   

 備 考    

 

事故発生のとき、本
人と親族関係にあっ
た主な者の状況   

氏    名 
本人との 
続 き 柄 

生年月日 職業 備 考  

   ・   ・    

   ・   ・    

   ・   ・    

   ・   ・    

 

実 費 弁 償 

実 費 弁 償 の 内 訳 

号 
支  給 
年 月 日 

備 考 
 

 日 当 
超過勤務 
手  当 

旅 費 計  

 円 円 円 円 ・  ・   

 

扶 助 金 

扶 助 金 の 種 類 

円 

金 額 支給年月日 備   考  

  円 ・   ・   

   ・   ・   

   ・   ・   

   ・   ・   

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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災害救助法施行細則様式第１１ 

従  事  不  能  届 

年  月  日  

 

  愛知県知事 殿 

 

住 所           

職 業           

氏 名           

年  月  日生  

(名 称 及 び
代表者氏名)         

 

災害救助法第７条第１項の規定による公用令書（ 年 月 日従事命令第  

号）の交付を受けましたが、下記の理由により、救助に関する業務に従事するこ

とができないので、関係書類を添えてお届けします。 

記 

 

 理由 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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災害救助法施行細則様式第１２ 

 

実 費 弁 償 請 求 書 

年  月  日  

  愛知県知事 殿 

 

住   所           

職   業           

氏   名           

(名 称 及 び
代表者氏名)           

災害救助法第７条第５項の規定による実費弁償として、下記の金額を請求しま

す。 

    請求金額       円 

 
公 用 令 書 従 事 命 令 第    号 年  月  日  

 
  

 
従事した業務 

 

 
従事した場所  

 

 
従事した期間 

    年  月  日から 
    年  月  日まで 

日間 
 

添付書類 

算出明細書 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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災害救助法施行細則様式第１３ 

（表） 

 第    号 

証           票 

所 属                

職 名    氏        名  

上記の者は、災害救助法第10条の規定による立入検査の権限を有する者である

ことを証明する。 

なお、この証票の有効期間は、 年 月 日までとする。 

   年  月  日交付 

愛知県知事 氏        名 印  

備考 用紙の大きさは、縦６センチメートル、横９センチメートルとする。 

（裏） 

 災害救助法抜粋 

 （都道府県知事等の立入検査等） 

第10条 前条第１項の規定により施設を管理し、土地、家屋若しくは物資を使用し、物資の保管

を命じ、又は物資を収用するため必要があるときは、都道府県知事等は、当該職員に施設、

土地、家屋、物資の所在する場所又は物資を保管させる場所に立ち入り検査をさせることが

できる。 

２ 都道府県知事等は、前条第１項の規定により物資を保管させた者から、必要な報告を求め、

又は当該職員に当該物資を保管させてある場所に立ち入り検査をさせることができる。 

３ 第６条前第３項から第５ 

（指定行政機関の長等の立入検査等） 

第６条 １及び２ 略 

３ 前２項の規定により立ち入る場合においては、あらかじめその旨をその場所の管理者に通知

しなければならない。 

４ 当該職員が第１項又は第２項の規定により立ち入る場合は、その身分を示す証票を携帯しな

ければならない。 

５ 第１項及び第２項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

注意 １ この証票は、他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

   ２ この証票は、有効期間が経過したとき、又は不用になったときは、速

やかに返還しなければならない。 
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災害救助法施行細則様式第１４  

療 養
休 業
障 害
遺 族
葬 祭
打 切

 扶 助 金 支 給 申 請 書 

年  月  日  

 

  愛知県知事 殿 

 

住 所           

氏 名           

 

災害救助法第12条の規定による扶助金として、下記の金額を支給してくださる

よう関係書類を添えて申請します。 

   申請金額      円 

 公 用 令 書 第          号 年   月   日   

 
従事者又 
は協力者 

住  所  職  業   

 氏  名  生年月日 ・    ・  

 従事又は協力して
いた救助業務 

  

 事故発生の日時及
び場所 

  

 事故発生の原因及
び状況 

  

 傷病名、傷病の程
度及び身体の状況 

  

 療養又は休業を要
する見込期間 

  

 

事故発生のとき、
本人と親族関係に
あった主な者の状
況 

氏      名 
本人との 
続 き 柄 

生年月日 職業 備  考  

 

 

  ・  ・    

   ・  ・    

   ・  ・    

   ・  ・    

 添付書類 

  算出明細書 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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（実
費

弁
償

）
様

式
第

１
５

（1
）令

第
4条

第
1号

か
ら

第
4号

ま
で

に
規

定
す

る
者

の
従

事
状

況
市

町
村

名

実
人

員
延

人
員

日
当

旅
費

時
間

外
勤

務
手

当
計

人
人

円
円

円
円

円

・医
師

・歯
科

医
師

・薬
剤

師

・保
健

師
・助

産
師

・看
護

師
・准

看
護

師

・診
療

放
射

線
技

師
・臨

床
検

査
技

師
・臨

床
工

学
技

士
・救

急
救

命
士

又
は

歯
科

衛
生

士

・土
木

技
術

者
・建

築
技

術
者

・大
工

・左
官

又
は

と
び

職

計

（注
）　

「備
考

」欄
に

は
、

従
事

者
が

従
事

し
た

業
務

の
内

容
に

つ
い

て
記

入
す

る
こ

と
。

刈
谷

市

職
種

従
業

員
数

従
事

場
所

（市
町

村
）

従
事

期
間

実
支

出
額

算
定

基
準

に
よ

る
算

定
額

備
考
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様
式

第
１

６
（
2
）
令

第
4
条

第
5
号

か
ら

第
1
0
号

ま
で

に
規

定
す

る
者

の
従

事
状

況

業
種

数
実

人
員

延
人

員

人
人

円

土
木

又
は

建
築

業
者

及
び

こ
れ

ら
の

者
の

従
業

者

鉄
道

事
業

者
及

び
そ

の
従

業
者

軌
道

経
営

者
及

び
そ

の
従

業
者

自
動

車
運

送
事

業
者

及
び

そ
の

従
業

者

船
舶

運
送

業
者

及
び

そ
の

従
業

者

港
湾

運
送

業
者

及
び

そ
の

従
業

者

計

（
注

）
　

「
備

考
」
欄

に
は

、
従

事
者

が
従

事
し

た
業

務
の

内
容

に
つ

い
て

記
入

す
る

こ
と

。

備
考

業
者

従
事

者
従

事
場

所
（
市

町
村

）
従

事
期

間
実

支
出

額
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様式第１７
（3）扶助金の支給状況

扶助金種類 件数 実支出額 積算基礎 備考
円

計
（注）１　　「積算基礎」欄には支給基礎額及び支給額の積算基礎等を記入すること。
　　　２　　「備考」欄には、扶助金の支給を必要とした原因等の概要を記入すること。
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様式第１８
（4）損失補償費の状況

種類 実支出額 積算基礎 備考

計 0
（注）　１　　「種類」欄には、法第５条の管理、使用、保管および収容の別に区分して記入すること。
　　　　２　　「基礎積算」欄には、損失補償の額の積算基礎を記入すること。
　　　　３　　「備考」欄には、損失補償の概要を記入すること。
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員 数 単 価 金 額

1 円 円

(1) 旅 費

(2) 役 務 費

時 間 外 勤 務 手 当

及 び 深 夜 手 当

2

(1) 救 護 器 材 費

(2) 消 耗 器 材 費

(3) 借 上 料 損 料

3

(1) 薬 剤

(2) 治 療 材 料

(3) 医 療 器 具 破 損 料

(4) 衛 生 材 料

(5) 死 体 の 処 理 費

(6) そ の 他

4

5

6

7

(1) 療 養 扶 助 金

(2) 休 業 扶 助 金

(3) 障 害 扶 助 金

(4) 遺 族 扶 助 金

(5) 葬 祭 扶 助 金

(6) 打 切 扶 助 金

8

(1) 消 耗 品 費

(2) 通 信 運 搬 費

(3) そ の 他

（注）　「区分」の欄には、適宜必要な欄を設けて費目別に記入すること。

人 件 費

様式第１９
法第19条の補償費の状況

区              分
実 支 出 額

備 考

扶 助 金

事 務 費

計

(3)

救 護 所 設 置 費

救 護 諸 費

輸 送 費

賃 金 職 員 等 雇 上 費

そ の 他 の 費 用
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班等名：
班
施設
避難所

№ 氏　名 職員番号 課等名 登庁時間 退庁時間

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

職員参集記録表

　　　年　　　　月　　　　日（　　　　）　午前・午後　　　　　時　　　　分時点

報
告
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日付 時間 種別 発 入
内　　容

（場所と出来事）
対応

災害対策本部活動記録

発生日時：
発生場所：

発生原因：
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メモ用  ※必ず kintone へ入力してください。 

災害等通報受信・経過記録  

     年   月   日  曜日     班名        番号      

 

受信時間  
     時     分  受信者   

通報者  

情報  

市民・消防・警察・県・他市（         ）  

防災無線（       ）・来庁・その他（        ） 

通 報 者 
氏名  電話  

     －   － 

性別  

発生場所  

目  標  

住所 （住宅地図で詳しく確認すること）  

      市       町      （丁目）      番地  

 

 

 

通報者への回答  必要 ・  不要   ※必要の場合は電話番号は必ず聞き取る。   

内容・状況   

  

  

  

  

  

対応内容・経過・時刻（詳細に記載）   

  

  

  

  

  

人

身

被

害

・

安

否

不

明 

氏名   住所    

生年月日      年  月  日   性別   男   女   その他   

通報者と

の関係  

（通報者の） 家族  ・  親戚  ・  近隣住民  ・  知人  ・  

その他（         ）  

 

状態  怪    我(                           ) ・ 安否不明  ・  死  亡   

状況等  

内容  
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巡視状況等記録 

     年   月   日  曜日  

使 用 車 両   
無線機  

呼出し名称  
 

巡 視 者  

  

  

時 間        時      分  ～       時     分  

場  所  時  間  状 況 ・ 対  応  

 時   分   

 時   分   

 時   分   

 時   分   

 時   分   

 時   分   

 時   分   

 時   分   
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受付者氏名

フリガナ

機関･団体名

フリガナ

代表者名

役職

住所

電話番号

所属部署名

役職

フリガナ

氏名

電話番号

Ｅメール

開始日時

終了日時

男性 女性 合計

フリガナ

氏名

電話番号

携帯電話

派
遣
代
表
者

受付日

活動予定期間

活動人員合計
派遣代表者を含む

機
関
・
団
体

連
絡
窓
口
（

事
務
担
当
者
）

主な活動内容

支援機関（団体）受付票

特記事項

〒
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別記様式第３（第６条関係） 

 年 月 日 

 

愛知県知事・愛知県公安委員会 殿 

 

緊急通行車両確認申出書 

 

申出者 住 所  

 

氏 名  

 

番号標に表示され

ている番号 
 

車両の用途（緊急

輸送を行う車両に

あっては、輸送人

員又は品名） 

 

活 動 地 域  

車両の

使用者 

住 所 
 

（   ）   局   番 

氏名又 

は名称 
 

緊 急 

連絡先 

住 所 
 

（   ）   局   番 

氏 名  

備     考  

備考 用紙は、日本産業規格Ａ４とする。 
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別記様式第５（第６条の２関係） 

 第     号 

年 月 日 

 

緊急通行車両確認証明書 

 

愛 知 県 知 事 ○印 

愛知県公安委員会 ○印 

 

番号標に表示され

ている番号 
 

車両の用途（緊急

輸送を行う車両に

あっては、輸送人

員又は品名） 

 

活 動 地 域  

車両の

使用者 

住 所 
 

（   ）   局   番 

氏名又 

は名称 
 

有 効 期 限  

備     考  

備考 用紙は、日本産業規格Ａ４とする。 
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別記様式第４（第６条の２関係） 

 

備考 １ 色彩は、記号を黄色、縁及び「緊急」の文字を赤色、「登録（車両）番号」、「有

効期限」、「年」、「月」及び「日」の文字を黒色、登録（車両）番号並びに年、月及

び日を表示する部分を白色、地を銀色とする。 

２ 記号の部分に、表面の画像が光の反射角度に応じて変化する措置を施すものと

する。 

３ 図示の長さの単位は、センチメートルとする。 

-160-

様式86



 

公 用 車 配 車 表 

   年  月  日   曜日  

番号  
車番（車種

等）  
用   途  使 用 者  備 考  

１     

２     

３     

４     

５     

６     

７     

８     

９     

１０      

１１      

１２      

１３      

１４      

１５      

１６      

１７      

１８      

１９      

２０      
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刈谷市報道関係情報提供資料 
年  月  日提出 

件 名  

内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類 写 真  ・  図 面 等  ・  要 項 等（解説）  ・  その他資料 

問合せ先 刈谷市災害対策本部【担当 ○○○○ 直通 ℡ ○○‐○○○○】 

※１２部提出してください。また、添付書類があれば必ず提出してください。 
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資 料 編 

 

法律･条例等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 

 
刈 谷 市 防 災 会 議 条 例 

昭和38年10月15日 

                                 条 例 第 1 5 号 

 

改正昭和 57 年 4 月 １日 条例第 24 号 

昭和 57 年 7 月 １日 条例第 39 号 

平成 4 年 6 月 25 日 条例第 26 号 

平成 12 年 3 月 30 日 条例第 8 号 

平成 14 年 12 月 25 日 条例第 32 号 

平成 24 年 9 月 28 日 条例第 17 号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第１６条第６項の規定に

基づき刈谷市防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務、組織及び運営に関する事項

を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 刈谷市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(2) 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

(3) 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

（会長及び委員） 

第３条 防災会議は、会長及び委員３５人以内をもって組織する。 

２ 会長は、市長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

(1) 市の区域の全部又は一部を管轄する指定地方行政機関の職員のうちから市長が任命す

る者 

(2) 愛知県の知事の部内の職員のうちから市長が任命する者 

(3) 愛知県警察の警察官のうちから市長が任命する者 

(4) 衣浦東部広域連合の職員のうちから市長が任命する者 

(5) 市長がその部内の職員のうちから指名する者 

(6) 市の水道事業の職員のうちから市長が任命する者 

(7) 市の議会事務局の職員のうちから市長が任命する者 

(8) 市の教育委員会の教育長及び教育委員会事務局の職員のうちから市長が任命する者 

(9) 市の地域において業務を行う指定公共機関又は指定地方公共機関の職員のうちから市

長が任命する者 

(10) 自主防災組織を構成する者又は学識経験を有する者のうちから市長が任命する者 

(11) 市長が特に必要と認めて任命する者 

６ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、その前任者の残任期間とする。 

７ 委員は、再任されることができる。 

-163-



 

 

（専門委員） 

第４条 防災会議に専門の事項を調査させるため、必要に応じて専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、愛知県の職員、衣浦東部広域連合の職員、市の職

員、関係指定公共機関の職員、関係指定地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうちか

ら市長が任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは解任されるものとする。 

（会議） 

第５条 防災会議は、必要に応じて会長が招集する。 

２ 防災会議は、委員の総数の２分の１以上の出席がなければ会議を開き、議決をすることが

できない。 

３ 防災会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは会長の決するところによ

る。 

（雑則） 

第６条 この条例に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の組織及び運営に関し

必要な事項は、会長が防災会議に諮って定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５７年４月１日条例第２４号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５７年７月１日条例第３９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成４年６月２５日条例第２６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附  則（平成１２年３月３０日条例第８号抄） 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年１２月２５日条例第３２号） 

この条例は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年９月２８日条例第１７号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の刈谷市防災会議条例第３条第５項第１０号の規定により新た

に任命される刈谷市防災会議の委員の任期は、同条第６項の規定にかかわらず、平成２６年

３月３１日までとする。 
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刈谷市防災会議委員名簿 

（令和７年２月現在） 

 役     職     名 刈谷市防災会議条例該当号  

会長 市 長  

委員 愛知県西三河県民事務所長 (2) 

委員 愛知県衣浦東部保健所長 (2) 

委員 愛知県知立建設事務所長 (2) 

委員 愛知県刈谷警察署長 (3) 

委員 衣浦東部広域連合刈谷消防署長 (4) 

委員 副市長 (5) 

委員 副市長 (5) 

委員 水資源部長 (6) 

委員 議会事務局長 (7) 

委員 教育長 (8) 

委員 教育部長 (8) 

委員 
東邦ガスネットワーク(株)地域計画部 

東部計画センター刈谷事業所長 
(9) 

委員 中部電力パワーグリッド㈱刈谷営業所長 (9) 

委員 刈谷市自治連合会代表 (10) 

委員 名古屋大学減災連携研究センター社会連携部門特任准教授 (10) 

委員 西日本電信電話㈱名古屋支店設備部長 (11) 

委員 刈谷市消防団長 (11) 

委員 陸上自衛隊中部方面特科連隊第２大隊長 (11) 

委員 刈谷市議会企画総務委員長 (11) 

委員 一般社団法人刈谷医師会長 (11) 

委員 一般社団法人刈谷市歯科医師会長 (11) 

委員 刈谷商工会議所会頭 (11) 

委員 あいち中央農業協同組合刈谷地区担当理事 (11) 

委員 刈谷市赤十字奉仕団委員長 (11) 

委員 刈谷市管工事業協同組合理事長 (11) 

委員 一般社団法人刈谷防災まちづくり協議会代表理事 (11) 

委員 刈谷市女性の会連絡協議会会長 (11) 

委員 刈谷市民生委員・児童委員連絡協議会代表 (11) 

委員 刈谷防災ボランティア会員 (11) 
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刈谷市地震災害警戒本部条例 

平成14年7月1日 
条 例 第 1 9 号        

改正平成 14 年 12 月 25 日 条例第 32 号 

平成 18 年 12 月 25 日 条例第 39 号 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、大規模地震対策特別措置法（昭和５３年法律第７３号。以下「法」とい

う。）第１８条第４項の規定に基づき、刈谷市地震災害警戒本部（以下「警戒本部」という。）

の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織等） 

第２条 地震災害警戒本部長（以下「本部長」という。）は、警戒本部の事務を総括し、職員を

指揮監督する。 

２ 警戒本部に、地震災害警戒副本部長（以下「副本部長」という。）、地震災害警戒本部員（以

下「本部員」という。）その他の職員を置くことができる。 

３ 副本部長は、本部員のうちから市長が任命する。 

４ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

５ 本部員は、次に掲げる者をもって充てる。 

 (1) 愛知県警察の警察官のうちから市長が任命する者 

 (2) 衣浦東部広域連合の職員のうちから市長が任命する者 

 (3) 副市長 

 (4) 教育長 

 (5) 市の職員のうちから市長が指名する者 

 (6) 市の区域において業務を行う法第２条第７号に規定する指定公共機関又は同条第８号に

規定する指定地方公共機関の役員又は職員のうちから市長が任命する者 

 (7) 市長が特に必要と認めて任命する者 

６ 本部員は、本部長の命を受けて警戒本部の事務を処理する。 

７ 副本部長及び本部員以外の警戒本部の職員（以下「本部職員」という。）は、市の職員のう

ちから市長が指名する。 

８ 本部職員は、警戒本部の所掌事務について、本部員を補佐する。 

（部） 

第３条 本部長は、必要に応じ警戒本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき本部員及び本部職員は、本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、本部長が指名する本部員がこれに当たる。 

（雑則） 

第４条 この条例に定めるもののほか、警戒本部の組織及び運営に関し必要な事項は、本部長

が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 
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 （刈谷市報酬額及び費用弁償額並びにその支給方法に関する条例の一部改正） 

２ 刈谷市報酬額及び費用弁償額並びにその支給方法に関する条例（昭和３２年条例第１号）

の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項中第３９号を第４０号とし、第３８号の次に次の１号を加える。 

(39) 地震災害警戒本部員 日額 ６，４００円 

  第４条第２項ただし書中「第２条第１項第３９号」を「第２条第１項第４０号」に改める。 

附 則（平成 14 年 12 月 25 日条例第 32 号） 

この条例は、平成 15 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 18 年 12 月 25 日条例第 39 号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 19 年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。（平成 19 年３月規則第 31 号で、同 19 年４月１日から施

行） 

(1)･(2) (略) 

(3) （前略）第 16 条の規定 規則で定める日 
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刈谷市地震災害警戒本部員名簿 

 

（令和７年２月現在） 

区 分 役     職     名 
刈谷市地震災害警戒 

本部条例該当号 

本部長 市 長  

副本部長 副市長 (3) 

副本部長 副市長 (3) 

副本部長 教育長 (4) 

本部員 愛知県刈谷警察署代表 (1) 

本部員 衣浦東部広域連合刈谷消防署代表 (2) 

本部員 参事（企画調整） (5) 

本部員 企画財政部長 (5) 

本部員 総務部長 (5) 

本部員 生活安全部長 (5) 

本部員 市民活動部長 (5) 

本部員 福祉健康部長 (5) 

本部員 次世代育成部長 (5) 

本部員 産業環境部長 (5) 

本部員 建設部長 (5) 

本部員 都市政策部長 (5) 

本部員 都市公園部長 (5) 

本部員 水資源部長 (5) 

本部員 議会事務局長 (5) 

本部員 教育部長 (5) 

本部員 会計管理者 (5) 

本部員 監査事務局長 (6) 

本部員 
東邦ガスネットワーク(株)地域計画部 

東部計画センター刈谷事業所代表 
(6) 

本部員 中部電力パワーグリッド㈱刈谷営業所代表 (7) 

本部員 刈谷市消防団長 (7) 

本部員 刈谷市自治連合会長 (7) 

本部員 一般社団法人刈谷医師会長 (7) 

本部員 一般社団法人刈谷市歯科医師会長 (7) 

本部員 刈谷市薬剤師会長 (7) 

本部員 刈谷商工会議所代表 (7) 

本部員 企業代表 (7) 
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刈 谷 市 災 害 対 策 本 部 条 例                

昭和38年10月15日 
条 例 第 1 6 号         

 

改正 平成 8 年 4 月 1 日 条例第 15 号 

                                                     平成 24 年 9 月 28 日 条例第 17 号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２３条の２第８項の規

定に基づき刈谷市災害対策本部（以下「本部」という。）の組織及び運営に関する事項を定め

るものとする。 

（災害対策本部長及び災害対策副本部長） 

第２条 災害対策本部長（以下「本部長」という。）は、本部の事務を総括し、本部の職員を指

揮監督する。 

２ 災害対策副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（部） 

第３条 本部の事務を分掌させるため、本部長が必要と認める数の部を置く。 

２ 部に部長及び部員を置く。 

３ 部長は、災害対策本部員のうちから、部員はその他の職員のうちから本部長が指名する。 

４ 部長は、本部長の命を受けて部の事務を掌理する。 

５ 部員は、部長の命を受けて部の事務を処理する。 

（雑則） 

第４条 この条例に定めるもののほか、本部の組織及び運営に関し必要な事項は、本部長が定

める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成８年４月１日条例第１５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年９月２８日条例第１７号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 
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刈谷市災害対策本部員名簿 

 

（令和７年２月現在） 

区 分 役 職 備 考 

本 部 長 市 長  

副 本 部 長 副 市 長  

〃 副 市 長  

〃 教 育 長  

〃 生 活 安 全 部 長 統 括 部 長 

本 部 員 参 事 （ 企 画 調 整 ） 情 報 資 材 部 副 部 長 

〃 企 画 財 政 部 長 情 報 資 材 部 長 

〃 監 査 事 務 局 長 情 報 資 材 部 副 部 長 

〃 総 務 部 長 総 務 部 長 

〃 会 計 管 理 者 情 報 資 材 部 副 部 長 

〃 市 民 活 動 部 長 生 活 再 建 部 長 

〃 福 祉 健 康 部 長 医 療 福 祉 部 長 

〃 次 世 代 育 成 部 長 医 療 福 祉 部 副 部 長 

〃 産 業 環 境 部 長 産 業 環 境 部 長 

〃 教 育 部 長 避 難 所 拠 点 部 長 

〃 議 会 事 務 局 長 議 会 部 長 

〃 建 設 部 長 技 術 部 長 

〃 都 市 政 策 部 長 技 術 部 副 部 長 

〃 都 市 公 園 部 長 〃 

〃 水 資 源 部 長 水 資 源 部 長 

〃 衣浦東部広域連合刈谷消防署副署長  

〃 愛 知 県 刈 谷 警 察 署 警 備 課 長  

〃 一 般 社 団法 人 刈谷医 師 会 代 表 （災害の種類及び規模による） 
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刈谷市災害派遣手当に関する条例 

平成 8 年 4 月 1 日 

条 例 第 1 6 号         

改正 平成 18 年 3 月 27 日 条例第 23 号 

令和 5 年 9 月 29 日 条例第 20 号 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法施行令（昭和 37 年政令第 288 号）第 19 条及び大規模災

害からの復興に関する法律施行令（平成 25 年政令第 237 号）第 43 条の規定に基づき、災害

応急対策若しくは災害復旧又は復興計画の作成等のため派遣された職員（以下「派遣職員」

という。）に対する災害派遣手当（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する

法律（平成 16 年法律第 112 号）第 154 条において準用する場合にあっては武力攻撃災害等

派遣手当とし、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）第 26 条の８

において準用する場合にあっては特定新型インフルエンザ等対策派遣手当とする。以下同じ。）

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（災害派遣手当） 

第２条 派遣職員が住所又は居所を離れて刈谷市内に滞在することを要するときは、当該派遣

職員に対し、別表に掲げる区分により災害派遣手当を支給する。 

（支給方法） 

第３条 前条に規定する災害派遣手当は、派遣職員が刈谷市に到着した日から刈谷市を出発す

る日の前日までの間の日数に応じ、当該滞在が終了した日以後において計算し、支給する。。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

  附 則（平成 18 年 3 月 27 日条例第 23 号） 

この条例は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則（平成 26 年 3 月 26 日条例第７号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和 5 年 9 月 29 日条例第 20 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

別表（第 2 条関係） 

区               分 金   額 

公用の施設又はこれに準ずる施設を利用して滞在した場合 日額 3,970 円 

その他の施設

を利用して滞

在した場合 

滞在した期間が 30 日以内のとき 日額 6,620 円 

滞在した期間が 30日を越え 60日以内のとき 日額 5,870 円 

滞在した期間が 60 日を越えるとき 日額 5,140 円 
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災害救助法の適用基準 

 

〇適用基準（法施行令第１条第１項） 

■災害が発生した段階の適用（法第２条第１項） 

１．住家等への被害が生じた場合 

（１）市(区)町村内の全壊、全焼、流失等による住家の滅失した世帯数がそれぞれ次の世帯

数以上であること（第１号）。 

 

市(区)町村の人口 住家滅失世帯数 

5,000人未満         30世帯 

5,000人以上  15,000人未満 40 〃 

15,000   〃   30,000  〃 50 〃 

30,000   〃   50,000  〃 60 〃 

50,000   〃  100,000  〃 80 〃 

100,000   〃  300,000  〃 100 〃 

300,000   〃 150 〃 

 

（２）被害世帯数が（１）の基準に達しないが、県下で住家滅失世帯数が2,500世帯以上に

達した場合であって、市(区)町村の住家滅失世帯数が次に示す世帯以上であること（第

２号）。 

 

市(区)町村の人口 住家滅失世帯数 

5,000人未満         15世帯 

5,000人以上15,000人未満 20 〃 

15,000  〃  30,000  〃 25 〃 

30,000  〃  50,000  〃 30 〃 

50,000  〃 100,000  〃 40 〃 

100,000  〃 300,000  〃 50 〃 

 300,000  〃 75 〃 

 

（３）被害世帯数が（１）又は（２）の基準に達しないが、県下で住家滅失世帯数が12,000

世帯以上に達した場合であって、市(区)町村で多数であること（第３号前段） 

 

（注）適用の基準となる被害世帯の換算等の計算は、次の方法による。 

① 住家の減失した世帯の算定にあたっては、全焼、全壊、流出等により住家の減失し

た世帯数のほか、住家が半壊半焼等著しく損傷した世帯においては２世帯をもって、

床上浸水又は土砂たい積等により一時的に居住することができない状態になった世帯

は３世帯をもって、それぞれ住家の減失した一の世帯とみなす。 

② 被害世帯数は、家屋の棟数あるいは戸数とは関係なく、あくまでも世帯数で計算す

る。例えば、被害戸数は1戸であっても、３世帯が居住していれば３世帯として計算す

る。 
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③ 飯場、下宿等の一時的寄留世帯については、生活本拠の所在地等総合的条件を考慮

して実情に即した決定をする。 

（４） 被災者の救護を著しく困難とする内閣府令で定める特別の事情がある場合で、か

つ、 多数の世帯の住家が滅失したものであること（第３号後段） 

 ・ 被災者について、食品の給与等に特殊の補給方法を必要とし、又は救出に特殊 

の技術を必要とすること。（府令第１条） 

 

２．災害が発生し、生命・身体への危害又はそのおそれが生じた場合（４号基準） 

   発生した災害の程度が、多数の者が生命又は身体に危害を受け又は受けるおそれが生 

じた場合であって、内閣府令で定める基準に該当する災害（第４号）。 

・ 災害が発生し、又は発生するおそれのある地域に所在する多数の者が、避難して継続

的に救助を必要とすること。（府令第２条第１号） 

・ 災害にかかった者に対する食品もしくは生活必需品の給与等について特殊の補給方法

を必要とし、又は災害にかかった者の救出について特殊の技術を必要とすること。（府

令第２条第２号） 

 

■災害が発生するおそれ段階の適用（法第２条第２項） 

災害が発生するおそれがある場合において、国に災害対策基本法に規定する災害対策本部 

が設置され、当該本部の所管区域が告示されたときは、都道府県知事は、当該所管区域内の 

市町村の区域内において当該災害により被害を受けるおそれがあり、現に救助を必要とする 

者に対しても、救助を行うことができる。 

 

【参考】災害救助法適用基準数 

 

（愛知県地域防災計画付属資料参照） 

市(区)町村名 
人口 適用基準 

(R2.10.1) (滅失世帯数) 

刈谷市 153,834 100 
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災害救助法施行細則 
昭和40年10月29日規則第60号 

最終改正 令和2年3月27日規則第16号 

 

災害救助法施行細則をここに公布する。 

災害救助法施行細則 

（趣旨） 

第1条 この規則は、災害救助法（昭和22年法律第118号。以下「法」という。）、災害救助法施行

令（昭和22年政令第225号。以下「令」という。）及び災害救助法施行規則（昭和22年総理庁令、

厚生省令、内務省令、大蔵省令、運輸省令第1号。以下「規則」という。）の施行に関する事項を

定めるものとする。 

第2条 削除 

削除〔平成12年規則77号〕 

（救助実施区域の公告） 

第3条 知事は、法による救助（以下「救助」という。）を実施するときは、すみやかに救助を実

施する市区町村の区域を公告するものとする。 

第4条 削除 

削除〔平成12年規則77号〕 

（救助の程度、方法及び期間） 

第5条 令第三条の救助の程度、方法及び期間は、災害救助法による救助の程度、方法及び期間並

びに実費弁償の基準（平成二十五年内閣府告示第二百二十八号）に定めるところによる。ただし、

知事は、これによることができない特別の事情があると認めるときは、その都度内閣総理大臣に協

議し、これを超えて救助を実施するものとする。 

一部改正〔平成12年規則77号・13年1号・26年4号・29年33号〕 

（物資の保管等に関する公用令書等） 

第6条 規則第1条の公用令書、公用変更令書及び公用取消令書（以下次条及び第8条において「公

用令書等」という。）は、次の各号に掲げる様式による。 

１ 物資の保管を命ずる場合の公用令書 様式第1 

２ 物資を収用し、施設を管理し、又は土地、家屋若しくは物資を使用する場合の公用令書 様

式第2 

３ 公用変更令書 様式第3 

４ 公用取消令書 様式第4 

（受領書） 

第7条 前条の公用令書等の交付を受けた者は、受領書を直ちに知事に提出しなければならない。 

（強制物件台帳） 

第8条 第6条の公用令書等を交付したときは、強制物件台帳（様式第5）に所要事項及びその後の

経過を記録しておくものとする。 

（受領調書） 

第9条 規則第2条第3項の受領調書は、様式第6による。 

② 当該職員は、前項の受領調書を作成するときは、物資の引渡しをした所有者又は占有者を立ち

会わせなければならない。ただし、やむを得ない場合においては、この限りでない。 

一部改正〔平成19年規則29号〕 

（損失補償請求書） 

第10条 規則第3条第1項の損失補償請求書は、様式第7によらなければならない。 

 

（従事命令に関する公用令書等） 

第11条 規則第4条第1項及び第3項の公用令書及び公用取消令書は、次の各号に掲げる様式によ

る。 

１ 公用令書 様式第8 

２ 公用取消令書 様式第9 

（受領書に関する規定の準用） 
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第12条 第7条の規定は、前条の公用令書又は公用取消令書の交付を受けた者の受領書について準

用する。 

（救助従事者台帳） 

第13条 第11条の公用令書又は公用取消令書を交付したときは、救助従事者台帳（様式第10）に所

要事項及びその後の経過を記録しておくものとする。 

（従事不能の場合の届出） 

第14条 規則第4条第2項の規定による届出は、従事不能届（様式第11）に次の各号に掲げる書類を

添えてしなければならない。 

１ 負傷又は病気により救助に関する業務に従事することができない場合においては、医師の診

断書。ただし、やむを得ない事情により医師の診断書が得られないときは、警察官の証明書 

２ 天災その他避けることのできない事故により救助に関する業務に従事することができない場

合においては、市区町村長、警察官又はその他適当な公務員の証明書 

（実費弁償の程度） 

第15条 法第7条第5項の規定による実費弁償の程度は、別表第1のとおりとする。 

一部改正〔平成26年規則4号･平成29年規則33号〕 

（実費弁償請求書） 

第16条 規則第5条の実費弁償請求書は、様式第12によらなければならない。 

（身分を示す証票） 

第17条 法第10条第3項において準用する法第6条第4項の身分を示す証票は、様式第13による。 

一部改正〔平成26年規則4号〕 

（扶助金支給申請書） 

第18条 規則第6条第1項の扶助金支給申請書は、様式第14によらなければならない。 

② 前項の扶助金支給申請書には、規則第6条第2項各号の書類のほか、次に掲げる書類を添えなけ

ればならない。 

１ 療養扶助金を除く各扶助金の支給申請書については、令第8条第2項の支給基礎額の認定に必

要な書類 

２ 休業扶助金支給申請書については、前号に定める書類のほか、療養のため休養を必要とする

旨の医師の診断書及び負傷し、又は病気にかかつたため、従前得ていた収入を得ることができ

ず、かつ、ほかに収入を得ることができない等特に扶助金の支給を必要とする理由を詳細に記

載した書類 

３ 打切扶助金支給申請書については、第1号に定める書類のほか、療養の経過、症状、治癒ま

での見込期間等に関する医師の意見書 

一部改正〔平成26年規則4号〕 

（扶助金の支給基礎額） 

第19条 令第8条第2項第2号及び第3号の扶助金の支給基礎額は、別表第2のとおりとする。 

一部改正〔平成26年規則4号平成29年33号〕 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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別表第1（第15条関係） 

1 令第4条第1号から第4号までに規定する者 

(1) 日当 

   県の常勤の職員で救助に関する業務に従事した者に相当するものの給与を考慮してその都度決定

する額以内 

(2) 時間外勤務手当 

   日当の額を8で除して得た額を勤務１時間当たりの給与額として職員の給与に関する条例（昭和

42年愛知県条例第3号）第15条の規定の例により算定される額以内 

(3) 旅費 

   職員等の旅費に関する条例（昭和29年愛知県条例第1号）別表第1の1による一般職員相当額以

内 

2 令第 4条第 5号から第 10号までに規定する者 

業者のその地域における慣行料金による支出実績に、手数料としてその100の3の額を加算した

額以内 

一部改正〔昭和43年規則56号・44年49号・45年90号・46年79号・48年2号・73号・94号･

50年81号・51年82号・52年70号・53年79号・54年49号・55年45号・56年64号・57年47

号・59年82号・60年77号・87号・61年75号・62年72号・63年56号・平成元年62号・2年

61号・3年56号・4年72号・5年74号・6年81号・7年76号・10年47号・82号・11年104号・

12年125号・14年7号・76号・15年72号・16年47号・19年50号・26年4号・29年33号〕 

別表第2（第19条関係） 

対象者 扶助金の支給基礎額 

法第7条の規定により救助に関

する業務に従事した者のうち、労

働基準法（昭和22年法律第49

号）に規定する労働者でない者 

事故発生の年の前1年間におけるその者の所得（当該事業又は当

該業務に伴う所得以外の所得及び退職金等の臨時所得を除く。以下

同じ。）の額を365で除して得た額（以下「基準収入額」とい

う。）に相当する額。ただし、その者の基準収入額が、その地方

で、同種同規模の事業を営み、又は同様の業務に従事する者の前1

年間における所得の額の平均額を365で除して得た額（以下「標準

収入額」という。）を超えるときは、原則として、標準収入額に相

当する額とする。 

法第8条の規定により救助に関

する業務に協力した者（以下「協

力者」という。） 

 

  

  

  

  

  

  

警察官の職務に協力援助した者の災害給付に関する法律施行令

（昭和27年政令第429号）第5条に規定する給付基礎額の例による

額 

 

一部改正〔昭和42年規則55号・48年2号・73号・94号・50年81号・51年82号・52年70

号・53年79号・54年49号・55年45号・56年64号・57年47号・59年82号・60年77号・61年

75号・62年72号・63年56号・平成元年62号・2年61号・3年56号・4年72号・5年74号・6

年81号・7年76号・10年47号・82号・11年104号・19年50号・20年49号・24年39号・25年

4号・29年33号〕 

（様式については、愛知県地域防災計画附属資料掲載） 
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協定名 構成機関 協定年月日 協定の主な内容 担　当　課
刈谷飲食店組合（５社） 平成15年　4月17日
かりや愛知刈谷中央生活協同組合 平成15年　5月　1日
あいち中央農業協同組合 平成15年　5月12日
敷島製パン㈱刈谷工場 平成15年　5月16日
メーキュー㈱ 平成21年10月26日
コンパスグループ・ジャパン㈱ 平成24年8月1日

2
災害時における食品の衛生
確保等の協力に関する協定

愛知県食品衛生協会衣浦東部支部 平成24年 5月 １0日
災害時の食品の衛生確保等についての
協力

危機管理課

太陽建機レンタル㈱刈谷支店 平成15年　5月　8日
災害時における応急対策用資機材（重
機、ハンマー､テント､トイレ、発電
機､トラック等）

財務課

㈱トヨタレンタリース愛知 平成15年　6月27日
災害時における応急対策用資機材（ト
ラック等）

財務課

4
災害時における車両燃料・
冷暖房用燃料等の供給協力
に関する協定

愛知県石油商業組合　西三河碧海
地区刈谷グループ

平成19年　7月25日 災害時の燃料等の供給協力 財務課

5
地震等災害時における消
防、防災応援活動に関する
協定

豊田自動織機、愛知製鋼、ジェイ
テクト、トヨタ車体、アイシン精
機、デンソー、トヨタ紡織

平成10年 5月　1日
災害時における消防、防災に関する応
援活動（特設自衛消防隊）

危機管理課

6
衣浦東部広域行政圏災害時
相互応援協定

衣浦東部５市 平成12年　1月17日 災害が発生した場合の相互応援 危機管理課

7
西三河災害時相互応援協定
（9市1町）

岡崎市、碧南市、豊田市、安城
市、西尾市、知立市、高浜市、み
よし市、幸田町

平成25年 7月　3日
災害が発生し、被災団体独自では十分
な応急措置ができない場合に友愛精神
に基づき相互救護協力を行う

危機管理課

8
愛知県内広域消防相互応援
協定

県内市町、一部組合、広域連合等 平成15年 4月　1日 大規模災害等の消防相互応援 危機管理課

9
災害対策本部等設置時にお
ける職員派遣に関する協定

衣浦東部広域連合 平成15年　4月  1日
災害対策本部設置時等の衣浦東部広域
連合職員の派遣

危機管理課

10
自主防災組織訓練指導に関
する協定

衣浦東部広域連合 平成15年　4月  1日
自主防災組織が実施する防災訓練の指
導

危機管理課

県立高校４校、刈谷警察署
産業技術研究所

平成17年 2月　1日

愛知教育大学 平成17年 4月　1日
東邦瓦斯㈱ 平成17年 4月　1日
中部電力㈱刈谷営業所 平成17年11月　1日

13
災害時における刈谷市ボラ
ンティア支援本部の開設及
び運営に関する協定

刈谷市社会福祉協議会 平成18年12月　1日
災害時におけるボランティア支援本部
の開設･運営

危機管理課

14 災害時の放送に関する協定
㈱キャッチネットワーク
㈱エフエムキャッチ

平成26年 4月 1日 緊急放送の実施 危機管理課

15
大規模地震災害時における
地域防災活動に関する協定
【見直し再締結】

豊田自動織機、愛知製鋼、ジェイ
テクト、トヨタ車体、アイシン精
機、デンソー、トヨタ紡織

平成18年 7月　1日
平成26年11月1日

災害発生時における情報の共有従業員
への計画的な帰宅対策の推進
一時的な避難所としての使用企業備蓄
品の無償供与

危機管理課

16
西三河地区消防相互応援協
定

西三河地区市町、一部組合
広域連合等

平成19年　4月　1日 火災その他災害の消防活動相互応援 危機管理課

17
愛知県防災ヘリコプター支
援協定

愛知県 平成19年 8月　1日 災害時の防災ヘリコプターの支援 危機管理課

18 災害時相互応援協定 長野県飯田市・下條村 平成22年4月16日

災害が発生し、被災者の救護等応急措
置が十分にできない場合に救援資材の
援助、被災者救出及び医療活動等の応
援

危機管理課

19
市町村広域災害ﾈｯﾄﾜｰｸ　災
害時相互応援に関する協定
（21市1町）

岐阜県可児市、滋賀県野洲市、京
都府八幡市、奈良県大和郡山市、
和歌山県橋本市、大阪府泉大津
市、兵庫県高砂市、岡山県玉野
市、高知県香南市、福岡県行橋
市、福岡県苅田町、島根県益田
市、宮崎県日向市、三重県亀山
市、静岡県磐田市、佐賀県神埼
市、山口県柳井市、山梨県甲府
市、愛媛県四国中央市、鹿児島県
阿久根市、茨城県那珂市

平成22年6月7日
（刈谷市協定締結
時）

災害が発生し、被災団体独自では十分
な応急措置ができない場合に友愛精神
に基づき相互救護協力を行う

危機管理課

20
災害時の情報交換に関する
協定（リエゾン）

国土交通省　中部地方整備局 平成23年7月12日
重大な災害が発生した場合の情報交換
や連絡員の派遣

危機管理課

21 災害時相互応援協定 茨城県結城市 平成23年7月12日

災害が発生し、被災者の救護等応急措
置が十分にできない場合に救援資材の
援助、被災者救出及び医療活動等の応
援

危機管理課

22 災害時相互応援協定 埼玉県久喜市 平成25年6月5日

災害が発生し、被災者の救護等応急措
置が十分にできない場合に救援資材の
援助、被災者救出及び医療活動等の応
援

危機管理課

23
災害発生時における一時待
避所の使用に関する覚書

株式会社サーテックカリヤ 平成24年3月12日
河川海岸の越水若しくは決壊が発生し
た場合、施設の一部を一時退避所とし
て使用

危機管理課

24
火葬業務の相互協力に関す
る協定書

知立市 平成31年 3月20日 火葬等の業務に関する協力 市民課

25
災害発生時における火葬場
の相互応援協力に関する協
定

県内市町村、組合 平成31年 3月29日 火葬炉の使用不能時等の相互応援 市民課

26
火災時等における遺体搬送
の支援協力に関する協定

社団法人　全国霊柩自動車協会 平成24年2月24日
霊柩自動車等による遺体搬送及び遺体
搬送に必要な機材、資材等の提供

市民課

令和7年2月現在

11
刈谷市防災行政用無線局の
管理・運営に関する協定

刈谷市防災行政用無線局の管理・運営 危機管理課

災害協定一覧表

1
災害時における食料品・生
活必需品等の供給協力に関
する協定

災害時の食料品、生活必需品等の供給
についての協力

財務課

3
災害時における応急対策用
資器材の賃貸に関する協定

危機管理課12
災害発生時における災害復
旧用オープンスペースに関

災害発生時の復旧活動及び資機材置場
として用地の一時使用
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協定名 構成機関 協定年月日 協定の主な内容 担　当　課

27
火災時における棺等葬祭用
品の供給に関する協定

愛知県葬祭業協同組合 平成24年2月24日 棺等葬祭用品の供給 市民課

28
福祉避難所の設置運営に関
する協定

社会福祉法人　觀寿々会
社会福祉法人　長寿会

平成24年3月30日
災害が発生し、災害時要援護者が避難
するために、その施設の使用及び受入
れについて協力

福祉総務課◎
長寿課

29
福祉避難所の運営に関する
協定

刈谷市社会福祉協議会 平成24年3月30日
災害が発生し、災害時要援護者が避難
する場合、福祉避難所を開設し、運営
を行う

福祉総務課◎
長寿課

30
災害時の医療救護活動等に
関する協定

刈谷医師会、刈谷市歯科医師会
刈谷市薬剤師会

平成 17年11月　1日 医療救護班の派遣による応急処置等 健康推進課

31
災害時の一般廃棄物処理及
び下水処理に係る相互応援
に関する協定書

県内市町村、一部事務組合 平成26年1月1日
一般廃棄物処理業務及び下水処理業務
への人員、車両等

ごみ減量推進課

32
一般廃棄物処理の相互援助
に関する協定書

三河知多清掃施設連絡協議会に所
属する団体

令和4年6月27日 災害及び事故での処理応援 ごみ減量推進課

33 防災協定書
市内建設業者、電気業者、造園業
者、刈谷市管工事業協同組合

平成20年　3月26日
災害時等の道路、河川、下水道施設、
公園、市営住宅の巡視及び応急対策

土木管理課◎
建築課

公園緑地課

34

名古屋市近隣市町村と生活
協同組合コープあいちとの
災害時応急生活物資供給等
の協力に関する協定

コープあいち、名古屋市他 平成26年7月22日
災害時における応急生活物資の供給協
力

危機管理課

35
水道災害相互応援に関する
覚書

日本水道協会の愛知県支部
県内市町村等

昭和53年 3月29日
応急給水作業、応急復旧作業、資機材
の供出

水道課

36
災害時における水道施設の
応急対策に関する協定

刈谷市管工事業協同組合 平成20年　3月26日
災害時等の水道施設の巡視及び応急対
策

水道課

37
水道施設の災害に伴う応援
協定書

（株）ジェネッツ 平成24年 4月 １日
災害発生時における、水道施設の復旧
作業

水道課

ＫＣＳＮ共同事業体（総合文化セ
ンター）

平成25年 4月 １日 災害時における避難所として施設利用 危機管理課

刈谷市産業振興センター、南部生
涯学習センター、北部生涯学習セ
ンター

平成30年 4月 １日 災害時における避難所として施設利用 危機管理課

39
大規模地震の際の市庁舎一
時使用の覚書

刈谷警察署 平成26年 1月 6日 大規模地震時、警察の庁舎一部利用 危機管理課

40
地震災害時の応急対策活動
の協力に関する協定書

公益社団法人愛知建築士会、
公益社団法人愛知県建築士事務所
協会

平成26年 3月 25日
災害時の被災建築物に対する応急対策
活動

建築課

41 岩ケ池公園防災協定書 刈谷ハイウェイオアシス株式会社 平成26年 5月1日
災害時における飲食物及び日用品等の
提供

公園緑地課

42
災害時における廃棄物の処
理等に関する協定

愛知県産業資源循環協会 平成26年 4月4日 災害時に生じた廃棄物の処理の協力 ごみ減量推進課

43
災害時における地図製品等
の供給等に関する協定

株式会社ゼンリン 平成26年11月26日
災対本部設置時に使用する最新の刈谷
市住宅地図の貸与及び供給
電子地図サービスZNETTOWNのID提供

危機管理課

44
災害に係る情報発信等に関
する協定

ヤフー株式会社 平成26年12月11日

・災害発生時におけるＨＰの「キャッ
シュサイト」化
・「災害情報ブログ」の利用
・「避難所マップ」の作成
・「避難情報」の配信

危機管理課

45
大規模地震の際の市庁舎一
時使用の覚書

愛知県衣浦東部保健所 平成27年 11月11日
災害による保健所庁舎損壊時の市庁舎
一部利用

健康推進課

46
災害時における情報の収集
協力に関する協定書

有限会社アペオ技研 平成28年2月15日 災害時における情報の収集協力 危機管理課

47
災害時における市役所庁舎
管理等の協力体制に関する
協定

オリックス・ファシリティーズ㈱ 令和2年6月1日
災害時における市役所庁舎管理等の協
力

総務文書課

48
災害時における被災者支援
のための行政書士業務に関
する協定

愛知県行政書士会碧海支部 平成28年5月26日 災害時における被災者支援の協力 くらし安心課

49
災害時等における物資の緊
急輸送に関する協定

愛知県トラック協会西三支部刈谷
部会

平成29年1月25日
物資の緊急輸送、物資の整理、仕分け
等

国保年金課◎
スポーツ課

50
災害時における支援協力に
関する協定

イオンタウン株式会社
イオンビッグ株式会社

平成29年3月21日

・食料・生活物資等の提供
・店舗等の一時避難場所としての提供
・店舗における水道水、トイレ等の提
供
・店舗におけるテレビ・ラジオ等で知
りえた災害概況等情報の提供

危機管理課
財務課◎

51
災害時における応急対策用
資器材の賃貸に関する協定
書

株式会社アクティオ
名古屋支店　刈谷営業所

平成29年12月1日
災害時における応急対策用資器材（重
機、ハンマー､テント､トイレ、発電
機､トラック等）

財務課

52
災害時における消火活動支
援及び生活用水確保等に関
する協定書

西三河生コンクリート協同組合
碧南市、安城市、知立市、高浜市
及び衣浦東部広域連合

平成30年1月22日
大規模な災害が発生した場合における
消火活動支援及び生活用水の確保の協
力

危機管理課

53
災害時における食料品・生
活必需品等の供給協力に関
する協定

ＤＣＭ株式会社 平成30年3月13日
災害時の食料品、生活必需品等の供給
についての協力

財務課

54

災害時における応急対策及
び被災者支援のための土地
家屋調査士業務に関する協
定書

公益社団法人愛知県公共嘱託登記
土地家屋調査士協会

平成30年4月2日

・市内公共施設等の応急対策業務
・災害復旧のための筆界点情報の収
集、復元に係る業務
・被災者相談窓口における登記、筆界
確定等の相談業務

土木管理課

55
災害時における家庭系一般
廃棄物の収集運搬に関する
協定書

株式会社豊衛生舎、東洋衛生株式
会社、ヒラテ産業有限会社

平成30年8月2日
災害家庭系一般廃棄物（し尿を含む）
の収集運搬業務

ごみ減量推進課

38
災害時における施設利用に
関する協定書

-218-



協定名 構成機関 協定年月日 協定の主な内容 担　当　課

56
災害時における法律相談業
務等に関する協定

愛知県弁護士会 平成30年11月8日
災害時における被災者等に対する法律
相談等の支援

くらし安心課

57
災害時における応急生活物
資等の供給協力に関する協
定

刈谷紙器株式会社 平成30年11月27日
災害時における応急生活物資等（段
ボール製品）の供給についての協力

財務課

58
災害時における防災活動へ
の協力に関する協定

日本郵便株式会社 平成31年2月20日
・車両の提供
・情報の相互提供
・広報活動　等

危機管理課

59
災害時における食料品・生
活必需品等の供給協力に関
する協定

株式会社スギ薬局 平成31年3月28日
災害時の食料品、生活必需品等の供給
についての協力

財務課

60
災害時における棺等葬祭用
品の供給に関する協定

市内葬祭業者【(有)花正、(株)花
泉、(株)花権、(株)あいち中央
サービスＪＡやすらぎセンター、
イズモ葬祭センター、ファミー
ユ、メモリー富士松、刈谷愛昇
殿、(株)クロト　文十葬祭セン
ター】、エー・エム・メディカル
株式会社、（一社）全日本冠婚葬
祭互助協会

令和元年5月9日 棺等葬祭用品の供給についての協力 市民課

61
災害時における相互連携・
協力に関する協定

中部電力株式会社電力ネットワー
クカンパニー

令和元年7月29日

災害時における相互連携・協力（災害
時の連絡態勢の確立、電力供給施設に
関する伐採、施設の電力復旧、停電情
報の共有停電情報の広報　等）

危機管理課

62
災害発生時における福祉避
難所の設置運営に関する協
定書

社会福祉法人　紫水会
医療法人　光慈会

令和元年8月1日
災害時に特別な配慮を必要とする高齢
者や障害者などが避難するための施設
の使用及び受入れについての協力

福祉総務課
長寿課◎

63
災害時における家屋被害認
定業務に関する協定書

公益社団法人愛知県建築士事務所
協会
公益社団法人愛知建築士会
愛知県土地家屋調査士会
公益社団法人愛知県不動産鑑定士
協会

令和2年5月29日 家屋の被害認定業務についての協力
危機管理課◎

税務課

64
原子力災害時における掛川
市民の県外広域避難に関す
る協定書

岡崎市、碧南市、豊田市、安城
市、西尾市、知立市、高浜市、み
よし市、幸田町、静岡県掛川市

令和3年1月31日
避難経由所の開設、運営等についての
協力

危機管理課

NECネクサソリューションズ㈱中
部支社

平成28年2月1日

㈱ＮＴＴデータ東海 平成27年7月1日
HARVEY㈱ 平成28年2月1日
富士通Japan株式会社 令和6年4月1日
朝日航洋株式会社 令和4年4月18日

66
大規模災害時における復旧
活動の人的支援に関する協
定

㈱デンソー 令和3年4月26日
大規模災害時における復旧活動の人的
支援についての協力

危機管理課

67
災害時等における応急対策
業務に関する協定

サンワリューツー㈱、三和油化工
業㈱

令和4年3月28日
災害時等における車両の貸渡し、当該
車両の運転及び操作に係る人的支援に
ついての協力

財務課◎
危機管理課

68
災害発生時における福祉避
難所の設置運営に関する協
定書

株式会社　刈谷ケアサービスさく
ら

令和4年4月1日
災害時に特別な配慮を必要とする高齢
者が避難するための施設の使用及び受
入れについての協力

長寿課

愛知県 平成16年5月31日
災害時等における緊急連絡管を用いた
上水の提供等に関する協力

水道課

豊田市 昭和56年6月22日
災害時等における緊急連絡管を用いた
上水の提供等に関する協力

水道課

安城市 昭和56年6月15日
災害時等における緊急連絡管を用いた
上水の提供等に関する協力

水道課

大府市 平成14年3月25日
災害時等における緊急連絡管を用いた
上水の提供等に関する協力

水道課

知立市 平成30年3月28日
災害時等における緊急連絡管を用いた
上水の提供等に関する協力

水道課

70
損害調査結果の提供および
利用に関する協定書

三井住友海上火災保険株式会社 令和4年5月25日
水害時における保険会社が保険金算定
のために調査した家屋の損害情報の提
供

税務課

71
刈谷市とあいおいニッセイ
同和損害保険株式会社との
地方創生に関する連携協定

あいおいニッセイ同和損害保険株
式会社

令和4年8月1日
水害時における保険契約者の罹災証明
書申請に関するサポート及び保険会社
が撮影したドローン画像の提供

税務課

72
災害時における災害ボラン
ティアセンター支援に関す
る協定書

刈谷市社会福祉協議会、一般社団
法人刈谷青年会議所

令和4年8月24日
災害ボランティアセンターにおける刈
谷青年会議所による支援協力

福祉総務課

73
災害時におけるプロパンガ
スの優先供給に関する協定

刈谷ガス協同組合 令和5年1月13日
災害時におけるプロパンガスの在庫確
保及び学校施設への優先供給に関する
協力

教育総務課

74
災害時における復旧支援協
力に関する協定

公益社団法人日本下水道管路管理
業協会

令和5年4月3日
被災した下水道管路施設の応急復旧の
ために必要な業務に関する協力

下水道課

社会福祉法人紫水会
社会福祉法人長寿会
株式会社刈谷ケアサービスさくら
医療法人光慈会
社会福祉法人刈谷市社会福祉協議
会
社会福祉法人觀寿々会

76
災害時における福祉用具等
物資の供給等に関する協定

一般社団法人日本福祉用具供給協
会

令和5年9月1日
災害時における福祉用具等物資の供給
に関する協力

福祉総務課

69
緊急連絡管の使用に関する

協定書

65
情報システム等の応急対応についての
協力

長寿課

福祉総務課

災害・事故時、緊急時等に
おける情報システムの業務

継続に関する協定

情報政策課

税務課

75
災害時における福祉車両提
供支援等に関する協定

令和5年9月1日
災害時における福祉車両の提供及び要
配慮者等の移送に関する協力
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協定名 構成機関 協定年月日 協定の主な内容 担　当　課
株式会社伊藤園三河支店、コカ・
コーラボトラーズジャパン株式会
社ベンディング豊田支店、タケ
ショウ株式会社

総務文書課

コカ・コーラボトラーズジャパン
株式会社ベンディング豊田支店

商工業振興課

78
災害時における下水道施設
の技術支援協力に関する協
定

愛知県、県内市町、公益社団法人
全国上下水道コンサルタント協会
中部支部

令和5年11月1日
災害査定資料の作成及び災害時におけ
る応急復旧方法の検討等の業務に関す
る協力

下水道課

79
災害時における電動車の提
供に関する協定

株式会社アイシン、株式会社ジェ
イテクト、株式会社デンソー、株
式会社豊田自動織機、トヨタ紡織
株式会社、刈谷警察署、刈谷消防
署

令和6年3月11日
災害時における電動車の提供に関する
協力

危機管理課◎
財務課

80
災害時におけるプロパンガ
スの供給に関する協定書

刈谷ガス協同組合 令和6年3月13日
災害時におけるプロパンガスの学校施
設への優先供給に関する協力

福祉総務課◎
長寿課
財務課

危機管理課

81
災害時におけるドローンを
活用した支援活動に関する
協定

株式会社　平成建設 令和6年6月19日
災害時におけるドローンを活用した支
援活動に関する協力

危機管理課

82
災害時における相互連携に
関する協定

西日本電信電話株式会社 令和6年9月6日
災害時に大規模な通信障害が発生した
場合における災害復旧に関する協力

　危機管理課◎
土木管理課

83
災害時における応急生活物資
供給の協力に関する協定

株式会社バローホールディングス 令和6年10月1日
災害時の食料品、生活必需品、医療品等
の供給についての協力

財務課

84
災害時における支援物資の受
入及び配送等に関する協定

佐川急便株式会社　東海支店 令和6年10月22日
災害時における物資輸送、配送計画の策
定、荷役作業への人員の派遣や機材の
提供などの協力

◎財務課
国保年金課
スポーツ課
教育総務課
会計課

総務文書課

85

災害派遣トイレネットワークの取
り組みおよび「みんな元気にな
るトイレ」の派遣協力に関する協
定

一般社団法人助けあいジャパン 令和7年1月6日
災害派遣トイレネットワークの取り組みお
よび刈谷市のトイレトレーラーの派遣要請
及び派遣の協力

危機管理課

77
災害対応自動販売機取扱い
に関する覚書

令和5年9月25日
災害時における自動販売機の使用及び
自動販売機内の商品の提供について
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緊急輸送道路・災害時連絡道路・主要避難道路網図

凡 例

第一次緊急輸送道路(愛知県指定)

地震発生時に通行を確保すべき道路

避難所及び避難場所

主要な公園

主要な施設

救急告示医療機関

市役所、消防署

刈谷東
高等学校

朝日小学校
朝日中学校

小垣江東小学校

衣浦小学校

亀城小学校

雁が音中学校

平成小学校

富士松中学校

愛知教育大学

北部生涯
学習センター

小垣江小学校

洲原公園
辻村外科医院

北部市民センター

刈谷市総合
運動公園

ついぢ公園

原崎公園

亀城公園
産業振興センター

刈谷豊田
総合病院

刈谷消防署南分署

小垣江公園

避難所等

日高公園

富士松南小学校

岩ケ池公園

夢と学びの科学体験館

富士松東小学校

かりがね小学校

青山公園 産業技術センター

狩野公園

小高原小学校

日高小学校

刈谷東中学校

刈谷北
高等学校

小垣江
市民センター

双葉小学校

猿渡公園

山崎公園

依佐美中学校

野田公園

東刈谷小学校

住吉小学校
刈谷南中学校

刈谷高等学校

刈谷工科高等学校

東刈谷
市民センター

南部
生涯学習センター

総合文化センター

富士松市民センター

刈谷消防署

刈谷市役所

子ども
相談センター

刈谷消防署北分署

第二次緊急輸送道路(愛知県指定)

第三次緊急輸送道路(愛知県指定)

市指定緊急輸送道路

災害時連絡道路

主要避難道路

富士松北小学校
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津波災害警戒区域
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刈谷市地域防災計画（資料編） 

編集発行  刈谷市防災会議事務局 

（刈谷市生活安全部危機管理課） 

       〒448-8501 

       刈谷市東陽町１丁目１番地 

       電話（0566)62-1190（ダイヤルイン） 


